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Ⅰ 答 申 
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１ はじめに 

東久留米市は、平成 29 年３月に策定した「東久留米市第３次男女平等推進プラン」

（以下「プラン」という。）に基づき、男女共同参画社会の形成に向けて取組を進めて

います。 

男女平等推進市民会議（以下「市民会議」という。）では、令和２年５月にプランの

令和元年度事業の進捗状況評価について諮問を受け、検討を重ねてまいりました。 

検討にあたっては、専門的、市民的見地を持った第三者的立場から、実績報告に基

づく客観的な評価を進めると共に、一部の担当課とは直接、意見を交換する場を設け

るなどし、実態に即した評価、提言を行うよう努めました。 

本答申は、こうした検討を踏まえ、プランの令和元年度事業の進捗状況について評

価し、まとめたものです。 

現況に対する評価をご確認いただくとともに、本提言を参考に、今後の取組が一層

進展することを期待します。 

２ 評価方法について 

プランの評価方法は、以下の２点について特に効果が図られることを意図していま

す。（評価方法詳細は別記参照） 

① 報告作業や評価のフィードバックを通じ、担当者が改めて事業を男女共同参画の視

点から捉え、男女共同参画の実現に向けて、どのような役割を担っているかについ

て理解を深めること

② 男女共同参画施策が互いに関連している場合は、担当課間で連携した取組が進めら

れること

３ 意見交換（ヒアリング）について 

プランの評価においては、より実態に即した評価を行うことを重要と考え、必要に

応じて担当課との意見交換を行うこととしています。 

今回、令和元年度事業を評価するにあたっては、教育部指導室との間で意見交換を

実施しました。 

中学校の男女別名簿等について、男女共同参画に関する考えや取組に対する姿勢、

課題の背景等について、担当課と市民会議が直接対話することにより有意義な意見交

換ができました。 

４ 令和元年度事業について 

（１）令和元年度はプランの計画期間３年目にあたることもあり、上記２に記載した

評価方法の意図を踏まえた報告がなされており、全体としては、各課が工夫や連携を

しながら、事業の推進に努めていることがわかり、比較的高い評価となりました。 
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 一方で、市役所における女性管理職・監督職の登用や、審議会等委員の男女比率の

均等化については、変わらず進捗が芳しくない状況が続いています。また、男女平等

推進センターについても、その存在やサービス内容について依然として知らない市民

が多く、周知についてさらなる工夫が必要と思われます。 

（２）プランの進捗状況評価においては、特に良い取組をしたと評価された担当課を

市民会議が表彰することとしております。表彰は、項目評価３評価と年度評価１評価

を合わせた４評価全てがＡ評価であることを基準とします。 

多岐に渡り取組を行う課においては、複数の報告・評価がありますが、１つでも４

評価全てがＡ評価であれば対象とします。 

令和元年度事業においては、企画調整課、産業政策課、生活文化課、介護福祉課、

健康課、子育て支援課、児童青少年課、指導室の８課を表彰いたします。 

５ 今後に向けて 

  プランの計画期間６年間の折り返しの年ということもあり、後半の３年間について

も引き続きプランや本答申を参考にしながら、男女共同参画社会の実現に向けた取組

を進めていただきたいと思います。取組を推進するにあたっては、関係する各課が連

携することが重要と考えますが、人事異動などで担当が変わることがあっても取組が

後退することがないよう、今後も創意工夫を図りながら取り組んでいただきたいと思

います。 

  また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で雇用形態の変更や収入減に見

舞われた女性も多く、DV相談に訪れる者の人数や自殺者の人数が増加傾向にあるなど、

コロナ危機が社会に、とりわけ女性に与えた影響は計り知れません。これらの状況を

今後、市としても注視していっていただきたいと思います。 

  プランが加速的に推進されるよう、次のとおり、男女共同参画の視点をもった組織

作りに向けた取組を強化していただきたいと思います。 

・市役所における女性管理職・監督職の登用や、審議会等委員の男女比の均等化に

ついては、他市の状況について情報収集するなど、具体的な取り組みに繋げてい

ただきたい。

・男女平等推進センターの周知については、積極的に情報発信を行い、市民が利用

しやすい工夫をするなど、男女共同参画推進の拠点としての機能をさらに果たし

ていただきたい。

・中学校では男女別名簿を使用しているということだが、知らず知らずのうちに男

女の序列意識が生まれることがないよう、また、学校生活を送る中で人権教育や

男女共同参画の意識が自然と育成されるようにするためにも、中学校での男女混

合名簿の運用を進めていただきたい。
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〈別記〉 

評価方法について 

評価作業について 

 評価は第３次プランの取組の方向 及び 担当課によるまとまりを単位として、行って

います。全部で８３項目についての評価があります。

 評価は担当課からの報告書をもとに行います。

 評価はまず、市民会議委員１０名を３つのグループに分けて、８３項目を分担してワ

ーキンググループ評価を行いました。その後、市民会議において、各グループの結果

を報告し、担当課との意見交換、検討を経て、最終評価をまとめています。

〈ワーキンググループ分担〉 

グループ１：目標Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進 

目標Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進 

目標Ⅲ あらゆる分野における男女共同参画の推進 

グループ２：目標Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現 

グループ３：目標Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備 

目標Ⅵ 推進体制の整備・強化 

評価の項目 

 評価は「取組状況」「課題把握」「次年度目標」の各項目に対する項目評価と、それら

を総合的に勘案し、評価対象年度の総合的な進捗状況を評価する年度評価について、

それぞれＡ～Ｄの４段階で評価しています。

 評価はいずれも、男女共同参画の視点から評価しています。

「男女共同参画推進においてどのような役割を果たすか」という側面を見て事業に取

り組んでいるか、課題を把握し、また、対策・目標が立てられているかを評価してい

ます。

「取組の方向」全体についての講評・提言について 

 一つの「取組の方向」において担当課が複数課ある場合は、連携状況などについて講

評・提言を行っています。（連携の状況に対する講評や、連携の可能性についてなど）
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Ⅱ 評価と実績報告 

１ 第３次男女平等推進プランの体系（評価単位）
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①　評価の単位

　　プランの体系は、目標―施策―取組の方向―事業の階層になっています。同じ目的を持った事業に複数の課が取り組んでいるものもあります。

　　事業進捗状況の報告・評価は、「取組の方向」及び「担当課」ごとに行っています。

東久留米市第３次男女平等推進プラン　体系表（進捗状況評価用）

目標 担当課
評価
通番

生活文化課 1 ワーク・ライフ・バランスに関する啓発

2 両立支援制度や育児休業・育児時間及び介護・看護休業制度の周知と取得に向けた啓発

産業政策課 3 関係法令、各種制度の周知と啓発

4 労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

6 ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

生活文化課 3 関係法令、各種制度の周知と啓発

4 労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

5 市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知

6 ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

2 公共調達時におけるインセンティブ付与の検討 生活文化課 7 公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討 4

生活文化課 8 男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供 5

生涯学習課 8 男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供 6

生活文化課 10 男性の家事・育児・介護等への参加促進 7

介護福祉課 9 シニアの経験と知識を活かす活動の推進 8

子育て支援課 10 男性の家事・育児・介護等への参加促進 9

生涯学習課 10 男性の家事・育児・介護等への参加促進 10

1

2

3

ワーク・ライフ・バランスへの理解促進

市内事業所の働き方改革と
ワーク・ライフ・バランスヘの取組推進

ワーク・ライフ・バランスの正しい理解促進に向けた啓発、情報提供

市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度
などに関する情報提供

Ⅰ
　
働
く
た
め
の
環
境
整
備
と
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

取組の方向施策 事業

2

1

1

1

男性やシニアの家庭生活や地域活動
への参画促進

1

2

3

固定的な性別役割分担意識解消への啓発

男性やシニアが参加しやすい環境作り

この括りで、

報告、評価をしています。

この括りで、

報告、評価をしています。

「取組の方向」別

「担当課」別
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②　第３次男女平等推進プラン体系表（評価単位）

目標 担当課
評価
通番

生活文化課 1 ワーク・ライフ・バランスに関する啓発

2 両立支援制度や育児休業・育児時間及び介護・看護休業制度の周知と取得に向けた啓発

産業政策課 3 関係法令、各種制度の周知と啓発

4 労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

6 ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

生活文化課 3 関係法令、各種制度の周知と啓発

4 労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

5 市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知

6 ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

2 公共調達時におけるインセンティブ付与の検討 生活文化課 7 公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討 4

生活文化課 8 男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供 5

生涯学習課 8 男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供 6

生活文化課 10 男性の家事・育児・介護等への参加促進 7

介護福祉課 9 シニアの経験と知識を活かす活動の推進 8

子育て支援課 10 男性の家事・育児・介護等への参加促進 9

生涯学習課 10 男性の家事・育児・介護等への参加促進 10

子育て支援課 12 保育・教育基盤の確保

13 多様な保育・教育の提供

児童青少年課 11 子育て相談事業のネットワーク化の推進

13 多様な保育・教育の提供

14 学童保育及び児童館の充実

健康課 11 子育て相談事業のネットワーク化の推進 13

障害福祉課 13 多様な保育・教育の提供 14

介護福祉課 15 地域包括支援センターの充実

16 要介護者の家族への支援

17 介護保険制度の普及と啓発

18 在宅サービスの充実

取組の方向施策 事業

4

2

1

2

1

1

1

1

15

2

3

11

12

Ⅰ
　
働
く
た
め
の
環
境
整
備
と
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

ワーク・ライフ・バランスへの理解促進

市内事業所の働き方改革と
ワーク・ライフ・バランスヘの取組推進

男性やシニアの家庭生活や地域活動
への参画促進

両立支援のための子育て・介護
の環境整備

1

2

3

ワーク・ライフ・バランスの正しい理解促進に向けた啓発、情報提供

市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度
などに関する情報提供

固定的な性別役割分担意識解消への啓発

男性やシニアが参加しやすい環境作り

多様なニーズに対応する保育、教育、子育て環境の整備

介護支援の充実

1
1



目標 担当課
評価
通番

取組の方向施策 事業

産業政策課 19 女性活躍推進に向けた情報提供 16

生活文化課 19 女性活躍推進に向けた情報提供 17

産業政策課 再 3 関係法令、各種制度の周知と啓発（再掲） 18

生活文化課 再 3 関係法令、各種制度の周知と啓発（再掲）

再 7 公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討(再掲)

再 5 市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知（再掲）

職員課 20 職員研修の充実

21 特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進

22 女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施

23 ハラスメント対策の推進

生活文化課 21 特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進

22 女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施

2 女性の就労継続とキャリア形成への支援 1 就労継続とキャリア形成に向けた意識啓発 生活文化課 24 女性の就労継続とキャリア形成への支援 22

産業政策課 25 女性の再就職への支援 23

生活文化課 25 女性の再就職への支援 24

産業政策課 26 女性の起業に関する情報提供及び支援 25

生活文化課 26 女性の起業に関する情報提供及び支援 26

図書館 26 女性の起業に関する情報提供及び支援 27

1 ポジティブ・アクションへの理解促進 生活文化課 27 審議会委員等委員の男女比率の均等化 28

2 男女が参加しやすい環境整備 生活文化課 28 自治会における男女共同参画に関する啓発及び情報提供 29

2 地域におけるリーダーとなる女性の育成 1 リーダー育成のための講座開催や機会の提供 生活文化課 29 地域におけるリーダーとなる女性の育成 30

1

3

3

1

1

19

20

21

Ⅱ
　
職
業
生
活
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
推
進

Ⅲ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

市内事業所及び市役所における
女性活躍推進への取り組み促進

女性の再就労への支援

女性の起業と事業継続への支援

市附属機関や地域活動団体における
男女の参画推進と女性の活躍推進

4

1

女性活躍推進にかかる意識啓発や情報提供1

2 取組事業所への支援

市役所における女性管理・監督職への登用促進

再就職に関する講座、啓発、情報提供

起業と事業継続に関する講座、情報提供、関係機関との
連携による支援とネットワークづくりへの支援

1
2



目標 担当課
評価
通番

取組の方向施策 事業

健康課 30 各種健康診査及び健康相談事業の充実

33 生涯を通じた健康の保持増進等のための啓発及び情報提供

34 こころの健康支援

生活文化課 33 生涯を通じた健康の保持増進等のための啓発及び情報提供 32

介護福祉課 35 シニアが自立した生活を送るための支援

36 予防重視のシニア施策の充実

指導室 31 発達段階に応じた適切な性教育の推進

32 HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実

健康課 37 妊娠中及び出産後の健康管理の啓発及び相談事業の充実

38 出産・育児に関する情報提供と男性の理解の促進

生活文化課 39 暴力未然防止のための意識啓発

40 若年層に向けた暴力防止の啓発

41 早期発見のための理解促進

指導室 40 若年層に向けた暴力防止の啓発 37

関係各課 42 相談窓口の周知

43 複合的に困難を抱える人への支援

44 相談体制の整備

生活文化課 42 相談窓口の周知 39

関係各課 45 被害者や子どもの安全確保

46 情報管理の徹底

4 自立のための支援体制の整備 関係各課 47 自立のための支援体制の整備 41

関係各課 48 関係機関との連携強化

49 庁内の相談・支援体制の整備と資質向上

生活文化課 49 庁内の相談・支援体制の整備と資質向上 43

生活文化課 50 メディア・リテラシーの育成

51 暴力の未然防止のための啓発や情報提供

指導室 50 メディア・リテラシーの育成 45

産業政策課 52 ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供 46

生活文化課 52 ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供 47

1 性別による役割分担意識解消のための啓発 生活文化課 53 ジェンダー平等を推進するための啓発 48

2 発達段階に応じた適切な性教育の実施 指導室 再 31 発達段階に応じた適切な性教育の推進（再掲） 49

3 ＨＩＶ／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実 指導室 再 32 HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実（再掲） 50

生活文化課 54 女性の人権を守る相談体制及び各種相談事業の充実 51

児童青少年課 55 相談体制及び各種相談事業の充実 52

関係各課 55 相談体制及び各種相談事業の充実 53

指導室 58 子ども、若者の自立に向けた力を高める取り組み 54

生活文化課 59 若年層を対象とした啓発 55

福祉総務課 56 相談体制及び各種相談事業の充実

57 自立した生活を送るための就労支援の推進

障害福祉課 60 障害者に対する就労自立支援 57

防災防犯課 61 防災活動への男女共同参画の推進 58

生活文化課 61 防災活動への男女共同参画の推進 59

2 防災分野における女性活躍の推進 防災防犯課 62 防災分野の意思決定への女性の参画拡大 60

40

35

31

33

34

36

38

1

42

44

6

7

ひとり親家庭への支援

若年者、高齢者、障害者、外国人等、
困難を抱える女性が安心して暮らせるための支援

防災分野における男女共同参画の啓発

56

男女共同参画の視点を生かした
防災と地域づくり

Ⅳ
　
安
心
・
安
全
な
暮
ら
し
の
実
現

5

1

2

3

4

生涯にわたる男女の健康の支援

配偶者等からの暴力防止と
被害者の自立に向けた支援

女性や子どもに対する
あらゆる暴力の予防と根絶

ハラスメント等の防止対策の推進

性を理解し、自他を尊重するための
教育の実施

困難を抱える女性等が安心して
暮らせるための支援

2

1

1

1

2

1

2

3

5

1

関係機関との連携強化及び庁内体制の整備

性暴力や児童虐待、ストーカー被害の根絶に向けた
防止等の啓発

ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

ライフステージに合わせた健康支援

妊娠、出産期における女性への健康支援

暴力の未然防止や早期発見のための取組強化

安心して相談できる体制づくり

被害者の安全確保のための体制整備

1
3



目標 担当課
評価
通番

取組の方向施策 事業

生活文化課 63 啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実

64 啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実

再 53 ジェンダー平等を推進するための啓発（再掲）

秘書広報課 63 啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実 62

図書館 65 男女共同参画に関する資料の提供 63

2
男女共同参画に関する
調査・研究、情報の収集・提供

1
男女共同参画に関する法令等や男女共同参画
実現に向けた各種制度等の情報収集と提供

生活文化課 66 関係法令や各種制度等の周知 64

子育て支援課 69 教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実

70 保育実施上の配慮

児童青少年課 69 教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実 66

指導室 67 男女混合名簿の使用

68 家庭と一体となった男女平等教育をすすめるための情報提供

69 教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実

72 キャリア教育の充実

73 女性教員に対する管理職試験への受験奨励

生活文化課 再 59 若年層を対象とした啓発 68

生涯学習課 71 学習機会や情報の提供 69

生活文化課 74 男女平等推進センター機能の充実

75 学習機会の提供の充実

76 男女共同参画に関する情報収集及び提供の充実

2 他機関との連携強化 生活文化課 77 関係機関、各種団体との連携の推進及びネットワークづくりの促進 71

職員課 78 男女共同参画への理解促進に向けた職員研修の充実

再 21 特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進（再掲）

79 男女の配置均等化の推進

再 22 女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施（再掲）

生活文化課 78 男女共同参画への理解促進に向けた職員研修の充実

再 21 特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進（再掲）

再 22 女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施（再掲）

企画調整課 80 プロジェクトチーム等におけるポジティブ・アクションの推進 74

2 庁内推進協議会の充実 生活文化課 81 男女共同参画推進協議会の充実 75

企画調整課 82 男女共同参画推進のための総合調整機能の強化 76

財政課 83 ジェンダー予算に関する調査研究 77

生活文化課 82 男女共同参画推進のための総合調整機能の強化

83 ジェンダー予算に関する調査研究

4 市民参加による推進体制の充実 生活文化課 84 男女平等推進市民会議の充実 79

3 関係機関・団体との連携強化 1 国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化 生活文化課 85 国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化 80

1 確実なＰＤＣＡサイクルの実施 生活文化課 86 進捗状況の年次報告の実施 81

2 男女別等統計の充実 生活文化課 87 プランの実効性の向上 82

3 男女共同参画推進条例（仮称）の研究 生活文化課 88 男女共同参画推進条例（仮称）の研究 83

2

4

1

3

1
70

男女共同参画視点を持った組織づくり

庁内実施主体間の連携強化

男女共同参画の正しい理解の促進

学校、地域、家庭における男女共同参画意識を育む教育

情報発信の充実（ＳＮＳ等の活用、情報誌の充実）

61

65

67

72

73

78

Ⅴ
　
男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
に
向
け
た
社
会
基
盤
の
整
備

Ⅵ
　
推
進
体
制
の
整
備
・
強
化

男女共同参画社会に対する理解促進

男女共同参画への意識を育む教育の実施

男女平等推進センターの機能強化

庁内推進体制の強化

男女平等推進プランの実効性の確保

1

1

3

1

1

1
4



 

 

 

Ⅱ 評価と実績報告 
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Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 報告 評価

1 ワーク・ライフ・バランスへの理解促進 1
ワーク・ライフ・バランスの正しい理解促進
に向けた啓発、情報提供

生活文化課 1 Ａ Ａ A 29 86

産業政策課 2 Ｂ Ｂ B 30 87

生活文化課 3 Ａ Ａ A 30 87

2
公共調達時におけるインセンティブ付与
の検討

生活文化課 4 Ｂ Ａ B 31 88

生活文化課 5 Ａ Ａ A 32 89

生涯学習課 6 Ｂ Ｂ B 32 89

生活文化課 7 Ｂ Ｂ A 33 90

介護福祉課 8 Ｂ Ｂ A 33 90

子育て支援課 9 Ｂ Ｂ A 34 91

生涯学習課 10 Ｂ Ａ B 34 91

子育て支援課 11 Ｂ Ｂ B 35 92

児童青少年課 12 Ａ Ａ A 35 92

健康課 13 Ｂ Ｂ A 36 93

障害福祉課 14 Ｂ Ｂ A 36 93

2 介護支援の充実 介護福祉課 15 Ａ Ｂ B 37 94

目標 取組の方向施策 担当課

1
多様なニーズに対応する保育、教育、子
育て環境の整備

3
男性やシニアの家庭生活や地域活動
への参画促進

1
固定的な性別役割分担意識解消への啓
発

2 男性やシニアが参加しやすい環境作り

Ⅰ
　
働
く
た
め
の
環
境
整
備
と
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

2
市内事業所の働き方改革とワーク・ライ
フ・バランスヘの取組推進

4
両立支援のための子育て・介護
の環境整備

頁

1
市内事業所に向けた講座開催や好事
例、助成制度などに関する情報提供

評価
通番

評価

1
7



Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 報告 評価
目標 取組の方向施策 担当課

頁評価
通番

評価

産業政策課 16 Ｂ Ｂ B 38 95

生活文化課 17 Ｂ Ａ A 38 95

産業政策課 18 Ｂ Ｂ B 39 96

生活文化課 19 Ａ Ａ A 39 96

職員課 20 Ｂ Ｂ B 40 97

生活文化課 21 Ａ Ａ A 40 97

2 女性の就労継続とキャリア形成への支援 1
就労継続とキャリア形成に向けた意識啓
発

生活文化課 22 Ａ Ａ A 41 98

産業政策課 23 Ａ Ｂ A 42 99

生活文化課 24 Ｂ Ａ B 42 99

産業政策課 25 Ｂ Ｂ B 43 100

生活文化課 26 Ａ Ｂ A 43 100

図書館 27 Ｂ Ｂ B 44 101

1 ポジティブ・アクションへの理解促進 生活文化課 28 Ｂ Ｃ C 45 102

2 男女が参加しやすい環境整備 生活文化課 29 Ａ Ａ A 46 103

2 地域におけるリーダーとなる女性の育成 1
リーダー育成のための講座開催や機会
の提供

生活文化課 30 Ａ Ａ A 47 104

起業と事業継続に関する講座、情報提
供、関係機関との連携による支援とネット
ワークづくりへの支援

Ⅲ
　
あ
ら
ゆ
る
分
野

に
お
け
る
男
女
共
同

参
画
の
推
進

1
市附属機関や地域活動団体における
男女の参画推進と女性の活躍推進

取組事業所への支援

Ⅱ
　
職
業
生
活
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
推
進

1
市内事業所及び市役所における女性活
躍推進への取り組み促進

1
女性活躍推進にかかる意識啓発や情報
提供

2

3 女性の再就労への支援 1 再就職に関する講座、啓発、情報提供

3
市役所における女性管理・監督職への登
用促進

4 女性の起業と事業継続への支援 1

1
8



Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 報告 評価
目標 取組の方向施策 担当課

頁評価
通番

評価

健康課 31 Ｂ Ｂ B 48 105

生活文化課 32 Ｂ Ｂ A 48 105

介護福祉課 33 Ａ Ｂ A 49 106

指導室 34 Ａ Ａ A 49 106

2 妊娠、出産期における女性への健康支援 健康課 35 Ａ Ａ B 50 107

生活文化課 36 Ｂ Ａ A 51 108

指導室 37 Ａ Ｂ B 51 108

関係各課 38 Ａ Ａ A 52 109

生活文化課 39 Ａ Ａ A 52 109

3 被害者の安全確保のための体制整備 関係各課 40 Ａ Ａ A 53 110

4 自立のための支援体制の整備 関係各課 41 Ｂ Ａ A 54 111

関係各課 42 Ａ Ａ B 55 112

生活文化課 43 Ａ Ａ B 55 112

生活文化課 44 Ａ Ａ A 56 113

指導室 45 Ａ Ｂ A 56 113

1
暴力の未然防止や早期発見のための取
組強化

女性や子どもに対するあらゆる暴力の予
防と根絶

1
性暴力や児童虐待、ストーカー被害の根
絶に向けた防止等の啓発

1 生涯にわたる男女の健康の支援

1 ライフステージに合わせた健康支援

Ⅳ
　
安
心
・
安
全
な
暮
ら
し
の
実
現

3

5
関係機関との連携強化及び庁内体制の
整備

2 安心して相談できる体制づくり

2
配偶者等からの暴力防止と
被害者の自立に向けた支援

1
9



Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 報告 評価
目標 取組の方向施策 担当課

頁評価
通番

評価

産業政策課 46 Ｂ Ａ B 57 114

生活文化課 47 Ｂ Ｂ B 57 114

1
性別による役割分担意識解消のための
啓発

生活文化課 48 Ａ Ａ A 58 115

2 発達段階に応じた適切な性教育の実施 指導室 49 Ａ Ａ A 59 116

3
ＨＩＶ／エイズや性感染症の予防、喫煙、
薬物乱用の防止に関する教育の充実

指導室 50 Ａ Ａ A 60 117

生活文化課 51 Ａ Ａ A 61 118

児童青少年課 52 Ａ Ａ A 61 118

関係各課 53 Ａ Ａ A 62 119

指導室 54 Ａ Ａ A 63 120

生活文化課 55 Ａ Ａ A 63 120

福祉総務課 56 Ｂ Ａ B 64 121

障害福祉課 57 Ｂ Ｂ B 64 121

防災防犯課 58 Ａ Ａ B 65 122

生活文化課 59 Ａ Ａ A 65 122

2 防災分野における女性活躍の推進 防災防犯課 60 Ｂ Ｃ B 66 123

Ⅳ
　
安
心
・
安
全
な
暮
ら
し
の
実
現

5
性を理解し、自他を尊重するための
教育の実施

6
困難を抱える女性等が安心して暮らせる
ための支援

1 ひとり親家庭への支援

2
若年者、高齢者、障害者、外国人等、困
難を抱える女性が安心して暮らせるため
の支援

4

7
男女共同参画の視点を生かした
防災と地域づくり

1 防災分野における男女共同参画の啓発

ハラスメント等の防止対策の推進 1
ハラスメント防止に向けた啓発や情報提
供

2
0



Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 報告 評価
目標 取組の方向施策 担当課

頁評価
通番

評価

生活文化課 61 Ａ Ａ A 67 124

秘書広報課 62 Ｂ Ｂ B 67 124

図書館 63 Ｂ Ｂ B 68 125

2
男女共同参画に関する調査・研究、情報
の収集・提供

1
男女共同参画に関する法令等や男女共同参画
実現に向けた各種制度等の情報収集と提供

生活文化課 64 Ａ Ａ A 69 126

子育て支援課 65 Ｂ Ｂ B 70 127

児童青少年課 66 Ｂ Ｂ B 70 127

指導室 67 Ａ Ｂ B 71 128

生活文化課 68 Ａ Ａ A 71 128

生涯学習課 69 Ｂ Ａ A 71 128

Ⅴ

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
に
向
け
た
社
会
基
盤
の

整
備

1 男女共同参画社会に対する理解促進 1 男女共同参画の正しい理解の促進

3
男女共同参画への意識を育む教育の実
施

1
学校、地域、家庭における男女共同参画
意識を育む教育

2
1



Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 報告 評価
目標 取組の方向施策 担当課

頁評価
通番

評価

1
情報発信の充実（ＳＮＳ等の活用、情報誌
の充実）

生活文化課 70 Ａ Ａ A 72 129

2 他機関との連携強化 生活文化課 71 Ａ Ａ A 73 130

職員課 72 Ｂ Ｂ A 74 131

生活文化課 73 Ａ Ａ A 74 131

企画調整課 74 ― ― A 75 132

2 庁内推進協議会の充実 生活文化課 75 Ａ Ａ A 76 133

企画調整課 76 Ｂ Ｂ B 77 134

財政課 77 Ｃ Ｃ B 77 134

生活文化課 78 Ｂ Ｂ A 78 135

4 市民参加による推進体制の充実 生活文化課 79 Ａ Ａ A 79 136

3 関係機関・団体との連携強化 1
国、都、企業、学校、地域の団体との連携
強化

生活文化課 80 Ａ Ａ A 80 137

1 確実なＰＤＣＡサイクルの実施 生活文化課 81 Ａ Ａ A 81 138

2 男女別等統計の充実 生活文化課 82 Ｃ Ｂ B 82 139

3 男女共同参画推進条例（仮称）の研究 生活文化課 83 Ｃ Ｃ B 83 140

Ⅵ
　
推
進
体
制
の
整
備
・
強
化

1 男女平等推進センターの機能強化

4 男女平等推進プランの実効性の確保

3 庁内実施主体間の連携強化

2 庁内推進体制の強化

1 男女共同参画視点を持った組織づくり

2
2



Ⅱ 評価と実績報告 

３ 報告・評価（個票）

23



 

24



① 報告書・評価書の見方

　  【報告書の見方】

１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

通し番号 2,3 【令和元年度事業】

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

3　関係法令、各種制度の周知と啓発
4　労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

施　策 2 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進
5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知
6　ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

取組の方向 1 市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度などに関する情報提供

事業者に対し、育児・介護休業法などの男女の働き方に関する法制度や各種ハラスメント
防止の周知、働きやすい職場環境の整備の重要性についての啓発やワーク・ライフ・バラ
ンスの推進の好事例の紹介など、さまざまな機会を通じて情報提供を行います。 担当課

産業政策課 生活文化課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

（説明）

2 2

産
業
政
策
課

3
4
6

産
業
政
策
課

数値の指標 30

3 3

生
活
文
化
課

3
4
5
6

生
活
文
化
課

数値の指標 30

上記の事業に取り
組む課が記載して
あります。
ここに記載した課
の分の報告が、あ
とに続きます。

担当する事業に対して、担当課が平成３０年度

にどのように取り組んだかを記載しています。
男女共同参画推進の視点から報告しています。

事業に取り組む中で把握した、
男女共同参画施策として進める
うえでの課題を記載しています。

左記の課題への対応策を含め
ながら、平成３１年度にどのよう
に取り組むかを記載しています。

「取組の方向」への達成度が分かる数値目標を設定し、
記入しています。

プ
ラ
ン
の
内
容

各
担
当
課
の
報
告

先に記載した取組状況について、担当課

がA～Dの４段階で自己評価したものと、

評価理由（できた点、できなかって点）を

記載しています。

Ａ＝順調、目標達成

Ｂ＝概ね順調だが、さらなる改善が必要

Ｃ＝成果なく大幅改善が必要

Ｄ＝ほとんど取り組んでいない

報告する担当課

が担当する事業

の番号です。

上段のプランの

内容にある事業

欄に対応してい

ます。

通し番号（又は通番）は、評価単位（取組の方向別、担当課別）ごとに、プランの順に沿って

連番で付番している番号です。報告と評価で、同じ番号を用いています。

2
5



【評価書の見方】

Ⅰ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 2,3 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進
取組の
方向

1 市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度などに関する情報提供

事業

3　関係法令、各種制度の周知と啓発
4　労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決
5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知
6　ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

担当課
産業政策課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

2

産
業
政
策
課

3
4
6

3

生
活
文
化
課

3
4
5
6

担当課が報告した「取組状況」に対する評価
（男女共同参画の視点を踏まえ取り組み、報告されているか）

担当課が報告した「今後の課題」に対する評価
（課題をよく把握できているかどうか）

担当課が報告した「今後の課題」に対する評価
（課題に対する次年度の対応が具体的に示されているかどうか）

報告年度の取組により、「取組の方向」が目指す内容へ

と進展したかどうかをＡ～Ｄの４段階で評価しています。

Ａ 進んだ
Ｂ 概ね進んだ

Ｃ あまりすすんでいない
Ｄ 進んでいない

２課以上の担当課がある「取組の方向」については、「取組の方向」全体に

ついて、取組状況に対する講評や、今後に向けた提言を記載しています。

通し番号 及び プランの内容
※担当課の報告書に対応しています。

右記のように評価した理由や、取組向上に
向けた提案、提言等を記載しています。

※上記３項目は次のＡ～Ｄの４段階で評価しています。

Ａ 評価できる

Ｂ 概ね評価できる

Ｃ あまり評価できない

Ｄ 評価できない

2
6



 

 

 

 

 

 

② 報告書 ―担当課による報告― 
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28



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 20.9 未実施

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

労働関係の事業、特に事業者向けについては、男
女平等推進センター（生活文化課）単独では開催
が難しいため専門機関との連携が欠かせない。

・東京都労働相談情報センターと共催で、使用者向けセミナー「働き方
改革関連法の解説と実務上の留意点～労働時間法制への対応、正規・
非正規間の労働条件整備に向けて～」を開催した。事業者向けに新た
な労働時間法制への対応、正規労働者・非正規労働者の格差是正につ
いて講義してもらった。
・東京しごとセンター多摩、産業政策課と連携し、「女性のための再就職
セミナー＆個別相談会 仕事と家庭の両立のためのタイムマネジメント
講座ｉｎ東久留米」を開催した。マルチタスクを求められる女性のために、
様々な角度からタイムマネジメントの極意を学習した。
 

東京都労働相談情報セ
ンターや東京しごとセン
ター多摩等の専門機関
と連携して学習、相談
の機会を提供すること
ができた。

Ａ

1

生
活
文
化
課

30

東京都労働相談情報センターや東京しごとセン
ター多摩などの専門機関と共催で講座を開催する
など、連携を維持しながら、男女平等推進センター
（生活文化課）としても男女共同参画情報誌での情
報提供や、講座の企画を引き続き行っていきたい。

数値の指標
【参考】（施策成果アンケート）「ワーク・
ライフ・バランス」という言葉を「内容もよ
く知っている」と回答した人の割合（%）

―

ワーク・ライフ・バランスへの理解促進

働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

施　策
事業

（説明）

取組の方向 1 ワーク・ライフ・バランスの正しい理解促進に向けた啓発、情報提供

1

生
活
文
化
課

担
当
課

取組状況 担当課評価 次年度の方向性・目標

1
2

23.9

通し番号 1

目　標

今後の課題担
当
課

事
業
番
号

生活文化課

通し番号

Ⅰ

【令和元年度事業】

1　ワーク・ライフ・バランスに関する啓発
2　両立支援制度や育児休業・育児時間及び介護・看護休業制度の周知と取得に向けた啓発

自らの希望するバランスで仕事と生活の調和が図れるよう、多様で柔軟な働き方について
の情報提供を行うなど、ワーク・ライフ・バランスの啓発を進めます。

担当課

1

2
9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3

実績値 2 2

目標値 30 15

実績値 15 15
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 4 4 4 4 4

実績値 4 4

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

4

4

・働き方改革・女性活躍に関する市内事業者からの相談に対して、昨年
度に引き続き情報提供を行った。その後のフォローとして事業所担当者
宛に専門機関・国立女性教育会館等のセミナー・交流会等開催情報な
どを提供した。
・市商工会と連携し、「人材確保・生産性向上支援事業」の一環として、
事業所向けに女性活躍推進法や厚労省の「えるぼし」認定制度の説明
を行った。
・東京都労働相談情報センターと連携して、事業所向けに働き方改革関
連法の解説を行う講座を開催した。
・ライフ・ワーク・バランスEXPO２０２０に職員を派遣し、専門機関からの
情報や企業の取り組み事例など情報収集を行った。

引き続き、専門機関と連携して取り組むとともに、
事業者からの相談に対し適切な機関・制度に繋げ
られるように積極的に情報収集を進めたい。

労働相談情報センター
のような専門機関や市
商工会と連携して法制
度の周知を行った。

3
事業所に対する取り組みについては、労働相談情
報センター等の専門機関との連携が欠かせない。
また、特に事業所向けの情報については、セクショ
ンの壁を越えて情報収集を行う必要がある。

A

生
活
文
化
課

30数値の指標

労働関連講座開催数

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

産
業
政
策
課

30

3

4

25

41
情報提供企業

通し番号

取組状況 担当課評価

生
活
文
化
課

3
4
5
6

3

・国や東京都が実施する事業についての周知のほか、労働環境や法
律・制度、ワーク・ライフ・バランス等のチラシやリーフレットを窓口にて
配置した。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会など
の多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料
を配布し、情報提供を行った。

2

産
業
政
策
課

3
4
6

限られた機会を、有効
に活用したが、目標達
成には至らなかったた
め

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更
なる情報提供に努めること。

B

2

数値の指標

情報提供回数

事業者に対し、育児・介護休業法などの男女の働き方に関する法制度や各種ハラスメント
防止の周知、働きやすい職場環境の整備の重要性についての啓発やワーク・ライフ・バラ
ンスの推進の好事例の紹介など、さまざまな機会を通じて情報提供を行います。 担当課

産業政策課
（説明）

施　策 2 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進
5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知
6　ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

1 市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度などに関する情報提供

生活文化課

通し番号 2,3 【令和元年度事業】

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

3　関係法令、各種制度の周知と啓発
4　労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

取組の方向

3
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 1 2 2 2

実績値 0 0

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

1

公共調達時のインセン
ティブ付与に向けての
情報収集を積極的に行
えた。

30数値の指標

ワーク・ライフ・バランス推進事業所や
国の認定制度に関する情報発信回数 0

市の公共調達の方法が加点評価付与制度にはな
じまないため、本事業の推進が困難である。

情報誌「ときめき」やＳＮＳ等で、ワーク・ライフ・バラ
ンス推進に積極的に取り組む事業所に関する情報
発信をしていく。
また、市内の取り組み事業所に関する情報収集を
行う。
引き続き、公共調達におけるインセンティブ付与の
実施状況について研究していく。

（説明）

4

生
活
文
化
課

7

・働き方改革・女性活躍に関する市内事業者からの相談に対して、昨年
度に引き続き情報提供を行った。その後のフォローとして事業所担当者
宛に専門機関・国立女性教育会館等のセミナー・交流会等開催情報な
どを提供した。
・市商工会と連携し、事業所向けに女性活躍推進法や厚労省の「えるぼ
し」認定制度の説明を行った。
・ライフ・ワーク・バランスEXPO２０２０に職員を派遣し、専門機関からの
情報や企業の取り組み事例など情報収集を行った。

4

B

生
活
文
化
課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

市内のワーク・ライフ・バランスを推し進めるため、公共調達時における男女共同参画への
取り組みについて一定の加点評価を与える制度などを検討します。

担当課
生活文化課

2 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進

取組の方向 2 公共調達時におけるインセンティブ付与の検討

通し番号 4 【令和元年度事業】

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

7　公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討

施　策

3
1



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 1 1 1 1

実績値 1 1

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 59.6 未実施
目標値 未設定 56 60 63 66
実績値 49.9 未実施
目標値 未設定 60 64 67 70
実績値 54.2 未実施
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 7 8 9 10

実績値 1 4

目標値 - 50 50 50 50

実績値 21.5 20
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

未設定
53.6

未設定
56.3

・NPO法人文化協会の家庭教育講座を開催
（１）保育付き家庭教育講座「ケアー・ヨーガ（初級）」
（２）保育付き家庭教育講座「しつけ　～ほめることから始めよう～　」
（３）保育付き家庭教育講座「英語で輝く」
・生涯学習センター指定管理者事業の親子参加型講座を開催
（１）色彩講座
（２）夏休みの自由研究の題材にもなる化学教室
（３）防災講座
（４）クリスマス飾り作り講座
（５）正月飾り作り講座
（６）星空観察講座

30

34

親子参加型講座においては、生活文化課や男女
平等推進センターと連携のもと、父親の参加を意
識した講座づくりをしていきたい。

5

生
活
文
化
課

【参考】（施策成果アンケート）性別だけで役
割や向き不向きを決める考え方に反対また
はどちらかというと反対と考える人の割合（%）

6
男女共同参画の視点を正しく理解し取り入れていく
ために、指定管理者も含め、生活文化課、男女平
等推進センターと連携を深めていくことが必要であ
る。

生
涯
学
習
課

8

6

数値の指標

B

上記数値（男性の回答）（%）

主な対象を男性とした講座の開催
数

上記数値（65歳以上の回答）
（%）

―

60.9

・男女平等推進センター主催講座「お手伝いの達人になる！～”おとうさ
んといっしょ”夏休み自由研究応援～」を開催した。固定的性別役割分
担意識の解消やジェンダー平等、家事を家族みんなでシェアし暮らしを
楽しむ意識の醸成などを目的とした。対象を小学1～3年生とその保護
者としたが、父親だけでなく、母親・両親・祖父母などの参加も可とした。
参加者21名のうち大人10名、子ども11名であったが、そのうち大人の男
性は5名、男子は7名であった。
参加者アンケート「男女共同参画に考える機会になったか」では10名中
9名がなった・ややなったと回答した。

5

子どもを持つ男性を対
象に講座を企画し実施
した。講座を通じて男女
共同参画や、固定的性
別役割分担について考
える機会を提供でき
た。

男性に積極的に男女共同参画事業に参加してもら
うこと自体が難しい。
また、男女平等やジェンダーという言葉について
は、イメージが先行してしまい、正しい理解に結び
付けていくための工夫が必要である。

Ａ

事
業
番
号

担
当
課

生
活
文
化
課

8

30数値の指標

引き続き男性を対象とした講座を実施していく。
また、固定的性別役割分担意識やジェンダー、男
女平等など、分かりづらい言葉について正しく理解
が得られるよう、展示やＳＮＳ等を通じて広く発信し
ていく。

未設定

0

男性が男女共同参画やワーク・ライフ・バランスについての認識を深め、働き方や暮らし方
について考えるきっかけとなるよう、さまざまな機会を用いて啓発を行います。

5

通し番号

取組状況担
当
課

働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

8　男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

男性やシニアの家庭生活や地域活動への参画促進

固定的な性別役割分担意識解消への啓発取組の方向

担当課
生活文化課 生涯学習課

（説明）

1

通し番号 5,6 【令和元年度事業】

目　標 Ⅰ

施　策 3

生
涯
学
習
課

「保育付き家庭教育講
座」及び「親子参加型
講座」は、父親の育児
への関わりを促進する
という観点により開催さ
れ、どの講座も知識を
深めたり、親子で詳しく
学べたり父親と子供が
楽しく学べる機会を提
供することができたと考
えている。また、母親も
参加しやすい雰囲気で
あった。

家庭教育講座へ男性参加者数
5

生涯学習センター指定管理者事業（親
子向け事業）男性参加率（目標５０%）

50

3
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 2 1 1 1 1

実績値 1 2

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 6 21
目標値 未設定 2 2 2 2
実績値 未設定 2
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

7
男性の育児、介護、地域活動への参画促進につい
ては、現役世代の父親の参加を得ることが難しい。
講座開催時期などを工夫するほか、子ども家庭支
援センター等との連携も必要である。

講座等の開催について子ども家庭支援センターと
協議の場を設定し、具体化に向けて検討を進め
る。A

生
活
文
化
課

特に前者の講座では、
開催時期を夏休み期間
中の土曜日と、市内全
小学校にチラシを配布
したことで、現役世代の
父親の参加を得ること
ができた。

30数値の指標

男性の育児、介護、地域活動へ
の参画促進に係る講座の開催数

上記講座への参加者数【参考
値】

・介護予防事業の卒業者や地域包括支援センターに相談のあった市民
に対して、生活支援体制整備事業を活用し社会資源や通いの場への紹
介を行った。また、高齢者ご本人の個別性を考慮し、経験や知識を活か
せる活動を紹介できるよう工夫している。
・高齢者が地域活動へ参加でき生きがいをもって生活できるよう継続し
た取り組みを行っている。

8

介
護
福
祉
課

9

8
男性の場合、定年後に初めて地域とのつながりを
持つことも多く、地域活動への参加に躊躇されるこ
とや自主グループ化が難しい場合がある。

男女問わず「社会参加」は介護予防にもつながる
ため重要である。そのため、早期から地域活動へ
の参加等を促すとともに、「社会参加」の大切さに
ついて、普及・啓発していく。

Ａ

介
護
福
祉
課

地域活動へ参加するこ
とで、介護予防につな
がり一定の効果を得て
いる。

30数値の指標

男性の育児、介護、地域活動へ
の参画促進に係る情報発信の

1

0

―

―
1
1

（説明）

7

生
活
文
化
課

10

・洗濯物のたたみ方やトイレ掃除などの家事を親子で学ぶセンター主催
講座「お手伝いの達人になる！　”おとうさんといっしょ”夏休み自由研究
応援」を開催。この講座は、父親が子どもと一緒に「お手伝い」に挑戦す
る中で、家事を自分のこと捉え、家事に参画する意識を醸成することを
目的として企画した。参加者10組中5組が父親と子どものペアであった。
・市民企画講座「コミュニティ活動を円滑にするヒント～想いを可視化し
て楽しむ方法～」を開催。この講座は、グラフィックレコーディングという
コミュニケーション方法を用いコミュニティ活動の中で意思疎通を図る力
を身に着けることを目的として企画した。参加者20名中3名が男性であっ
た。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

担当課
生活文化課 介護福祉課 子育て支援課
生涯学習課

施　策 3 男性やシニアの家庭生活や地域活動への参画促進

取組の方向

通し番号 7-10

男性やシニアが育児や介護、地域活動に参画しやすい環境づくりを進めます。

【令和元年度事業】

目　標

2 男性やシニアが参加しやすい環境作り

Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

9　シニアの経験と知識を活かす活動の推進
10　男性の家事・育児・介護等への参加促進

3
3



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 7 8 9 10

実績値 1 4

目標値 - 50 50 50 50

実績値 21.5 20
目標値 25 35
実績値 21.5 34
目標値 - 50
実績値 - 55.5
目標値
実績値

30子
育
て
支
援
課

10

9
これまでの取り組みを継続的に実施するとともに、
各保育園ごとに相違・工夫を凝らしながら、男性の
育児への参加促進を図る。

10

生
涯
学
習
課

10

34

-
-

34
30

50

生活文化課や男女平等推進センターからの情報
提供を受けるなどして、男女共同参画の視点を取
り入れる。
市民大学については、引き続き運営委員会におい
て講座のテーマ選考、周知の方法を検討し男性の
参加率の向上を目指す。

B

生
涯
学
習
課

・市民大学中期コースについて
は、男性の参加率は昨年度と
同様の比率であり、更に上げて
いく余地がある。
・防災まちづくり学校に関して
は、男性比率が55.5％で目標を
クリアしている。
・家庭教育講座については父
親の育児への関わりを促進す
るという観点により開催され、ど
の講座も知識を深めたり、親子
で詳しく学べたり父親と子供が
楽しく学べる機会を提供するこ
とができたと考えている。
・生涯学習センター指定管理者
事業については、一部の講座
で父親の参加にうまくつなげら
れた。

30

・NPO法人文化協会「市民大学　中期コース」、「防災まちづくり学校」を
開催
・NPO法人文化協会の家庭教育講座を開催
（１）保育付き家庭教育講座「ケアー・ヨーガ（初級）」
（２）保育付き家庭教育講座「しつけ　～ほめることから始めよう～　」
（３）保育付き家庭教育講座「英語で輝く」
・生涯学習センター指定管理者事業の親子参加型講座を開催
（１）色彩講座
（２）夏休みの自由研究の題材にもなる化学教室
（３）防災講座
（４）クリスマス飾り作り講座
（５）正月飾り作り講座
（６）星空観察講座

10

5

5

・夏まつりや運動会などの保育園における各種行事を開催する際に、事
前準備や当日の役割を保護者間で分担することにより、父親同士及び
父親と職員間の交流を深めるとともに子どもに関わる楽しさを体験する
ことで、育児への参加を促した。
・保育参観(保育参加)期間を設けて父親の参加を積極的に促し、保育
園での保育の様子を通じて、子どもへの接し方や育児に関わることの楽
しさを知る契機とした。
・保護者会や各種行事にあたっては、開催日時を夜間や土曜日に設定
することにより、就労している父親でも参加しやすいように工夫してい
る。

新たに入園した児童の保護者に対しては、あらた
めて積極的な育児への参加を促し、これまでの取
り組みを継続的に実施していく必要がある。Ａ

子
育
て
支
援
課

父親が参加しやすい環
境を設けることにより、
父親同士の交流も深ま
り、育児への参加意欲
も高まっている。

9

数値の指標

防災まちづくり学校男性参加率
（目標：50％）

数値の指標

生涯学習センター指定管理者事業（親
子向け事業）男性参加率（目標５０%）

家庭教育講座へ男性参加者数

男女共同参画への理解を深めると同時に、事業に
あ用が男女平等推進プランから離れた内容になら
ないように組み立てていく必要がある。

市民大学男性参加率（目標：
50%）

3
4



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 0 0

実績値 0 0

目標値 150000 150000

実績値 153080 148598
目標値 360 360
実績値 269 206
目標値 314 700
実績値 718 313
目標値 300 360
実績値 336 301

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

11　子育て相談事業のネットワーク化の推進
12　保育・教育基盤の確保

施　策 4 両立支援のための子育て・介護の環境整備
13　多様な保育・教育の提供
14　学童保育及び児童館の充実

取組の方向 1 多様なニーズに対応する保育、教育、子育て環境の整備

（説明）
子育てと仕事の両立を支援するために、待機児童の解消をはじめ、多様なニーズに対応し
た子育て支援サービスの充実を図ります。

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担当課
子育て支援課 児童青少年課 健康課
障害福祉課

今後の課題担
当
課

仕事と子育ての両立を支援するために、多様な
ニーズに対応した子育て支援サービスの充実を図
る必要がある。引き続き、保育所、幼稚園など保
育・教育基盤の安定的な確保に取り組む必要があ
る。

【子育て相談事業のネットワーク化の推進】
　現在の連携体制の継続実施。
【児童館の充実】
平成３１年度から市内４児童館全館で指定管理者制度による管理運営が行われている。
【児童の居場所づくり事業】
北部地域の子育て支援機能の充実に関して、振り返りを行い、平成３１年度から青少年センター
での開催を中止し新たに小山小視聴覚室で開催した。
【学童保育の充実】
所舎と小学校の特別教室等の運用により、待機児童解消に努める。

30

11

通し番号

取組状況 担当課評価

・就労のあり方の多様化に伴う多様な子育てニーズに対応し、すべての
子どもに乳幼児期の保育・教育を保障するため待機児童対策を進める
とともに、保育所、幼稚園など保育・教育基盤の安定的な確保に取り組
んでいる。令和2年4月1日時点の待機児童数は24名であり、前年同時
期の28名から4名の減少となっている。

11

子
育
て
支
援
課

12
13

Ｂ

子
育
て
支
援
課

数値の指標

12

児
童
青
少
年
課

11
13
14

ニーズ調査による量の見込みに対応した幼児期の
教育・保育の提供体制の確保を推進するとともに、
多様なニーズと保育施設等とのマッチングなど利
用者に寄り添った支援を行い、待機児童の解消を
図る。

東久留米市子ども・子
育て支援事業計画に基
づき量の見込みに応じ
た確保方策に取り組
み、待機児童数は減少
している。

【子育て相談事業のネットワーク化の推進】
○要保護児童対策地域協議会の調整機関として、保健・医療・福祉・教
育機関等の他機関と連携し、地域の子育て相談事業の中核機関として
ネットワークの推進を図った。

【児童館の充実及び多様な保育・教育の提供】
・北部地域の子育て支援機能の充実として、移動児童館（小山小学校・
本村小小学校）、児童の居場所づくり事業、なかよし広場事業を実施し
た。

【学童保育の充実】
平成３１年度も所舎と小学校の特別教室等の運用により、待機児童解
消に努めた。

12
【子育て相談事業のネットワーク化の推進】
　要保護児童対策地域協議会に関係機関との連携を密にして
いく。
【児童の居場所づくり事業】
平成３１年度から実施している小山小視聴覚室での開催を定
着させたい。
【学童保育の充実】
第２期東久留米市子ども・子育て支援事業計画に基づき、学童
保育の充実を行う。

B

児
童
青
少
年
課

【児童館の充実】
・新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、
児童館を休館しなくて
はならず、児童館利用
者数も減少した。
【学童保育の充実】
所舎と小学校の特別教
室等の運用により、令
和２年３月末時点で待
機児童は生じていな
い。

30

児童館利用者数（単位：人）

移動児童館参加者数（単位：
人）（３月末時点）

なかよし広場事業参加者数（単位：
人）

通し番号 11-14 【令和元年度事業】

360
267
700
476
340
353

150000

158879

0

0

児童の居場所づくり事業参加者
数（単位：人）（３月末時点）

数値の指標

学童保育所待機児童数（単位：
人）（３月末時点）

3
5



通番

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

今後の課題担
当
課

通し番号

取組状況 担当課評価

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 増加 増加

実績値 3,011 4,212

目標値 増加 増加

実績値 758 406
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 4,800 4,900 3,500 3,500 3,500

実績値 5,126 3,493

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

数値の指標

健
康
課

・乳幼児健康診査事業には両親または父親のみで来所される場合もあ
り、必要に応じて個別相談等を実施している。その中で、子育て支援
サービス等について情報提供したり、関係機関等につながるよう支援し
ている。
・また、就労希望の母親に対しては、保育サービス等必要な情報を提供
したり、子育て支援課等適切な機関へつないでいる。
こども家庭支援センター・主任児童委員との連絡会を定期的に開催し、
養育困難等の家庭に対しての支援についての連携を強化している。
・わかくさ学園との連絡会を定期的に開催し、発達が気になる子どもや
家庭への支援についての連携を強化している。保育園・幼稚園・教育相
談室・医療機関・保健所等とも随時連携をとり関係づくりに努めている。
庁内関係部署との連携も随時行った。
・子ども家庭支援センターとの連絡会を定期的に開催し、養育困難、虐
待傾向等の家庭についての支援方針を検討し連携を図った。
・乳幼児健診をきっかけに、DV家庭を把握することも多く、専門相談に
つなぐため、児童青少年課との連携を図った。

増加

3,604

増加

13
子育て家庭の形態が多様化・複雑化してきている
中、幅広い対応が求められており、今後も継続して
様々な関係機関とネットワークをつくることが必要
である。

B

健
康
課

11

障
害
福
祉
課

13

30

・多くの家庭において主たる児童の日中の養育者は女性である。児童
発達支援センターわかくさ学園は女性職員がそろっており、女性的立場
や視点をもって、子育ての悩みや困難に対し、利用・相談のしやすい環
境となっている。
・複雑な家庭的背景をもつケースが多くなる中で、他機関との連携をとり
つつ、障害の特性や成長にあわせ、専門的な支援をおこない、子育て
の不安・負担の軽減を図っている。

・わかくさ学園発達相談室では学齢時までの障害児の一般相談、また

計画相談をおこなっている。保育・教育の適切な利用に結びつけるため
の支援をおこない、子育ての相談から、就労家庭等多様な家庭環境も
考慮し利用計画の作成・助言等をおこなう。

14

Ｂ

各関係機関との連携強
化のために連絡会を定
期的に開催し、必要時
には随時連携を行って
いる。

13

障害をもつ乳幼児とそ
の家庭への専門的支
援は間接的に就労や働
き方への支援につな
がっている。多様な
ニーズに応え、障害を
かかえる子の子育てと
情報提供に関しては効
果をあげている。

・市内障害児保育実施保育園他との連携
・就労家庭への適切な相談支援・援助
・特別支援学級生徒の職場体験の受け入れ

4,800

4,850

障
害
福
祉
課

就労保障サービス機関などとの連携。また情報共
有のためのネットワークの強化。14

582

30

引き続き、子育て家庭に対する必要な支援ができ
るよう、子育て支援関係部署やその他の機関との
連携を継続する。特に子育て部門間では、子育て
相談窓口の連携強化をしていく。

相談件数（電話・面接・訪問等）

他機関との連携回数（会議含
む）

相談支援件数

数値の指標

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

15　地域包括支援センターの充実
16　要介護者の家族への支援

取組の方向 2

4

担
当
課

15
16
17
18

介護支援の充実

（説明）
担当課

通し番号 15

男女がともに、高齢者や障害者等の介護における役割を担っていけるよう、介護を支える
サービスの充実、サービス利用に関する情報提供に努めます。 介護福祉課

施　策

通し番号

両立支援のための子育て・介護の環境整備
17　介護保険制度の普及と啓発

目　標 Ⅰ

担
当
課

Ａ

介
護
福
祉
課

15

取組状況 担当課評価

介
護
福
祉
課

・介護支援の充実の全般に関して、平成30年度は、第7期市高齢者福祉
計画・介護保険事業計画（平成30年度～32年度）に沿って事業を実施し
た。
（15）市内3カ所の地域包括支援センターにおいて、高齢者に関する福
祉・医療に関する総合相談窓口として、対応を行った。医療機関やケア
マネジャーからの相談にも応じ関係機関と連携により相談体制の充実
を図った。
（16）介護の負担として、認知症介護があげられる。認知症家族会（地域
包括支援センターに委託実施）では、同じ境遇、経験を持つ介護者同士
で交流し、互いの経験から悩みの解決策を得る場として、また、地域包
括支援センター職員へ相談・支援を受けられる場として役割は大きい。
加えて、認知症初期集中支援チーム事業の活用により、適切な医療や
介護につなげる支援を行った。
（17）介護保険サービス事業者協議会や運営推進会議（36事業所）など
を通じて、定期的に制度の普及啓発活動を実施した。また、市公式ホー
ムページによる周知を行った。
（18）第7期市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（平成30年度～32年
度）に沿って、施設整備計画の推進を図った。また、市民や介護関係者
に対してサービスの周知を重ねた。

事
業
番
号

15

【令和元年度事業】

18　在宅サービスの充実

今後の課題 次年度の方向性・目標

30

第7期市高齢者福祉計
画・介護保険事業計画
及び地域包括支援セン
ターの事業計画に基づ
き事業を行った。家族
介護者、事業所の職
員、地域の関係者など
との連携により課題の
把握と相談支援の充実
に向けて検討を重ね
た。

数値の指標

高齢者のみ世帯や単独世帯も増加しているため、
認知症等による権利擁護の課題が深刻化してい
る。地域包括支援センター、介護事業所等の専門
職からの支援だけでなく、民生委員や自治会組織
をはじめとする、地域住民による見守りや問題の早
期発見により成年後見制度等に適切につなげる必
要がある。

地域包括支援センターについては、「地域共生社会」の
概念が国から示されたことを含め、団塊の世代が75歳
以上となる37年を見据えて、より一層の機能・体制の充
実に向けて検討を行っていく。第８期計画の策定におい
て、介護と医療の連携による在宅生活の継続や家族介
護者の負担を軽減するサービスの充実。また、認知症
独居高齢者等の権利擁護の推進や看取りなどの視点も
入れた方策を検討する。

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3

実績値 2 2

目標値 30 15

実績値 15 15
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

事業所と関連がある専門機関との連携を継続、強
化する（事業共催等の機会を捉え、実施していく）。
出前講座の広報を工夫し活用促進を図ると共に、
男女平等推進センターが情報発信をしていることを
周知していく。
小規模事業所の女性活躍推進への取組好事例を
収集する。

30数値の指標

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

産
業
政
策
課

30

3

4

25

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更
なる情報提供に努めること。

数値の指標

情報提供回数

19

17

生
活
文
化
課

・国や東京都が実施する事業については生活文化課と情報交換を密に
しながら周知に努めたのほか、労働環境や法律・制度、ワーク・ライフ・
バランス等のチラシやリーフレットを窓口にて配置した。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会など
の多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料
を配布し、情報提供を行った。

16

関係する課と連携し、
商工会や事業所に積極
的に情報共有及び提供
ができた。
専門機関と連携を図
り、有効な講座を共催、
情報提供を行った。
事業所からのアプロー
チを受け、今後の支援
のあり方について研究
することができた。

・国や東京都等が実施する女性活躍推進支援事業やセミナー等の案内
については、生活文化課と産業振興課で情報交換を密にした。チラシ等
を男女平等推進センターで配架するほか、商工会との情報共有や事業
所が集まるセミナーなどの機会を探し、情報提供に努めた。
・専門機関が行う事業所向け講座を共催し、広報紙やＳＮＳにより開催
情報を発信した。（実施講座：使用者向けセミナー「働き方改革関連法
の解説と実務上の留意点～労働時間法制への対応、正規・非正規間の
労働条件整備に向けて～」について、東京都労働相談情報センターと
共催）
・平成30年度より始めた出前講座（参加者が集まる場所へ講師を派遣）
では事業所も対象としており、社員研修などに活用してもらえるよう広報
した。
・働き方改革・女性活躍に関する市内事業者からの相談に対して、昨年
度に引き続き情報提供を行った。その後のフォローとして事業所担当者
宛に専門機関・国立女性教育会館等のセミナー・交流会等開催情報な
どを提供した。

Ａ

17

B

（説明）

16

産
業
政
策
課

19

限られた機会を、有効
に活用したが、目標達
成には至らなかったた
め

生活文化課

41
情報提供企業

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

事業所への情報提供や事業所が抱える課題把握
のためのルートがない。

担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

生
活
文
化
課

担当課
産業政策課

施　策 1 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進

取組の方向

通し番号 16,17 【令和元年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

19　女性活躍推進に向けた情報提供

1 女性活躍推進にかかる意識啓発や情報提供

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3

実績値 2 2

目標値 30 15

実績値 15 15
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・市内事業所からの女性活躍関連の相談については、取り組み事例他
資料の提供を行った。
・国立女性教育会館主催の女性活躍セミナー等の情報を市ＳＮＳに掲
載して周知を行った。また、以前女性活躍の関係で相談のあった事業所
の担当者に対してメール等で直接情報提供を行った。
・市商工会と連携し、「人材確保・生産性向上支援事業」の一環として開
催された事業所向け説明会に参加し、女性活躍推進法や国の「くるみ
ん」や「えるぼし」認定制度等の説明を行った。
・東京都労働相談情報センターと共催で「使用者向けセミナー 働き方改
革の解説と実務上の留意点」を開催。事業所担当者に向けて働き方改
革、労働関係法令の解説などを行った。

今後も引き続き、専門機関との連携のもとに事業
者向け講座を実施する。
また制度の周知については、商工会などと連絡を
取りながら、機会を探っていく。

19

A

19
市の公共調達方法は国と異なっており、国の「くる
みん認定」、「えるぼし認定」に応じた加点評価付与
と同様のインセンティブ付与の仕組み導入は難し
い。
事業者に向けた事業の実施に際しては、商工会や
労働相談情報センター等の専門機関との連携が必
要である。

生
活
文
化
課

生
活
文
化
課

再 3
再 7
再 5

昨年度に引き続き、市
内事業所からの相談対
応、情報提供、講座の
実施など専門機関と連
携して取り組みを進め
ることができた。

30数値の指標

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更
なる情報提供に努めること。

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

情報提供企業

3

4

数値の指標

情報提供回数

（説明）

18

産
業
政
策
課

再 3

・国や東京都が実施する事業については生活文化課と情報交換を密に
しながら周知に努めたのほか、労働環境や法律・制度、ワーク・ライフ・
バランス等のチラシやリーフレットを窓口にて配置した。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会など
の多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料
を配布し、情報提供を行った。

18

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

B

女性活躍推進法の意義を事業者が理解し、意識改革を図るための講座や事業、女性の積
極的な配置・登用についてのロールモデルの紹介など、女性の活躍を推進する事業所へ
の支援を充実します。 担当課

産業政策課 生活文化課

1 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進
再5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知（再掲）

取組の方向 2 取組事業所への支援

通し番号 18,19 【令和元年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

再3　関係法令、各種制度の周知と啓発（再掲）
再7　公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討(再掲)

施　策

限られた機会を、有効
に活用したが、目標達
成には至らなかったた
め。

25

41

産
業
政
策
課

30

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 13 13 13

実績値 10.6 10.8

目標値 40 40 40

実績値 29.4 41.5
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 2 2 2 2

実績値 ― 2

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

2

30

21

・女性職員の採用割合の引き上げ、管理職の女性割合を向上させるた
め、各種取組みを実施。
・これまで、育児休業により勤務しなかった期間を２分の１に換算し昇給
号給数を決定していたが、平成３０年４月１日以降は、育児休業により
勤務しなかった期間を全期間勤務したものとみなし昇給号給数を決定し
た。
・東京都市町村職員研修所で実施された男女共同参画研修に計画人
数の職員を派遣した。
・市独自研修として、全職員を対象とした女性活躍推進に関する研修
を、生活文化課と共同で実施した。
・女性職員の能力活用に関する管理職研修について、東京都市町村職
員研修所に実施を要望した。

20
管理職試験・採用試験とも女性受験者が少ない。

Ｂ

職
員
課

職員・管理職向け研修は職員課との連携が欠かせ
ない。研修には様々なテーマがある中で、調整が
困難な場合もあるが、継続した取り組みが必要で
ある。

生
活
文
化
課

21
22

21
・職員課で実施している「新任職員フォロー研修」の中で、男女共同参
画、女性活躍推進の意義などについて、生活文化課、男女平等推進セ
ンター職員より説明した。
・令和元年度は、女性職員の能力活用に関する管理職研修は行わな
かったが、職員課と共同で全職員を対象とした庁内研修「男女共同参
画・ワークライフバランス研修～育児休業制度等について理解を深める
～」を行った。その中で育休職員・時短勤務職員を部下に持つ管理職へ
の支援として、具体的な対応や配慮の仕方、意欲を引き出すコミュニ
ケーションのポイントなどについて学んでもらった。管理職だけでなく、職
員も一緒に研修を受けることで育児休業制度や復帰後の働き方につい
て共通の認識を得られる研修となった。

男女共同参画／女性活躍推進
に関する職員研修

特定事業主行動計画
の推進に向けて、新任
職員に対して意識づけ
の機会とすることができ
た。
女性職員の能力活用に
ついて、具体的な事例
や取り組み方を学べる
研修が行えた。

・市独自研修として、女性の管理・監督職への登用
を含めた女性のキャリアについての意識を醸成す
ること等を目的として、男女共同参画・女性活躍推
進に関する研修を実施する予定である。
・管理職試験及び採用試験での女性受験者の増
加に向けた取組みを引き続き行っていく。

生
活
文
化
課

数値の指標

A

数値の指標

管理職の女性割合(%)

（説明）

20

職
員
課

20
21
22
23

30

13

10.8

40

57.1

担
当
課

新任職員向け研修は、男女共同参画の意識づけ
の機会であり、自身のキャリアを考える機会でもあ
る。継続して実施していきたい。
管理職向け研修については、キャリア支援の視点
を取り入れて女性職員の活躍につながるように検
討していきたい。

2

女性職員の採用割合(%)

女性職員の採用割合
が目標値を上回った。
女性活躍推進に係る市
独自研修を実施。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

23　ハラスメント対策の推進

事
業
番
号

担
当
課

指導的立場への登用に向けた庁内のキャリア支援を行うとともに、男女平等の視点に立っ
た人材の育成や適正配置を進めます。

担当課
職員課 生活文化課

通し番号 20,21 【令和元年度事業】

目　標 Ⅱ

1 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進
22　女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施

職業生活における女性の活躍推進

事業

20　職員研修の充実
21　特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進

施　策

取組の方向 3 市役所における女性管理・監督職への登用促進

4
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 4

実績値 ― 4

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

22
妊娠、出産以前に啓発することがより望ましい事業
であり、若年層や社会人年数の浅い方に向けた情
報発信が求めらる。しかし、そのような層へ効果的
に情報を届ける手段がない。

健康課や子ども家庭支援センターと連携し、現に
就労継続の状況に直面しているような出産を控え
た方、子育て中の方に対して有用な情報提供を行
う。
これから妊娠、出産を迎える男女への啓発をどの
ように行っていけるか、教育部門などとの連携など
検討していく。

専門機関と連携して行った講座
の開催数

―

―

再就職や復職などを考
える時期の女性に向け
て、実践的な内容を含
めた講座を重点的に実
施することができた。

30数値の指標

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

22

生
活
文
化
課

24

女性の就労継続とキャリア形成への支援として、以下の事業を行った。
・男女平等推進センター主催事業
　「もう一度働きたい女性のための応援セミナー　自分らしいステップを発見
～私の“できる”をみつけ、これからの“働く”を思い描く」
　「経験者が語る ひきこもりの理解と支援～『自立』から『自律』へ」
  「『ひきこもり女子会』のつくり方」（新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め中止）
・男女平等推進センター、東京しごとセンター多摩、産業振興課連携事業
　「女性のための再就職セミナー＆個別相談会『仕事と家庭の両立のため
のタイムマネジメント講座ｉｎ東久留米』」
・男女平等推進センター、東京都労働相談情報センター共催事業
　「【セミナー＆相談会】パートタイマーの日頃の疑問に答えます！～法律か
ら労働保険・社会保険、税金まで～」
・男女平等推進センター、東京都労働相談情報センター共催事業
　「労働条件の不利益変更について学ぶ～真の働き方改革を実現するため
に～あなたの労働条件は切り下げられていませんか？」
・男女平等推進センター、東京都労働相談情報センター共催事業
　「基礎からじっくり学びたい　働く人のための企業分析～労働条件交渉な
どに役立てるために～」

Ａ

生
活
文
化
課

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

女性が就労を継続していくことができるよう、ライフステージに応じた支援等の情報提供を
行います。また、女性がキャリア形成の視点を持って自身のライフプランを描けるよう、意識
啓発を図るための講座やロールモデルの紹介など、女性に向けた事業を充実します。 担当課

生活文化課

2 女性の就労継続とキャリア形成への支援

通し番号 22 【令和元年度事業】

目　標 Ⅱ

（説明）

職業生活における女性の活躍推進

事業

24　女性の就労継続とキャリア形成への支援

施　策

取組の方向 1 就労継続とキャリア形成に向けた意識啓発

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 5 5

実績値 6 7

目標値 150 150

実績値 207 206
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 1 2

目標値 ― ―

実績値 8 30
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・東京しごとセンター多摩、産業政策課と連携して、仕事と家庭の両立の
ためのタイムマネジメントをテーマに「女性のための再就職支援セミナー
＆個別相談会」を開催した。男女平等推進センターは保育の実施で協
力を行った。
・新たな連携先として（一社）女性労働協会の女性就労支援全国展開事
業を活用し、キャリアコンサルタント資格を持つ講師を迎え、再就職を考
えている女性を対象に「もう一度働きたい女性のための応援セミナー」を
開催した。東久留米ワークコーナー（ハローワーク）の協力のもと周知を
行い、さらに会場でハローワークガイドブックの配布などの支援も受け
た。ただ、集客については定員２０名のうち参加者は７名であった。

―

56

今後、事業の実施に際しては、東久留米ワーク
コーナーの他に子ども家庭支援センター、生涯学
習センター等新たな連携先を検討しながら進めた
い。

B

24
就労支援の専門機関においても再就職関連事業
の参加者が伸び悩んでいる現状で、テーマの選
択、連携先の開拓など検討が必要である。

【参考値】講座開催数

【参考値】講座参加人数

―

1

24

250

生
活
文
化
課

25

生
活
文
化
課

従来の連携先に加え
て、新たな連携先とし
て、（一社）女性労働協
会との共催講座を企
画・実施したが、参加者
は昨年度を大きく下
回った。

30数値の指標

担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

（説明）

23

産
業
政
策
課

25

再就職を目指す多くの
方を対象にセミナーや
面接会、女性に特化し
たセミナーを行えたた
め

生活文化課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

取組の方向 1 再就職に関する講座、啓発、情報提供

子育て・介護等により離職した女性に対し、再就職に結びつく技能習得講座の実施や就労
相談等を関係機関と連携して行い、キャリアブランクに配慮した就労までの支援を推進しま
す。 担当課

産業政策課

施　策 3 女性の再就労への支援

女性の再就職セミナーは昨年度と比較し集客が良
くなかったため、集客方法を工夫する

就職面接会・セミナー実施回数

通し番号 23,24 【令和元年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

25　女性の再就職への支援

ハローワークと連携した就職支援セミナーや面接会、東京しごとセン
ター多摩、生活文化課と連携した女性の再就職支援セミナー・個別相談
会を行った。後者は、女性に特化した再就職支援であり、託児保育の実
施など受講し易い環境づくりをし、実際に子供を預けて受講する参加者
もいた。

23

A

産
業
政
策
課

30数値の指標

6

6

153

継続的に託児保育などを伴う女性の再就職に特化
したセミナー等を行う

参加人数

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 1 1

実績値 2 0

目標値 5 5

実績値 4 0
目標値 1
実績値 0
目標値 12 12
実績値 18
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値 4 1

目標値

実績値 35 21
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・東久留米市商工会や産業政策課、多摩信用金庫、日本政策金融公庫
などの金融機関と連携し、 「〈ひがしくるめハナサクbiz〉 交流会 咲く咲く
カフェ」を開催した。起業している女性、起業を考えている女性２１名（定
員30名）の参加があった。参加者間の交流の他、関係部署、連携機関
の紹介、起業支援関連情報の提供を行うことができた。
・男女平等推進センターにおいて、産業政策課が展開する「創業キッチ
ンアルゴ」事業に関する情報提供を行い、希望者には起業相談事業の
案内を行った。

26
起業の経験値が参加者によって大きく異なるので、
交流をより円滑に進める仕組みを考える必要があ
る。
今後のネットワーク構築に向けた参加者の主体的
な活動の支援となることが必要である。

今後に繋がる交流会となるように、参加者の起業
のステージ別に交流を企画するなど、事業の在り
方について研究を進める。A

生
活
文
化
課

地域の創業支援専門
機関である商工会と連
携して事業に取り組む
ことができた。連携機関
が多く事前調整の不足
があった。

【参考値】事業実施数

【参考値】参加者数（延べ）

0

数値の指標

0

30

26

0

産
業
政
策
課

26

26

生
活
文
化
課

多種多様な相談について対応できるよう、創業支
援の方法を学ぶとともに、適切な創業支援機関が
照会できるよう努める。

関係機関と連携することにより、セミナー等を実施
し、様々な方面から創業者への支援を行えるように
する。

創業セミナー実施回数
2

0

参加者
6

図書館

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

25

起業をめざす女性に対し、起業に関する講座や相談の機会を提供します。また、関係機関
と連携して、起業後の助言や支援などを実施します。

担当課
産業政策課

4 女性の起業と事業継続への支援

1
起業と事業継続に関する講座、情報提供、関係機関との連携による支援とネットワー
クづくりへの支援

【令和元年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

26　女性の起業に関する情報提供及び支援

施　策

通し番号 25-27

B

産
業
政
策
課

創業支援事業の案内を
行えたことと個別相談
により創業者の支援が
できたため

30数値の指標

17

取組の方向

　　国や東京都が実施する事業についての周知のほか、創業や補助金
に係るチラシやリーフレットを窓口にて配置した。
　今年度は創業にかかるセミナーを実施できなかったが、創業支援事業
の案内を積極的に行い起業支援を行えた。また、創業キッチンアルゴと
いうシェアキッチンの利用を呼びかけ、多くの問い合わせがあり、起業
家の支援を行えた。

創業支援施設視察回数
7

創業希望者個別相談回数

生活文化課
（説明）

25

4
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通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

30

27
多様化するニーズへの対応や情報提供の方法等、
非来館型のサービス提供も含め検討する必要があ
る。

中央図書館の大規模改修時工事を踏まえ、情報
提供の方法等を検討する。また、中央図書館が長
期休館となるため、担当課や関連機関が実施する
事業等を情報提供の機会として有効活用する。

図
書
館

26

中央図書館に常設設置している就職・仕事コーナーにおいて、女性の
起業に関する本も含め、幅広い視野での資料・情報を提供している。ま
た、関連するパンフレットやチラシ等をコーナーに設置することで、資料・
情報を補完している。

図
書
館

数値の指標

B

27

就職・仕事コーナーに
おいて、幅広い視野で
の資料・情報を提供し
ており、一定の利用が
ある。
一方、来館者のみに対
するサービス提供と
なっており、周知が図ら
れていない面もある。

4
4



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 83.8% 84.7%

目標値 ― ―

実績値 54 59
目標値 ― ―
実績値 38.3% 37.9%
目標値 ― ―
実績値 708人 797人
目標値
実績値

―

54
―
37.8%
―
731人

87.0%

担当課への働きかけや情報提供を強める必要が
ある。

生活文化課のポジティブアクション導入例（男女共
同参画推進協議会における女性課長職の参画）を
参考例として担当課に働きかけたい。

審議会等の総数（行政委員会含む）
【参考】

審議会等における女性委員の割合
【参考】

数値の指標

女性委員のいる審議会等が占める割合
【参考】

30

―

（説明）

28

生
活
文
化
課

27

・「女性委員のいる審議会等が占める割合」については、若干の低下が
みられた。これは、審議会等数が増加していることと、女性委員のいな
い審議会等に変化が見られないためである。
・充て職や公募委員の応募状況により自動的に委員比率が決まる場合
も多いため生活文化課としては、ポジティブアクション等の採用について
担当課への働きかけを行っているが実現には至っていない。

28

女性委員のいない審議会等をなくすよう努める等、市民が主体的にまちづくりに参画する機
会である審議会等における男女比率の均等化に努めます。また、比率均等化にむけ、ポジ
ディブ・アクションの設定とその理解促進に努めます。

審議会等の男女比率に
ついて、現状を改善す
るには至っていない。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

審議会等の委員総人数
【参考】

生
活
文
化
課

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

C

担当課
生活文化課

1 市附属機関や地域活動団体における男女の参画推進と女性の活躍推進

通し番号 28 【令和元年度事業】

目　標 Ⅲ あらゆる分野における男女共同参画の推進

事業

27　審議会委員等委員の男女比率の均等化

施　策

取組の方向 1 ポジティブ・アクションへの理解促進

4
5



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 23

実績値 25.6% 18.4%

目標値

実績値 129 125
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

自治会長における女性の割合
（％）

126

男女共同参画の視点を定着させるためには、継続
的な取組が必要である。
講座実施等の機会は限られているため、継続的に
男女共同参画の必要性を感じてもらうための情報
提供を工夫していくことが求められる。

30

23.8%

生活文化課男女共同参画係と市民協働係が連携
し、自治会向けの講座や情報提供を行っていく。

Ａ

（説明）

29

生
活
文
化
課

28

・昨年度に引き続き、立教大学大学院教授の萩原なつ子氏を迎え、市
民協働講座「つながる！つくる！私たちのまち」を開催した。自治会の役
員等にも参加をしてもらい、ＳＤＧｓや女性の意見、参加を求めることの
重要性など男女共同参画の視点を踏まえた話をしてもらった。後半は
ワールド・カフェ形式のワークショップを行った。性別等を含めた多様な
意見に触れることができるよう配慮しながら進め、参加者は積極的に意
見交換を行った。
・出前講座「防災と男女共同参画～地域リスクを知り、災害時のアクショ
ンにつなげる～新川町ならではの危機管理」を開催した。日頃の防災対
策に男女双方の視点を活かすとともに、災害時には男女の異なった
ニーズを把握した避難所運営などの災害対策が必要となることへの理
解を深めてもらった。また、自治会などの地域活動に男女が共に参加す
ることの意義を知り、参加しやすい環境をつくるための支援を行った。

担
当
課

事
業
番
号

自治会の方を対象に、
防災対策を通して地域
活動に男女が共に参加
することの意義を伝え
ることができた。

生
活
文
化
課

29

30数値の指標

自治会数【参考値】

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

自治会などの地域活動に男女がともに参加することの意義を知り、参加しやすい環境をつ
くるため、男女共同参画に関する啓発及び情報提供を行います。

担当課
生活文化課

1 市附属機関や地域活動団体における男女の参画推進と女性の活躍推進

取組の方向 2 男女が参加しやすい環境整備

通し番号 29 【令和元年度事業】

目　標 Ⅲ あらゆる分野における男女共同参画の推進

事業

28　自治会における男女共同参画に関する啓発及び情報提供

施　策

4
6



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 5（※１） 4

実績値

目標値 212（※１） 92（※２）

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

【参考値】地域活動や防災活動にお
ける女性リーダー育成取り組み事業
数

3

62

・男女平等推進センター主催講座「プロから学ぶ 伝わる文章講座～わかりやす
く、自分らしく～」を開催した。男女共同参画に関する統計資料を素材にするな
ど、文章について学びながら併せて男女共同参画について考える機会とした。
・市民企画講座「コミュニティ活動を円滑にするヒント～想いを可視化して楽しむ
方法～」を開催した。この講座では地域でコミュニティ活動を行っている方（主に
女性）に対して、活発な意見交換を生む方法や正確に想いを伝えるコツなど、コ
ミュニケーションのノウハウを学習することを目的とした。コミュニティ活動という
テーマで、普段男女平等推進センターと接点のない方の参加が多かった。
・出前講座「防災と男女共同参画～地域リスクを知り、災害時のアクションにつ
なげる～」を開催。自治会の女性役員にも打ち合わせに参加して頂き、内容の
検討を行った。今後、女性役員が中心となって自治会の防災活動を推進する支
援ができた。
・くらしフェスタ連動企画として、生活文化課消費生活担当、防災防犯課と連携
し、ミニ講座「暮らしの知恵を生かす防災」と関連図書展示を開催した。この講
座の中で、あおもり被災地の地域コミュニティ再生支援事業実行委員会が制作
したDVD「安心できる避難所づくり～男女共同参画の視点を避難所運営に～」
を上映し、地域の避難所運営に携わる女性防災リーダーの姿を伝えた。
・男女共同参画情報誌「ときめき」第64号において、地域の活性化に取り組む女
性たちの姿を取材し紹介記事を掲載した。

市民企画講座や出前講座の応募内容から、防災
活動、コミュニティ活動において確かに女性リー
ダー育成のニーズがあることがわかる。女性リー
ダーの増加、活動の活性化につなげていく必要が
ある。

出前講座では、応募団体のニーズに見合った講座
を提供することができる。それぞれの活動にマッチ
した内容であることはもちろん、そこに男女共同参
画の視点がしっかりと反映されているか講師や応
募団体との事前調整を綿密に行っていきたい。

A

生
活
文
化
課

講座や情報誌への掲
載の他、令和元年度に
ついては、新たにくらし
フェスタへ出展し啓発を
行うことができた。

30数値の指標

【参考値】上記事業における参加者
数

※１…沿線３市男女共同参画連携事業
※２…展示見学者、DVD視聴者含まず

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

30

生
活
文
化
課

29

30

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

地域活動やボランティア等に、男女がともに積極的・主体的に参画できる環境づくりを支援
します。 また、男女が互いに協力しあう中で、リーダーとして活躍する女性の増加をめざし
ます。 担当課

生活文化課

2 地域におけるリーダーとなる女性の育成

通し番号 30 【令和元年度事業】

目　標 Ⅲ

（説明）

あらゆる分野における男女共同参画の推進

事業

29　地域におけるリーダーとなる女性の育成

施　策

取組の方向 1 リーダー育成のための講座開催や機会の提供

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 44名(50%) 33名(50%)

実績値 38名(68%) 22名(67%)

目標値 60名(50%) 60名(50%)

実績値 44名(41%) 39名(85%)

目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 0 2

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

32 32

生
活
文
化
課

30数値の指標

33

生
活
文
化
課

事
業
番
号

担
当
課

生涯にわたって、だれもがいきいきと充実した生活が送れるよう、ライフステージに応じたこ
ころと体の健康づくり支援を行うとともに、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」をはじめとし
た、健康と性に関する啓発と学習機会を提供します。

健
康
課

30
33
34

通し番号

（説明）

31

担
当
課

働く世代の事業利用者
数を増やすことで、より
予防的な健康づくりに
つながるため、様々な
機会を通して周知する
必要がある。

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

36　予防重視のシニア施策の充実

担当課
健康課 生活文化課 介護福祉課

・子宮頸がん検診、乳がん検診ともに受診率の引
き上げが課題となっている。
・相談・教室では、より予防的な健康づくりのため
に、若い世代に引続き事業参加を働きかける。
・こころの健康づくりでは、令和2年度から市自殺対
策計画に基づき事業を実施する。

・引き続き受診しやすい環境に努めるとともに、受
診率の引き上げのための方策を検討していく。
・健康セミナー、食事・健康相談は引き続き保育付
とし、乳幼児健診等で事業周知する。セミナー名を
変更することで若い方の参加を期待する。
・自殺対策計画に位置付けた新規事業を企画・実
施する。

B

健
康
課

20名(55%)

健康セミナー参加者数および女
性の割合

60名(50%)

通し番号 31-34 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ

指導室

1 生涯にわたる男女の健康の支援

数値の指標 30

食事・健康相談利用者数および
女性の割合

42名(76%)

施　策

取組の方向 1 ライフステージに合わせた健康支援
34　こころの健康支援
35　シニアが自立した生活を送るための支援

32　HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実
33　生涯を通じた健康の保持増進等のための啓発及び情報提供

事業

・出前講座「子どもにどう伝えますか？親だからできる性の健康教育」を
市内小学校学童保育保護者有志向けに開催した。子どもの自己肯定感
の育み方やリプロダクティブ・ヘルス／ライツの観点を踏まえた家庭で
の性教育の実践について学習してもらった。
・出前講座「おうちで性教育」を育児サークル向けに開催し、子どもが自
己肯定感や自他を尊重する心を持つことができるように、家庭での性教
育の実践に必要な知識や伝え方を学習してもらった。
・市内中学校１学年保護者向けに思春期に性やからだに関する正しい
知識を肯定的に学ぶことの大切さや子どもたちとの向き合い方などを学
ぶ出前講座「思春期のトリセツ」を企画したが、新型コロナの影響により
中止となった。

30　各種健康診査及び健康相談事業の充実
31　発達段階に応じた適切な性教育の推進

33名(50%)

安心・安全な暮らしの実現

・子宮頸がん検診、乳がん検診については、国の事業に基づき、検診が
初めて受診可能となる年代の方に無料クーポン券を送付し、検診の周
知をするとともに、一部の年齢の方に受診勧奨はがきを送付し、受診勧
奨に努めている。また、乳がん検診については、女性スタッフのみで対
応する医療機関も選択肢に入れることで、より受診しやすい環境にも配
慮している。
・食事・健康相談（個別健康相談）、健康セミナー（講話と調理実習）を通
して、健康管理の助言を行い生活習慣改善の実践・継続につながるよう
にした。いずれの事業も、予防的観点から若い世代が参加しやすいよう
に保育付きとし、保育付利用者は延べ7名であった。元気ｐｌｕｓ＋申請者
の方にも教室参加を働きかけた。このように、男女共に参加できるよう
にするとともに、参加者には一人ひとりが自分の健康づくりを主体的に
継続できるように働きかけた。
・こころの健康づくりとして、講演会や東京都自殺対策キャンペーン時期
（９、３月）にわくわく健康プラザ内にパネル展示等実施。また、市自殺対
策計画策定について、庁内会議及び外部委員（応募市民２名含）による
協議会を合計８回開催して検討し、パブリックコメントを実施の上策定に
至った。計画の基本理念を「みんなでこころ支えあう 心地よいまち」と
し、市民・関係機関・行政で計画を推進していくこととしている。

31

【参考値】性教育講座開催数
―

1

A

出前講座を中心に２講
座を実施することがで
きた（１講座はコロナで
中止）。不開催となった
企画は令和２年度中に
実施する方向で検討中
である。

出前講座の申請５件のうち親向け性教育関連は３
件あり、この分野に対する関心の高さがうかがえ
る。多くは２０代から３０代で、センターがアウトリー
チできていなかった世代でもあり、関わりを強める
機会でもある。

今年度中止となった中学校の保護者向け性教育
講座については、継続的に取り組んでいる学校へ
のアウトリーチ活動の一環でもあるので、令和２年
度も引き続き取り組んでいきたい。

4
8



通番
事
業
番
号

担
当
課

通し番号

担
当
課

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・学習指導要領に則り、引き続き、発達段階に応じ
て発生する性差に配慮しながら適切に性教育を行
う。
・小学校理科、体育科及び中学校家庭科、保健体
育科の更なる授業改善を進め、児童・生徒により正
しい知識と健全な態度が身に付くよう授業の充実を
図る。

全市立小・中学校にお
いて適切に実施してい
る。

数値の指標

人権教育プログラム（東京都）を用いた研修を行
い、人権尊重の観点から「男女平等の精神」や「思
いやりの気持ち」を育む。喫煙防止教育は、計画的
な指導が必要であることから、引き続き全小学校
第４学年で「禁煙キャラバン」を実施する。薬物乱
用防止教室は、意識啓発を徹底する必要が高まっ
ており、引き続き全小・中学校で実施する。

20

2031
32

34

指
導
室

・小学校理科、体育科及び中学校家庭科、保健体育科の学習指導要領
に則り、発達段階に応じた適切な性教育が計画・実施された。
・教科のねらい及び児童・生徒の発達段階に即した授業が行われてい
た。
・小学校体育科及び中学校保健体育科でHIV／エイズや性感染症の 危
険性及びその予防に関する教育を行った。
・全小学校で小学校４年生を対象に、健康課の「禁煙キャラバン」を実施
し、喫煙防止教育の推進を図った。
・全小・中学校で薬物乱用防止教室を実施し、薬物乱用防止教育の推
進を図った。 市立全小・中学校で年間指導計

画に位置付ける（２０校）

介
護
福
祉
課

35
36

34

Ａ

指
導
室

・平成29年度から介護予防事業を改変し、65歳以上の方がすべての方
が利用可能な一般介護予防事業とした。介護予防自主グループ立ち上
げ講座（体づくり体操呼びかけ隊）や「シャキシャキ介護予防教室」も定
着してきつつあり、多くの参加者を得ている。また、「脳の健康教室」など
の既存の教室や講演会を通じて、市民に介護予防の普及・啓発と介護
を予防する生活を実践できる取組を継続して行った。

介
護
福
祉
課

33

30

男女問わず「生活自立に向けた支援」が欠かせな
い。そのため、早期から筋力向上等の介護予防へ
の取り組みを促すとともに、男性利用者に対しては
元気なうちから地域とのつながりや家事能力を身
につける働きかけが重要である。

今後も市民への介護予防の普及啓発を図るため
現状規模で事業を継続していく。
自主グループの立ち上げ、継続支援として、自主
グループへの専門職派遣事業を開始し効果的に
運動が継続できる仕組みを構築する。
広報・ＨＰ等を活用し、より多くの方に参加できるよ
う周知を行っていく。

数値の指標 30

Ａ

自主グループ化もでき
ており、当初の目的を
達成できた。

33

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 妊婦120人・夫90人 妊婦120人・夫90人

実績値 妊婦117人・夫79人 妊婦131人・夫98人

目標値 30% 30%

実績値 22.5% 23.5%

目標値 97% 99%

実績値 94.9% 97.50%

目標値 ― 70%

実績値 ― 57.3%

目標値

実績値

B

健
康
課

育児支援のためにも、
プレ・パパママクラス参
加者数（特に夫）、子育
て応援メール登録者
数、赤ちゃん訪問実施
数の増加が必要。

数値の指標 30

プレパパママクラス参加者実数
（妊婦・夫）

妊婦120人・夫90人

妊婦116人・夫77人

98.8%

60%

（説明）

35

健
康
課

37
38

＜妊婦全数面接＞面接率向上が課題。
＜プレ・パパママクラス＞父親の参加者数を増やすための働きかけをし
ていく。また、夫にも出産、育児についての情報や体験を得る機会を提
供し、父親としての意識の向上と育児への積極的参加を目指す。
＜子育て応援メール＞登録率が2割程度と横ばいの状況が続いている
ため、利用者数を増やすためにもさらなる周知に努めていく。
＜赤ちゃん訪問＞出来るだけ産後1か月以内の不安の高い時期に訪問
する必要がある。

赤ちゃん訪問実施率
99%

＜妊婦全数面接＞妊娠届出時に妊婦面接を周知、面接未実施者に対
する電話・手紙等による勧奨を継続。＜プレ・パパママクラス＞土曜日
に3日目を開催することを継続。参加した妊婦、父親同士が出産後も交
流できるような働きかけを継続する。母子健康手帳交付時に、プレ・パ
パママクラスのチラシ配布し周知継続。＜子育て応援メール＞チラシ
を、妊娠届出、赤ちゃん訪問、乳幼児健診等の母子保健事業時、市内
医療機関等で配布、広報・ホームページも活用しての周知を継続。＜赤
ちゃん訪問＞できるだけ、産後1か月以内に訪問を行い、育児不安の軽
減・産後うつの予防等を行う。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

妊娠・出産期にある女性の母性保護と母子保健の充実を図ります。また、男性が母体への
理解を深めるとともに、男性の育児参加の必要性を知ることにより、男性の育児参加促進
を図ります。 担当課

健康課

＜妊婦全数面接＞平成30年度より、妊娠届出をした妊婦を対象に保健師等専門職が妊
婦面接を実施。妊娠期から子育て期にわたる相談・情報提供を行うとともに、出産・子育
て応援品を渡す。夫婦で来所された場合には、特に、夫婦で協力して子育てをする大切
さについての助言を行う。また、妊婦面接により、ハイリスク妊婦等を早期に把握し、関係
機関と連携しながら早期支援につなげ、児童虐待の発生を予防する。面接場所は健康課
窓口（随時）、本庁2階多目的相談室（予約制）2回/週。
＜プレ・パパママクラス＞4日間コース×6クール実施。妊娠、出産、育児に関する基本的
な情報提供の他、「タバコの害・マタニティブルー」等についての情報提供、妊婦同士・夫
同士・夫婦間の交流を目的としたグループワークを実施。3日目は全て土曜日に開催し、
主に夫を対象としたプログラムを実施。妊婦疑似体験や沐浴実習等を通じ、夫婦が協力
し合って育児をしていけるよう支援した。また、マタニティブルーの話をし、夫が精神面か
ら妻を支え、育児参加できるように促した。アンケート結果では、「妊娠、出産、育児に関
しての情報が得られた」と全員が回答。また、「夫婦間で子育てについて話すきっかけに
なった」と答えた方は95％。
＜子育て応援メール＞妊婦及び３歳未満の子どもをもつ保護者を対象に、携帯電話の
メールを活用し、タイムリーに育児情報、妊娠中・産後のメンタルヘルス、母親・父親への
応援メッセージ等を定期的に配信。ほとんどの方が「登録して良かった」と答え大変好評。
配信されたメールを夫・家族と一緒に読んでいる方も多く、妊娠・出産・子育てについて家
族で考える良い機会にもなっている。
＜赤ちゃん訪問＞出生4か月までの乳児のいる全ての家庭に保健師・助産師が訪問し、
母子の心身の状況や養育環境の把握、子育て支援に関する情報提供、育児相談を行っ
た。81.9%は出生後2ヶ月以内に訪問できており、昨年までより早期に訪問している。育児
不安等のフォローのために複数回訪問が必要なケースもあり、ハイリスク者の把握・早期
支援につながっている。。

35

70%

【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

37　妊娠中及び出産後の健康管理の啓発及び相談事業の充実
38　出産・育児に関する情報提供と男性の理解の促進

通し番号 35

取組の方向 2

施　策 1 生涯にわたる男女の健康の支援

妊娠、出産期における女性への健康支援

子育て応援メール利用登録率
30%

20.3%

妊婦面接実施率

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 4 5

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

30

指
導
室

20

20

生
活
文
化
課

39
40
41

37
日々の生活指導や道徳の授業の他、年２回のふ
れあい月間（１１月・２月）を活用し、児童・生徒に対
し、引き続き、言葉の暴力を含めた暴力防止の意
識啓発を図る。

37
いじめ、暴力行為の防止についての意識啓発のた
め、児童・生徒の発達に応じた指導を工夫する必
要がある。

いじめ問題、暴力行為
の防止について、適切
に指導・研修を実施し
た。

数値の指標

市立小・中学校での、いじめ、暴
力防止に向けた指導の実施

36

通し番号

取組状況 担当課評価

指
導
室

40

・道徳の時間を中心とした道徳教育において、思いやりの授業を行っ
た。
・ふれあい月間を活用し暴力防止の意識啓発を行った。
・毅然とした生活指導を全小・中学校において徹底し、校内外での暴力
行為の防止に努めた。
・生活指導主任研修において、いじめ、長期欠席、暴力行為に対する未
然防止の取組について情報交換した。
・体罰などの暴力行為によって問題を解決しない教育を実践するため
に、初任者教諭向けに体罰防止研修を行った。

Ａ

担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

担当課
生活文化課

（説明）
指導室

41　早期発見のための理解促進

今後の課題 次年度の方向性・目標

通し番号 36,37 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

さまざまな媒体や機会を活用した広報・啓発活動、若年層への教育や啓発により暴力を未
然に防ぐとともに、暴力の実態等に関する情報提供や講座を実施し、医療機関や健診、ま
た被害者の周囲の人々が早期発見することができるような体制づくりを進めます。

39　暴力未然防止のための意識啓発
40　若年層に向けた暴力防止の啓発

施　策

取組の方向 1 暴力の未然防止や早期発見のための取組強化

2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

主催講座や出前講座に
おいて、若年層や子ど
もを持つ親に向けて暴
力の防止や早期発見
のための啓発や情報提
供を行えた。

若年層の人権教育については、子どもを持つ親向
けの講座を行うことで実施することができた。中高
大学生を対象にしたデートＤＶ講座等を実施するた
めの内容や手段について模索中である。

・男女平等推進センター主催事業「ココロとカラダに効く 女性のための
護身術Ｗｅｎ－Ｄｏ」を開催した。小学校５年生以上の女性を対象に、Ｄ
Ｖ、ストーカーや児童虐待、性に起因する暴力的な行為など、女性や子
どもに対する暴力の予防を目的に講義と実技を行った。１０代の参加者
も３名おり、参加者の満足度も高い講座となった。
・男女平等推進センター出前講座において、市内小学校学童保育保護
者有志を対象に「子どもにどう伝えますか？親だからできる性の健康教
育」を開催した。性を理解し、自他を尊重するための教育、特に家庭で
できる性の健康教育について伝え方を含め、具体的内容を学ぶ機会を
提供できた。
・男女平等推進センター出前講座において、市内中学校１学年保護者を
対象に「思春期のトリセツ～からだと未来を大切にするいのちの話～」を
開催する予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中
止となった。
・「女性に対する暴力をなくす運動期間」（11月12日から25日）に合わせ
て、市役所１階ロビー内においてパネル展示を開催した。暴力の未然防
止・早期発見、二次被害の防止や適切な支援の提供に向けて、暴力の
実態や身近で起こる暴力への対応、相談先などについて周知できた。
同時に男女平等推進センターにおいても関連図書展示を行った。

36
ＳＮＳなどの若者に身近な媒体を活用し、デートＤＶ
防止の意義について啓発や情報提供を行っていき
たい。A

生
活
文
化
課

30数値の指標

ＳＮＳを活用した若者向け情報
提供の実施

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 278 集計中

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 162 168

目標値 ― ―

実績値 189 204
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

160

39

【参考値】男女平等推進セン
ター専門相談実施枠数（件）

生
活
文
化
課

42

生
活
文
化
課

30数値の指標

・秘書広報課の協力を得て、男女共同参画週間周知の記事を例年より
も枠を拡大して市報に掲載した。その中で、女性の悩みごと相談や女性
弁護士による法律相談などの相談事業の案内も掲載した。市報は全戸
配布であるため、周知の効果は大きいものと思われる。
・女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて市報に特集記事を掲
載し、ＤＶに関する相談先を紹介した。
・ＦＭひがしくるめの番組出演を通じて、女性の悩みごと相談や女性弁
護士による法律相談を紹介することができた。
・講座チラシや図書リストの裏面にセンター紹介記事を掲載し、各種相
談事業の周知をした。

―

189

―

展示、イベント、情報誌
など様々な機会をとら
えて相談先の周知に努
めた。特に今回は地元
FM局への出演など新し
い周知の機会があっ
た。

A

―

244

相談窓口情報をイベントや講座、情報誌など可能
な限り多くの機会をとらえて発信していく。特に全
戸配布されている市報掲載は効果が大きいと考え
る。秘書広報課とも調整の上、可能な限り市報へ
の掲載を進めていきたい。

DVについては、家族などからの相談で被害者本人
が女性の悩みごと相談などに繋がるケースも増え
ている。相談事業の周知の際には、家族や友人な
ど被害者の周囲にいる方へ届けることにも留意す
る必要がある。

39

ケースの複雑化や多様化、精神疾患、高齢化など
複合的に困難を抱えるケースなどにおいては、必
要な相談が多岐に渡る。関係機関が増えることに
よる連携の難しさや、必要な相談先が見つからな
いなどの課題がある。

引き続き各課で連携をとり、相談者が安心して相
談できるよう、相談者が抱える背景に配慮しながら
対応する。また、内閣府の「DV相談プラス」など外
部の相談窓口情報は、各課担当者の情報交換の
場で積極的に共有し、相談対応に役立てる。

【参考数値】配偶者暴力相談件
数（各課合計）

30数値の指標

【参考値】男女平等推進セン
ター専門相談相談件数（件）

（説明）

38 38

関
係
各
課

42
43
44

関
係
各
課

DV相談など各課の連
携が必要なケースにつ
いて、各課担当者間で
連絡を取り合って対応
している。
引継ぎに際しても相談
者が安心できるように
留意して対応している。

・ＤＶ被害は被害者本人に関する相談だけでなく、児童虐待等、他の相
談から発見されるケースも多い。各相談窓口では互いの窓口を適切に
案内した。情報の取扱に十分注意しながら必要に応じた情報連携を図
ると共に、顔が見える形で引き継ぐようにし、安心して相談できる体制づ
くりに努めた。
・複合的に困難を抱える方にあっては、関係部署や関係機関の協力を
得ながら、相談体制を整えた。
・ＤＶ相談で関係のある各課担当者に女性の悩みごと相談や女性弁護
士による法律相談などの相談事業について情報共有し、窓口で必要な
方に案内してもらうようにしている。

A

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

被害を潜在化させないよう、相談窓口・支援機関等の周知を図るとともに、被害者の置かれ
ている状況や背景を理解しながら適切な対応ができるよう、相談機能の強化や連携体制の
充実を図ります。 担当課

関係各課 生活文化課

2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
44　相談体制の整備

取組の方向 2 安心して相談できる体制づくり

通し番号 38,39 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

42　相談窓口の周知
43　複合的に困難を抱える人への支援

施　策

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 1 2 2

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

A

関
係
各
課

福祉部門や子育て部
門、生活文化課など被
害の相談を受ける課は
複数にまたがっている
が、それぞれが連携し
ながら被害者の安全確
保を最優先に行えた。

30

配偶者暴力対策庁内連絡会の
開催数

40

関
係
各
課

45
46

関係各課が連携し適切に被害者の安全確保に努
めているものの、配偶者暴力対策庁内連絡会を開
催するに至っていないため、今後は組織的な体制
を整えていく必要がある。

数値の指標

・被害者からの相談があった場合には、相談員や担当する各課が常に
連携し、適切な情報交換を行いながら対応にあたっている。また、緊急
に安全確保が必要なケースについては、警察や民間シェルターなどとも
連携し、被害者の安全を確保できる体制を整えている。
・被害者の情報が流出することがないよう、個人情報については特に注
意をしながら管理を徹底している。
・緊急一時保護を実施している民間シェルターの安定的運営のため、財
政支援を行った。
・児童虐待や自殺、人権など関係各課の研修に相互に参加して、担当
間で情報共有を行った。

40

担当課評価 今後の課題担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

次年度の方向性・目標

通し番号

取組状況

民間シェルターを含む関係機関と連携し、被害者の安全を確保できる体制を整備します。
特に被害者情報については情報管理を厳重に行います。

担当課
関係各課

施　策 2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

取組の方向 3 被害者の安全確保のための体制整備
事業

45　被害者や子どもの安全確保

（説明）

通し番号 40 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現
46　情報管理の徹底

配偶者からの暴力の防止及び被害者保護と支援
の庁内連携を図るため、関係部署による情報の共
有化と支援体制の整備、担当職員の資質向上を
図る目的で、配偶者暴力対策庁内連絡会を開催す
る。

5
3



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 1 2 2

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

（説明）

41

関
係
各
課

47

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

被害者が自立し、安心して暮らしていくために、生活・就労・経済面での支援をするととも
に、子どもを含む家庭に対する支援など、庁内・外の関係機関との連携により被害者の自
立支援に努めます。 担当課

関係各課

2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

取組の方向 4 自立のための支援体制の整備

通し番号 41 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

47　自立のための支援体制の整備

施　策

関
係
各
課

庁内外の関係機関と積
極的に連携を取りなが
ら、被害者が安心して
暮らしていくための自立
支援を行っている。

・被害者の自立を支援するために、相談業務の中で相談者にとって必
要な制度や団体等を紹介している。
・庁内だけでなく、必要な場合には東京都や警察、民間のシェルターな
ど庁外の関係機関とも積極的に連携を取ることで被害者の自立支援に
努めている。
・東京ウィメンズプラザ等の専門機関が開催する専門研修に職員を派遣
し相談対応力の向上に努めた。

30数値の指標

配偶者暴力対策庁内連絡会の
開催数

福祉部門や子育て部門、生活文化課など被害者を
支援する課が複数あり、持っている情報も異なるこ
とがあるため、情報交換を密に行っていく必要があ
る。

引き続き庁内外の関係機関との連携強化に務める
とともに、配偶者暴力対策庁内連絡会を開催し、被
害者の自立支援に向けた情報交換を十分に行っ
ていく。

41

A

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 1 2 2

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

43

関
係
各
課

生
活
文
化
課

49

43

生
活
文
化
課

庁内・外の関係機関と
連携を取りながら、被
害者の相談・支援にあ
たることができた。
研修に派遣することで、
職員の資質向上に努め
ることができた。

関
係
各
課

Ｂ

担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

取組状況 担当課評価

・被害者からの相談や支援にあたっては、庁内・外の関係機関と連絡を
密に取りながら適切に対応した。
・東京ウィメンズプラザ等が実施するＤＶ被害者への対応に関する研修
に職員を派遣し、職員の資質向上に努めた。研修の中で他市区町村職
員と情報交換する場があり、他市の状況や具体的なケースを聞くことで
実践的な学びの場となった。

警察や医療機関等の地域の関係機関との相互連
携、情報共有については、関係各課それぞれで適
切に行えてはいるものの、庁内での整備について
は十分とはいえない。

48
49

生活文化課

通し番号

庁内・外の関係機関と
の相互連携、情報共有
に努め、適切な被害者
支援を行えた。
被害者支援に関する研
修等に職員を派遣する
など資質向上に努めて
いる。

（説明）

42

事業

48　関係機関との連携強化

今後の課題

49　庁内の相談・支援体制の整備と資質向上

施　策

【令和元年度事業】

数値の指標

次年度の方向性・目標

2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

関係機関との連携強化及び庁内体制の整備

被害者の支援に関する連絡調整機能を充実していくために、庁内・外の関係機関との情報
共有と連携強化を進めます。また、関連する職員・相談員の資質向上に努めます。

担当課
関係各課

地域の関係機関との連携・情報共有について、課
内のみに留めず、庁内全体で共有できるよう整備
に努める。

通し番号 42,43

取組の方向 5

・被害者の支援にあたっては、必要に応じて東京都や他市町村、警察や
医療機関などとも相互に情報共有や連携を取りながら行っている。
・関係各課においては、東京都などが主催する被害者支援に関する専
門研修に職員を派遣することで、情報収集や職員の資質向上に努めて
いる。

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

42

Ｂ

30

数値の指標

被害者支援に携わる関係各課では、それぞれが庁
内・外の関係機関との情報共有や連携に努めてはい
るものの、連絡調整機能が十分であるとはいえない。

庁内・外の関係機関との情報共有と連携強化に努
めるとともに、「配偶者暴力対策庁内連絡会」を開
催し、庁内の相談・支援体制の整備を図る。

30

配偶者暴力対策庁内連絡会の
開催数

5
5



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 1 4

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

市立全小・中学校で暴力防止に
向けた指導の実施（２０校）

・学習指導要領において取り扱うこととなっていな
いデートDV等への具体的な指導については、どの
ように対応していくか更に研究を進める必要があ
る。
・あらゆる暴力の防止に向けて、引き続き啓発を図
る必要がある。

20

20

・市立全小・中学校が人権教育の一環として、「女性」「子供」等を取り上
げ、あらゆる暴力行為について認められないことを指導した。
・小・中学校における性教育については、学習指導要領に基づいて実施
しているため、性暴力や児童虐待、ストーカーやデートＤＶ等に特化した
授業は実施していない。

・市立全小・中学校で暴力防止に向けた指導を実
施する。
・情報そのものを主体的に収集･判断等できる能力
及びインターネットをはじめ様々なメディアが社会
や生活に及ぼす影響を理解させ､情報化の進展に
主体的に対応できる能力を育成することにより、情
報教育の推進を図る。

30

指
導
室

50
指
導
室

全市立小・中学校で適
切に実施している。

45

Ａ

45

数値の指標

―

2

・若年層は社会経験が少なく、判断能力も未成熟で
被害が深刻化しやすい。そのため、若年層に向け
た取り組みが重要である。
・暴力の未然防止のためには若年層に向けた講座
や啓発を行うことが必要であるが、内容や手段につ
いて模索中である。

・出前講座等を活用し、保護者や教育関係者に学
習機会を届けていく。
・学校や保護者の理解を得ながら、直接若年層を
対象とした講座を開催できるよう働きかける。

【参考値】女性や子供に対する暴力
を未然に防ぐための講座開催数

30数値の指標

（説明）

44 44

生
活
文
化
課

50
51

生
活
文
化
課

・男女平等推進センター主催事業「〈シネマｄeおしゃべり〉『マダム・イン・ニューヨーク』」を
開催した。上映後の〈おしゃべり〉の時間では様々な考えに触れ、多様性を受け入れる力
やメディア・リテラシーを高める機会とした。
・男女平等推進センター主催事業「ココロとカラダに効く 女性のための護身術Ｗｅｎ－Ｄ
ｏ」を開催した。小学校５年生以上の女性を対象に、ＤＶ、ストーカーや児童虐待、性に起
因する暴力的な行為など、女性や子どもに対する暴力の予防を目的に講義と実技を行っ
た。リーフレット「ＤＶをなくすために」、「男女平等推進センター案内」の配布も行った。
・出前講座「ＳＮＳによる子どもへの性被害～その現状と対策～」を中学校地区青少年健
全育成協議会向けに開催した。ＳＮＳの利用拡大に伴い急増するリスクや被害、特に子
どもの性暴力被害の現状と、防衛方法や対処法について学んでもらった。
・出前講座「子どもにどう伝えますか？親だからできる性の健康教育」を市内小学校学童
保育保護者有志、「おうちで性教育」を育児サークル向けに開催した。近年若年層に広が
るＤＶや性暴力の被害者にならないためにどうするか、リプロダクティブヘルス／ライツの
観点を踏まえ自分の人生を考えることなどを学習してもらった。
・出前講座「思春期のトリセツ～からだと未来を大切にするいのちの話～」を市内中学校
１学年保護者向けに企画した。思春期に性やからだに関する正しい知識を肯定的に学ぶ
ことの大切さ、デートＤＶなど中学生を取り巻く脅威などを学ぶ内容であったが、コロナの
影響により中止となった。
・「女性に対する暴力をなくす運動期間」に市役所１階においてパネル展示を行った。暴
力の未然防止・早期発見、二次被害の防止や適切な支援の提供に向けて、暴力の実態
や身近で起こる暴力への対応、相談先などについて周知した。

子どもに対する暴力の
未然防止については、出
前講座の要望が多く３講
座を実施することができ
た（１講座はコロナで中
止）。
講座や展示を通じて、メ
ディア・リテラシーの育成
や、暴力の未然防止の
ための啓発や相談先の
情報提供を行うことがで
きた。
また、１０代の参加者が
得られた講座を開催する
ことができた。

A

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

性暴力や児童虐待、ストーカーやデートDVなど、女性や子どもに対するあらゆる暴力の防
止について啓発していきます。

担当課
生活文化課 指導室

3 女性や子どもに対するあらゆる暴力の予防と根絶

取組の方向 1 性暴力や児童虐待、ストーカー被害の根絶に向けた防止等の啓発

通し番号 44,45 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

50　メディア・リテラシーの育成
51　暴力の未然防止のための啓発や情報提供

施　策

5
6



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3

実績値 2 2

目標値 30 15

実績値 15 15
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

41

出前講座については、昨年度に引き続き事業所用
チラシを作成して、産業政策課や商工会と連携し
て、より丁寧な周知に努める。

30

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

30

3

4

・国際女性デーに合わせて、市役所１階屋内広場でパネル展示、２階男
女平等推進センターで図書展示を開催、女性に対する暴力やハラスメ
ントの防止に社会全体で取り組むことの重要性を訴えた。
・出前講座募集において、一般向けチラシとは別に、事業所向けチラシ
を作成し周知した。事業所向けのハラスメント防止講座を想定していた
が、応募は無かった。

出前講座の周知について、事業所向けのPRを強
化していく必要がある。その際は、他課、他機関と
の連携を検討する必要がある。

情報提供企業

数値の指標

産
業
政
策
課

生
活
文
化
課

52

生
活
文
化
課

47

数値の指標

情報提供回数

B

パネル展示、図書展示
を開催し資料等を配布
したが、出前講座の応
募が無くハラスメント防
止講座の開催にはつな
がらなかった。

担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

47

46

産
業
政
策
課

52

限られた機会を、有効
に活用したが、目標達
成には至らなかったた
め

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更
なる情報提供に努めること。

・国や東京都が実施する事業についての周知のほか、労働環境や法
律・制度、ワーク・ライフ・バランス等のチラシやリーフレットを窓口にて
配置した。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会など
の多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料
を配布し、情報提供を行った。

2

B

25

（説明） 市内事業所に向け、ハラスメント防止に受けた啓発や情報提供を行います。
担当課

生活文化課産業政策課

通し番号 46,47 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

施　策

取組の方向 1 ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

4 ハラスメント等の防止対策の推進

安心・安全な暮らしの実現

事業

52　ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 53.4% 未実施

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

市報掲載、パネル・図
書展示、講座など様々
な側面から取り組みが
できた。講座についても
多様なテーマで開催で
きた。

ジェンダー平等、特に性別役割分担意識について
は、若年層への取り組みが重要である。

若年層への取り組みについては、出前講座などア
ウトリーチの仕組みを活用しながら取り組みを進め
ていきたい。

【参考値】性別だけで役割や向き不向き
を決める考え方に反対またはどちらかと
いうと反対と考える人の割合（％）

―

60.9%

30数値の指標

（説明）

48 48

生
活
文
化
課

53

生
活
文
化
課

・男女共同参画週間に合わせて、市報に記事を掲載して周知した。秘書広報課
の協力により、例年よりも掲載スペースを拡大して、相談事業や拠点としてのセ
ンター案内も掲載することができた。
・市役所１階屋内ひろばと２階男女平等推進センターにおいて、男女共同参画
週間パネル展示と図書展示を開催した。センターにある関連書籍をリストにまと
め、図書リストを配布した。
・映画を鑑賞し感想を語り合いジェンダー平等や男女共同参画について理解を
深める「シネマdeおしゃべり」を開催した。今年度は「マダム・イン・ニューヨー
ク」、「グッド・ハーブ」の２作品を延べ４回上映した。
・固定的性別役割意識解消とジェンダー平等意識の醸成を講座の目的に組み
入れた講座「お手伝いの達人になる～おとうさんといっしょ夏休み自由研究応
援～」を開催した。
・くらしフェスタ開催に合わせて、防災ミニ講座を開催。DVD「安心できる避難所
づくり」を上映し、防災に男女共同参画の視点を取り入れることの重要性を説明
した。
・国際女性デーにちなみ、女性の歴史を振り返り、自分自身のこととして男女共
同参画への理解を深め、ジェンダー平等への意識を育む目的として、パネル展
示と図書展示を開催した。関連講座として対談「〈私〉そして〈あなた〉が『なかっ
たこと』にされないために」を企画していたが、コロナの影響により中止となっ
た。

A

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

性別役割分担意識から抜け出し、男女が互いを尊重し、ともに自立し、社会的な責任を果
たしていくことができるよう、さまざまな機会を通じて意識啓発を行います。

担当課
生活文化課

5 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施

取組の方向 1 性別による役割分担意識解消のための啓発

通し番号 48 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

53　ジェンダー平等を推進するための啓発

施　策

5
8



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

49
・学習指導要領に則り、引き続き、発達段階に応じ
て発生する性差に配慮しながら適切に性教育を行
う。
・小学校理科、体育科及び中学校家庭科、保健体
育科の更なる授業改善を進め、児童・生徒により正
しい知識と健全な態度が身に付くよう授業の充実を
図る。

・引き続き、小学校理科、体育科及び中学校家庭
科、保健体育科の年間指導計画に位置付け、適切
に実施する。
・指導内容、結果について検証し、必要に応じて授
業改善を行う。

市立全小・中学校における発達
段階に応じた性教育の実施

20

20

全市立小・中学校にお
いて適切に実施してい
る。

30数値の指標

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

49

指
導
室

再31

小学校理科、体育科及び中学校家庭科、保健体育科の学習指導要領
に則り、発達段階に応じた適切な性教育が計画・実施された。

Ａ

指
導
室

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

ライフステージに応じた望ましい生活習慣や健康づくりの促進に向け、発達段階に応じた適
切な教育・指導を行います。

担当課
指導室

5 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施

通し番号 49 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ

（説明）

安心・安全な暮らしの実現

事業

再31　発達段階に応じた適切な性教育の推進（再掲）

施　策

取組の方向 2 発達段階に応じた適切な性教育の実施

5
9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

50
・小学校体育科及び中学校保健体育科の授業改
善を行い、児童・生徒により正しい知識と健全な態
度が身に付くよう授業の充実を図る。
・学習指導と併せて保健指導の充実を図る必要が
ある。

地域など外部人材を活用した事業実施を引き続き
行う。

「禁煙キャラバン」「薬物乱用防
止教室」等の実施（２０校）

20

20

「禁煙キャラバン」「薬
物乱用防止教室」など
について、年間指導計
画に基づいて実施し
た。

30数値の指標

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

50

指
導
室

再32

・小学校体育科及び中学校保健体育科でHIV／エイズや性感染症の危
険性及びその予防に関する教育を行った。
・全小学校で小学校４年生を対象に、健康課の「禁煙キャラバン」を実施
し、喫煙防止教育の推進を図った。
・全小学校（第６学年）及び中学校で「薬物乱用防止教室」を実施し、薬
物乱用防止教育の推進を図った。

Ａ

指
導
室

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

ＨＩＶ／エイズや飲酒・喫煙・薬物の問題などについて、発達段階に応じた教育を充実しま
す。

担当課
指導室

5 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施

通し番号 50 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ

（説明）

安心・安全な暮らしの実現

事業

再32　HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実（再掲）

施　策

取組の方向 3 ＨＩＶ／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実

6
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 127 134

目標値 ― ―

実績値 35 34
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 7,500 8,100

実績値 7,827 7,412

目標値 7,000 6,000

実績値 7,744 7,694
目標値 1,500 2,800
実績値 1,676 732
目標値 750 750 750 750 750
実績値 734 678
目標値
実績値

785

地域子ども家庭支援センター上の原利用者
数

8,863

2,727

子ども家庭支援センター利用者数

数値の指標

児童館＝A

児
童
青
少
年
課

7,100

7,600

52

児
童
青
少
年
課

55

引き続き子ども家庭支援センターの周知を行い、
利用者の増加を図り身近な相談窓口として多くの
市民に認識してもうようにする。

生
活
文
化
課

30数値の指標

1,600

30

5,811

（説明）

51 51

助成支援係では、相談
員が常駐することにより
相談体制が確保されタ
イムリーな対応が図れ
ている。
日常の利用時、各行事
を通じて職員が相談し
やすい雰囲気を意識し
て対応している。

母子・父子自立支援員の相談回数

【相談体制及び各種相談事業の充実（子ども家庭支援センター）】
地域における子育て支援の拠点として、子育てに対する情報提供や相
談、支援を適宜行った。気軽に相談できる相談員が常駐しており、必要
に応じて他機関の相談窓口の紹介をおこなった。また、定期的な育児講
座の実施や地区組織活動の支援により、地域の子育て力の向上を目指
している。
【相談体制及び各種相談事業の充実（助成支援係）】
母子・父子自立支援員がひとり親家庭等に対して経済的なこと、家族関
係に係わること、精神面での悩みなど生活全般について相談を受け、助
言、各種制度の紹介、専門窓口との連携によりひとり親家庭等の自立
の支援を行っている。
【相談体制及び各種相談事業の充実（児童館）】
児童館職員は、児童館の利用者や保護者からの相談に随時応じてい
る。児童館職員は、相談の専門家でないため、相談の内容に報じて各
関係機関に繋げる役割を担っている。日常の利用の中で相談しやすい
雰囲気を意識している。

52
子ども家庭支援センターでは、地区組織活動の支
援も行っているが近年子育てサークルの立ち上げ
等は少ないため積極的な働きかけが必要である。

生
活
文
化
課

54

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

生活の自立と安定を図るため、生活・就労・養育等において、さまざまな課題を抱えやすい
ひとり親家庭等に対し、各家庭の状況に応じた支援を提供します。

担当課
生活文化課 児童青少年課 関係各課

55　相談体制及び各種相談事業の充実

施　策 6 困難を抱える女性等が安心して暮らせるための支援

1 ひとり親家庭への支援

【参考値】女性弁護士による法律相
談（件数）

750

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

54　女性の人権を守る相談体制及び各種相談事業の充実

・男女平等推進センターでは、ジェンダーに基づく偏見や不平等など、女
性が抱える課題の背景を踏まえた「女性の悩みごと相談」を週１回行っ
ている。また、男性に相談することが困難な方や、男性には相談しづら
い内容に対しては、女性弁護士が相談を聞く「女性弁護士による法律相
談」月１回実施している。
・相談事業については、申込者が多く定員が埋まってしまう状況が続い
ており、相談回数に上限を設けるなどして新規相談枠を確保するように
努めている。また、東京ウィメンズプラザ、ひとり親家庭支援センター、よ
りそいホットラインなど外部の相談先も積極的に紹介している。
・DV相談など生活文化課男女共同参画係で受ける相談について、婦人
相談、子ども家庭支援センターなど女性の相談に関わる部署との間で
連携をとりながら対応している。

A

周知の効果もあり、女
性の悩みごと相談、女
性弁護士による法律相
談は、募集定員が埋ま
るような状況である。ま
た、相談者の孤立を防
ぐために、外部の相談
情報を積極的に情報提
供した。

女性の悩みごと相談、女性弁護士による法律相談
については相談枠の増加に向けて取り組む。

相談先として男女平等推進センターを周知する一
方で、受付能力の限界に近付いている。新規相談
者の相談機会の確保が課題である。

―

126

―

34

【参考値】女性の悩みごと相談（件
数）

通し番号 51-53

取組の方向

地域子育て支援センターはこぶね館利用者
数

【令和元年度事業】

6
1



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

53
ひとり親家庭に関連する支援は、生活全般に関わ
る支援であり、ひとつの家庭に複数の課の支援が
必要なことが想定される。また、申請者が手続き等
に出向くために多くの時間を確保することも難しい。
このような中で、ケースごとに必要な支援を十分か
つ円滑に提供することが求められる。

55

関
係
各
課

各課では、所管する業
務による支援を適切に
行った。
また、必要に応じて連
携を取りながら、他部
署や他機関窓口への
案内を行った。

30

53
・生活や養育、またそれに係る費用や就労等について、それぞれ所管す
る窓口で適切に支援を行った。また、それらの相談について、関連各課
で連携を図りながら検討し、他機関も含めて適切な窓口を探し、案内し
た。
・東京都ひとり親家庭支援センターなどの専門機関の相談事業などを関
係各課で情報共有し、必要とする相談者に対し案内した。

A

引き続き、関連各課での支援を適切に行う。各課
では支援制度の新設・変更、様々なサポート体制
についての情報を積極的に収集すると共に、関係
各課での共有を図る。東京都ひとり親家庭支援セ
ンター等の外部専門機関の情報を共有し、適切に
案内する。

数値の指標

関
係
各
課

6
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 1 3

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

54
・子供たちが、将来、社会的・職業的に自立し、社
会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生
き方を実現するための力を身に付けられるような
キャリア教育を実施する。
・「小・中連携でできるキャリア教育」について、特
に、キャリア・パスポートを活用した指導について模
索する。

計画的に実施してい
る。

30数値の指標

各学校における特色や地域の実情を踏まえつつ、
子供たちの発達の段階にふさわしいキャリア教育
を推進・充実させる。

20

20
家族の在り方や地域との関わりに
ついて学習指導を行っている学校

55 55

生
活
文
化
課

59

生
活
文
化
課

数値の指標

事
業
番
号

担
当
課

だれもが地域で自立し、安心して暮らせるよう、各種相談支援の充実を図るとともに、相談
機関の周知や連携を進めます。

・全校がキャリア教育の全体計画及び年間指導計画を見直し実施した。
・各校で地域と連携した学習指導や取組を実施している。

Ａ

指
導
室

指
導
室

58

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

（説明）

54

担
当
課

次年度の方向性・目標

担当課
指導室 生活文化課 福祉総務課

障害福祉課

安心・安全な暮らしの実現

事業

56　相談体制及び各種相談事業の充実
57　自立した生活を送るための就労支援の推進

施　策 6 困難を抱える女性等が安心して暮らせるための支援

2
若年者、高齢者、障害者、外国人等、困難を抱える女性が安心して暮らせるための支
援

60　障害者に対する就労自立支援

・昨年度に引き続き、ひきこもりなど生きづらさを抱えている女性を対象
に男女平等推進センター交流室などを活用して「つながるカフェ」を開催
した。第１回は「マンガを片手に読書会」、第２回は「好きな本を片手に読
書会」を開催した。西武線沿線の男女共同参画センターや公民館などと
連携しながら取り組んだ。
・ひきこもりなどに悩む方やその家族の方などを対象に講演「経験者が
語る ひきこもりの理解と支援」を開催。当事者よりひきこもりの実態と回
復後の当事者活動について話を聴き、当事者の視点から必要な支援が
何かについて考えた。また当事者の方に向けて支援に関する情報提供
も行った。
・DVや虐待、性に起因する暴力などの予防、自己尊重、自己肯定感の
醸成などを目的に、小学５年生以上の女性を対象に、女性のための護
身術講座「ココロとカラダに効く 女性のための護身術Wen－Do」を開催。
参加者には書籍紹介やDV被害に関するリーフレットの配布なども行っ
た。

A

ひきこもりなどの生きづ
らさを抱えている女性を
対象とした事業につい
て、他市の男女共同参
画センターや公民館な
どと連携し、当事者の
方が広域的に参加でき
るように取り組んだ。

最終的には、当事者の方が主体となって居場所づ
くりができるようにしていく必要があり、その点を意
識していく必要がある。

引き続き、市外の男女共同参画センター等の公共
機関と連携しながら広域的な取り組みを進める。

―【参考値】ひきこもりなどの生きづら
さを抱えた女性向け事業の実施数 4

30

通し番号 54-57

58　子ども、若者の自立に向けた力を高める取り組み
59　若年層を対象とした啓発

取組の方向

【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ

6
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通番
事
業
番
号

担
当
課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題担
当
課

次年度の方向性・目標

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 22 22 22 22

実績値 23 3

目標値 10 10 10 10

実績値 8 9
目標値 10 10 10 10
実績値 13 23
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

実績値 2,986 3,487

目標値 29 30 30 30 30

実績値 29 31
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

22

30

福
祉
総
務
課

30

・相談に繋がる件数の増加を目指し、他機関とも情
報共有しながらアウトリーチを行っていく。
・就労阻害要因の解決に向けて、ケースワーカー
や相談支援員が必要な支援を行い、ハローワーク
を活用した就労支援の増加を図っていく。

56

9

・関係部署に対して相談事業の内容の周知に努め、支援対象者の把握
に向けたアウトリーチ機能を高めている。DV被害者ケースなどは母子
相談員と連携して支援することが出来ている。また、必要に応じて、女性
職員が対応する等、女性が相談しやすい体制を取っている。
・さらに、ハローワークを活用した就労支援を生活保護世帯及び生活困
窮者世帯に対して実施しており、母子世帯・父子世帯に関わらず、世帯
の自立のために早期の支援体制を組めるように配慮している。

B

生活に困窮する母子世
帯の相談窓口として、
他機関とも連携しなが
ら対応している。しかし
ながら、ひとり親世帯の
就労支援については、
保育の問題等、就労阻
害要因の解決も同時並
行的に行わなければな
らないので、一定程度
の時間を要している。

数値の指標

保育園の入園や各種手当の手続等、必要な支援
を行い、円滑に就労支援に繋げるとともに、早期の
自立に向けて他機関とも連携していく必要がある。

生活保護相談件数のうち母子
世帯の件数（延べ件数）

57
・就労支援室「さいわい」「あおぞら」の設置により障害者の一般就労に
関する相談支援体制を強化し、新規就労者の増加に繋げている。また、
就労継続のために定着支援も行い就労の定着にも力を入れている。
・就労相談・就労支援の担当に女性職員が配置されており、女性も利用
しやすい環境に配慮している。

障害者に対する就労支
援には、男女の特性はも
ちろんのこと、障害の種
別や程度、また本人の
適性を把握しながら、適
切な職場とマッチングさ
せる必要がある。また同
時に、就労を継続してい
くための定着支援の充
実や、地域での就労先
の新規開拓が必要とな
るが、そのどちらもが十
二分に行えている状況
ではないため。

Ｂ

障
害
福
祉
課

60

自立相談支援のうち母子世帯
の相談件数（実件数）

相談者のうち一般就労した人

福
祉
総
務
課

56
57

56

57

障
害
福
祉
課

数値の指標

・各就労支援関係機関の連携や情報共有のため
のネットワークの強化。
・地域での職場体験の場や就労先の開拓。

生活保護受給者等就労自立促
進事業に繋いだ母子世帯の数

10

30

・職場体験の場や就労先の開拓に向け、「障害者
雇用企業見学会」を開催予定。市内企業に障害者
雇用についてより一層理解を深め、雇用に向けた
きっかけを作る。また、職場体験の場として実習生
を受け入れてくれる企業を探し働きかけを行う。

34

3,000

3,823
相談支援件数
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 8 2

目標値 ― ―

実績値 0 2
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

生
活
文
化
課

・生涯学習センターイベント「まろにえ祭り」で、青森県作成のDVD「防災
と男女共同参画」上映コーナーを設置し、生涯学習センター、防災防犯
課と連携して防災と男女共同参画関連資料の配布も行った。
・自治会からの依頼で出前講座「防災と男女共同参画～地域リスクを知
り、災害時のアクションにつなげる～」を開催。調整段階から女性役員
の方に積極的に関わってもらい、男女共同参画の視点の重要性につい
てアピールできた。
・総合防災訓練に「防災と男女共同参画」ブースの出展を行い、資料や
防災事業チラシ、男女共同参画情報誌「ときめき」などを配布した。「防
災と男女共同参画」ブース出展は、防災防犯課と連携して平成３０年度
より継続して行っている取り組みである。61

59

数値の指標 30

―

4

防災関連事業では、防災防犯課と密に情報共有を
行い、男女共同参画の意識付けを行う。
他部署で行われる防災事業への情報提供など、男
女共同参画の視点を持ってもらえるように支援を
行う。

人員や予算も限られている中で、全方位で取り組
みを継続することは難しく、防災事業への関わり方
にについて男女共同参画の推進を今後どう進めて
いくか検討する必要がある。

―

1

【参考値】防災関連講座開催数
H29は沿線３市事業含む

生
活
文
化
課

女性リーダーが活動できる地域防災力の基盤の強
化が今後の課題である。

Ｂ

防
災
防
犯
課

58

59

生涯学習センターのイ
ベントでのDVD上映、
資料配布など、新たな
啓発の取り組みを行う
ことができた。
総合防災訓練への出
展は、通常の講座より
大規模な資料配布が可
能である。

A

【参考値】防災関連の非主催事業
への協力

30数値の指標

58

防
災
防
犯
課

61

・避難所運営連絡会の取り組みを実施していく中で、避難所運営者（地
域の防災リーダー）の養成を継続して実施したところである。
・各避難所においても、避難所開設の準備の中でマニュアルづくり等の
実績があったが、第三小学校避難所運営連絡会では、新たに避難所運
営マニュアルが作成され、その中でも避難所運営の中で、女性のため
の活動を行う班をつくり、運営に位置付けることとなった。

各指定避難所で行われている避難所運営連絡会
や、地域の防災訓練等において男女双方の視点を
踏まえた取り組みを支援していく。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

地域住民による避難所
運営の中に、女性の視
点が生かされる動きが
あった。

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

災害用備蓄品の準備など、日頃の防災対策に男女双方の視点を活かすとともに、災害時
には男女の異なったニーズを把握した避難所運営ができるよう対策を進めるため、女性防
災リーダー育成のための取り組みを行います。 担当課

防災防犯課 生活文化課

7 男女共同参画の視点を生かした防災と地域づくり

通し番号 58,59 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ

（説明）

安心・安全な暮らしの実現

事業

61　防災活動への男女共同参画の推進

施　策

取組の方向 1 防災分野における男女共同参画の啓発
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値 13.6 9

目標値

実績値 0 0
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・今後も、条例の範囲内で防災会議に女性委員とし
て委嘱できるよう取り組みを続ける。
・消防団に女性を参画させるための、調査研究につ
いては引き続き行っていく。

防災施策全般に女性の視点を取り入れていく一方
で、あらゆる防災分野で、女性の参画を推進してい
く必要がある。防災会議及び消防団等、男性が主
となりやすい分野ではあるが、担当課で可能な範
囲で、避難所運営等も含め女性の参画を促してい
く。

Ｃ

防
災
防
犯
課 0

防災分野における女性
の参画が進んでいない

30数値の指標

防災会議委員における女性の
割合

女性消防団員数

9

（説明）

60

防
災
防
犯
課

62

・市の防災施策は、東久留米市防災会議が定める地域防災計画をもと
に実施している。防災会議では、女性の視点を防災の施策に反映でき
るよう、学識経験者等の選出枠の中から女性委員を積極的に委嘱する
取り組みをおこなっている。
・消防団として女性消防団員の加入促進を実施して行くにはいくつかの
検討課題がある。主たるものとして、①女性消防団員としての平常時及
び災害時の活動内容について②消防団施設の改修等受け入れ態勢の
拡充等があり、受け入れについて現在検討中である。今後も調査・研究
していく。

60

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

防災分野の意思決定段階への女性の参画を拡大するため、審議会委員等における女性比
率の向上に努めます。

担当課
防災防犯課

7 男女共同参画の視点を生かした防災と地域づくり

取組の方向 2 防災分野における女性活躍の推進

通し番号 60 【令和元年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

62　防災分野の意思決定への女性の参画拡大

施　策
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 2 2 2 2 2

実績値 2 2

目標値 未設定 1 1 1 1

実績値 未設定 0
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

2

・男女共同参画週間に合わせて、市報に記事を掲載して周知した。今回
は秘書広報課と調整し、例年よりも拡大して、男女共同参画情報誌「と
きめき」の紹介や拠点としてのセンター案内も掲載することができた。
・女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて、例年よりもスペース
を拡大して周知記事を掲載した。その中で「DVの形態」や「なぜ暴力か
ら逃げないのか」などを解説。さらに相談先一覧を掲載した。
・男女共同参画都市宣言２０周年を前にして、男女共同参画情報誌「と
きめき」６３号において、「男女共同参画のあゆみ」と題して、日本と世
界、東久留米の男女共同参画について、時代の流れをそれぞれ比較し
ながら解説する特集記事を掲載。また６４号において、「ことばから考え
る『男女』『共同』『参画』と『平等』」と題して男女共同参画という言葉を紐
解いて男女共同参画や平等について考える特集記事を掲載した。
・センター主催事業「シネマdeおしゃべり」を開催し、参加者に映画を通し
てジェンダー平等や男女共同参画について理解を深めてもらった。

61

B

生
活
文
化
課

30数値の指標

市広報誌への男女共同参画情
報の掲載数（講座情報を除く）
庁内向けニュースレターの発行数
（男女共同参画の視点に立った広報に関つ
いて）

未設定

2

未設定

30

今後も継続してCMS研修を実施し、アクセシビリ
ティ等向上に取り組む。

63

・例年と同様、男女共同参画社会についての幅広い理解と促進に向け
て、広報紙・ホームページなどの編集に取り組んだ。内閣府の「男女共
同参画の視点からの公的広報の手引」をもとに、視点差別が生じないよ
う配慮を徹底した。また、男女双方を想定した情報発信を基本的取組事
項として事業を行った。
・多様な受け手に届くように職員ＣＭＳ研修をアクセシビリティを中心に
行った。元年度は、生活文化課から「男女共同参画の視点からもう一度
見直しを」という資料を提供してもらい、それを同研修で配布し、アクセシ
ビリティとともに男女共同参画の視点をもってホームページを作成しても
らうように、より促した。また（市公式ツイッター・フェイスブック）での情報
提供についても、引き続き実施した。

A

職員ＣＭＳ研修におい
て、男女共同参画の視
点をもってホームペー
ジを作成することを、よ
り促すことができた。こ
れにより、昨年度設定
した目標をより具体的
な形で達成することが
できた。

数値の指標

多様な受け手に届くようにするには、職員各自のア
クセシビリティ等への意識の向上が欠かせない。62

秘
書
広
報
課

62

秘
書
広
報
課

今年度は、秘書広報課
の協力により、市報の
掲載スペースを広く確
保できた。市報は全戸
配布であるため相談先
情報など多くの方に周
知できた。
ニュースレターについて
は、次年度発行の予定
となった。

相談事業では、DV被害に気付いた周囲の方から
の相談も増えてきており、男女共同参画の情報に
触れることがあまりなかった方に情報を届けること
の重要性を改めて認識している。
 

全戸配布される市報で可能な限り周知の機会を獲
得すると同時に、ホームページ、SNSなどより多く
のチャンネルを使い情報の発信を行う。また、男女
共同参画都市宣言20周年に向けて、公募市民編
集委員と共に「ときめき」の充実を図る。

生
活
文
化
課

63
64
再
53

（説明）

61

通し番号

取組状況

市民一人ひとりが、その多様性を認め合える社会に向け、さまざまな手段による広報・啓発
活動を行うとともに、男女共同参画の視点から市刊行物等への配慮を進めます。

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

担当課
生活文化課 秘書広報課 図書館

1 男女共同参画社会に対する理解促進
65　男女共同参画に関する資料の提供
再53　ジェンダー平等を推進するための啓発（再掲）

取組の方向 1 男女共同参画の正しい理解の促進

通し番号 61-63 【令和元年度事業】

目　標 Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備

事業

63　啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実
64　啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実

施　策

6
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通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

図書館資料の収集において情報収集スキルの底
上げと向上を図るとともに、引き続き多様な資料・
情報を収集、提供する。
運営形態の変更に向け、情報の共有化等を図る方
法等を検討する。

30数値の指標

図書館職員の意識啓発と、図書館作成資料や情
報発信等における配慮について、理解と周知をす
る必要がある。

図
書
館

収集方針に基づく資
料・情報の収集や男女
平等推進センターの事
業と連携した資料の企
画展示等を実施してい
る。
なお、選書等において
一定の情報共有はなさ
れているが、十分とは
言い難い。

63

B

図
書
館

65

・収集方針に基づき、多様な人々に対応した様々な形態の資料を収集・
提供するとともに、多様な意見のある事柄については、それぞれの観点
に立ち資料を収集し、利用に供している。
・男女平等推進センター購入本の蔵書検索を可能にするため、資料
データを作成し、図書館ＨＰで公開している。
・男女平等推進センター事業への資料提供を行い、関連する資料の展
示やブックトークを行う際には、事業の主旨を踏まえ、より男女共同参画
の視点を意識して選書を行った。
・各種資料作成や情報発信の際には、意識的に内容を確認するよう努
めた。

63

6
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

単独開催が難しい事業
所向け・労働者向け講
座については、専門機
関と連携して取り組む
ことができた。
職員に向けても制度説
明の機会を設けること
ができた。

30数値の指標

男女共同参画の実現や女性活躍推進につながる
仕組みは幅広い分野で構築されているため、様々
な制度を広く収集していくことが求められる。
広報誌やＳＮＳなど情報発信媒体が限られるため、
効果的に周知する方法を工夫していく必要がある。

事業者向け、労働者向け講座は専門機関と連携し
ながら広報を進めていく。
法令、制度の情報提供については、従来の広報手
段に加え、講座、パネル展示、図書展示など人の
集まる機会を活用しながら周知していく。

（説明）

64

生
活
文
化
課

66

・平成30年5月に「政治分野における男女共同参画推進法」が公布・施行さ
れたことを受け、内閣府が作成したリーフレットを配布するなど、周知を図っ
た。
・東京都労働相談情報センターと共催で、「使用者向けセミナー『働き方改
革関連法の解説と実務上の留意点～労働時間法制への対応、正規・非正
規間の労働条件整備に向けて～』」を開催した。事業者向けに新たな労働
時間法制への対応、正規労働者・非正規労働者の格差是正について講義
してもらった。
・東京都労働相談情報センターと共催で、　「【セミナー＆相談会】パートタイ
マーの日頃の疑問に答えます！～法律から労働保険・社会保険、税金まで
～」を開催した。パートタイムで働く方向けに、法律、労働保険・社会保険、
税金について基礎から解説してもらった。
・職員課と共同で、全職員を対象とした庁内研修「男女共同参画・ワークライ
フバランス研修～育児休業制度等について理解を深める～」を開催した。
当事者と管理職両方の立場から育児と仕事の両立に向けた講義をしても
らった。
・その他に、パネル展示や講座開催時に男女共同参画社会基本法や女性
活躍推進法、男女平等推進プラン等について情報発信を行った。

64

Ａ

生
活
文
化
課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

男女共同参画社会の実現に向けた関連法令や各種制度の情報をタイムリーに収集し、広く
周知していきます。

担当課
生活文化課

2 男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集・提供

取組の方向 1
男女共同参画に関する法令等や男女共同参画実現に向けた各種制度等の情報収集
と提供

通し番号 64 【令和元年度事業】

目　標 Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備

事業

66　関係法令や各種制度等の周知

施　策

6
9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 100 100 100 100 100

実績値 97 96.24

目標値 100 100 100 100 100

実績値 97 86.27
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

65

保育士等への研修、啓
発を実施するとともに、
保育所保育指針に基づ
いて、子どもが将来、性
差や個人差などにより
人を差別したり、偏見を
もったりすることがない
よう、人権に配慮した保
育を心がけて実施して
いる。

30数値の指標

Ａ

子
育
て
支
援
課

保育所等において、「こうあるべき」といった固定的
なイメージに基づいて子どもの性別などにより対応
を変えるなどして、こうした意識を子どもに植え付け
たりすることがないように、保育士等自らが自己の
価値観や言動を省察していくことが必要である。

66

児
童
青
少
年
課

69

児童館全職員会だけではなく、児童厚生全職員会
（児童館・学童保育所職員が出席）においても、男
女平等やLGBTに関する啓発を行う必要がある。Ｂ

児童館全職員会におい
てはLGBTの児童来館
時の対応について説明
できているが、年度初
めに行う児童厚生全職
員会（児童館・学童保
育所職員が出席）では
男女平等等に関する説
明が不足している。

児
童
青
少
年
課

【教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充
実】
・児童館全職員会において、LGBTの児童が来館した場合の注意事項
について確認を行った。

66
児童厚生全職員会（児童館・学童保育所職員が出
席）や児童館全職員会の出席率を向上させ、男女
平等やLGBTに関するリーフレットを配布する等、
啓発に努める。

児童厚生全職員会出席率（単
位：％）

児童館全職員会出席率（単
位：％）

100

98

100

95.83

30数値の指標

（説明）

65

子
育
て
支
援
課

69
70

担
当
課

事
業
番
号

通し番号

・保育士等への男女平等に関する研修、啓発の充実に努めている。
・保育所保育指針に基づいて、子どもの性差や個人差にも留意しつつ、
性別などによる固定的な意識を植え付けることがないように、人権に配
慮した保育を心がけ、一人一人の可能性を伸ばし、自己実現を図ってい
くことに努めている。

男女共同参画についての正しい理解を持つ指導者の養成に努め、学校、地域、家庭にお
いて、性別にとらわれず、生きる力、学ぶ力、働く力をはぐくむ教育を進めます。

担
当
課

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

研修、啓発を継続的に実施するとともに、その充実
に努め、一層の理解の深化を図る。保育所保育指
針に基づいて、男女共同参画社会の推進ととも
に、子どもも、職員も、保護者も、一人一人の可能
性を伸ばし、自己実現を図っていくことが求められ
る。

再59　若年層を対象とした啓発
73　女性教員に対する管理職試験への受験奨励

担当課
子育て支援課 児童青少年課 指導室
生活文化課 生涯学習課

3 男女共同参画への意識を育む教育の実施
69　教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実
70　保育実施上の配慮

取組の方向 1 学校、地域、家庭における男女共同参画意識を育む教育
71　学習機会や情報の提供
72　キャリア教育の充実

通し番号 65-69 【令和元年度事業】

目　標 Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備

事業

67　男女混合名簿の使用
68　家庭と一体となった男女平等教育をすすめるための情報提供

施　策

7
0



通番

担
当
課

事
業
番
号

通し番号

担
当
課

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19

実績値 20 20

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3 3 3 3

実績値 1 3

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・学習指導要領に基づき、男女共同参画社会につ
いての学習を更に継続して実施することが必要で
ある。
・「生きる力」の育成に向けて、児童・生徒の実態に
応じて、教育活動全体を見直す必要がある。

・児童・生徒の発達段階に応じて、中学校社会科、技術・家庭科（家庭分
野）、特別の教科　道徳、特別活動等において、男女共同参画社会や男
女相互の理解と協力の重要性について指導を行っている。
・市立全中学校が３日間の職場体験を実施した。
・女性教員に対して、管理職試験の受験を奨励している。

数値の指標

児童・生徒の実態に応じた、男女共
同参画社会に係る指導を実施

20

学習指導要領を踏まえながら男女共同参画意識
の視点をもつ教育活動の実施・見直しを行う。

30

20

若年層への啓発については、学校への働きかけを
行うとともに、出前講座を活用し、関心のある保護
者の方々に学習機会を提供し、その繋がりを広げ
て行きたい。

3

3

30

生
涯
学
習
課

71

引き続き、男女共同参画の意識を育むという取組
の方向性を意識しながら、体育協会、文化協会、
協力団体、ボランティアと連携を取り、事業の充実
に取り組んでいく。

30

・洗濯物のたたみ方やトイレ掃除などの家事を親子で学ぶセンター主催
講座「お手伝いの達人になる！　”おとうさんといっしょ”夏休み自由研究
応援」を開催。この講座は、父親と子どもが一緒に「お手伝い」に挑戦す
る中で、家事を自分のこと捉え、家事に参画する意識を醸成することを
目的として企画した。
・市民企画講座「考えるって楽しい！目からウロコの哲学対話」を小学生
３年生以上とその保護者を対象にして開催。NPO法人こども哲学おとな
哲学アーダコーダより哲学対話ファシリテーターを迎え、「あたりまえ」と
いうテーマを設定しジェンダーや固定的性別役割分業などについて対
話を通して学んだ。
・出前講座「おうちで性教育」を開催し、子どもが自己肯定感や自他を尊
重する心を持つことができるように、家庭での性教育の実践に必要な知
識や伝え方を学習した。
・南中学校の保護者を対象として思春期に性やからだに関する正しい知
識を肯定的に学ぶことの大切さや子どもたちとの向き合い方などを学ぶ
出前講座「思春期のトリセツ」を企画したが、新型コロナの影響により中
止となった。

68

A

生
活
文
化
課

数値の指標

若年層を対象とした啓発事業開催
数

Ａ

男女平等推進センターは、若年層との直接の接点
が少ないため、講座の企画を工夫する必要があ
る。また、学校や保護者など間接的に若年層向に
届く啓発の方法を考えていく必要がある。

68

生
活
文
化
課

再59

出前講座により保護者
と繋がることができ、若
年層向けの性教育に関
して講座を実施すること
ができた。また、夏休み
期間を利用し親子が参
加できる講座を実施す
ることができた。

69
・体育協会委託事業として、小学5年生から中学3年生を対象に、「わく
わく冒険自然体験教室」を実施した。この事業は、登山や星空観察など
自然と触れ合いながら、炊飯、洗濯、片付けなど助け合いながら生活力
を身につけるものである。
・文化協会委託事業として、小学5年生から高校3年生を対象に、「ジュ
ニアクラブ事業」を実施した。この事業は、田植え・稲刈り、川の清掃、ボ
ランティアなどを通して、参加者が性別に関わらず様々な役割を担い、
リーダーシップを身につけるものである。

69
性別に関係なく、自立した生活を営む力を身につ
け、リーダーシップを育むことは男女共同参画意識
を育む上で重要である。

数値の指標
生
涯
学
習
課

男女共同参画の視点に
留意して、性別に関係
なく生活力を身につけ
リーダーシップを育む
機会を提供することが
できた。

67

指
導
室

67

Ａ

指
導
室

年間指導計画に基づい
て、適切に実施してい
る。

67
68
69
72
73
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 311 409

目標値 ― ―

実績値 30.3 未実施
目標値 ― ―
実績値 24 44
目標値
実績値
目標値
実績値

―

388

31.8
―

34

講座など対象者が絞られている事業の周知は、必
要な人に情報を届けることが必要となる。全戸配布
の市報や拠点配布のチラシ等では見過ごされてし
まうため、効果的な周知を検討し実施していくこと
が必要である。

児童・生徒向け事業には、該当学年にチラシの全
校配布を行うなど、対象を意識した広報を行いた
い。また、ツイッターやフェイスブックなど市公式
SNSを積極的に活用して必要に応じて情報を発信
していきたい。

A

生
活
文
化
課

SNS発信回数

事業参加者数【参考値】
（H29年度は３市連携をのぞく）

男女平等推進センターを「知ってい
る」と答えた人の割合（%）【参考値】

―

30

（説明）

70

生
活
文
化
課

74
75
76

70
・男女平等推進センター事業の広報は、市報やチラシ・ポスター・ホーム
ページ・メールマガジンに加え、市公式フェイスブックやツイッターなどの
ＳＮＳを活用している。講師側のSNSによる呼びかけと相乗効果もある。
・メールマガジンについては、センター事業全般を広報する「フィフティ・
フィフティ」と女性の起業関連事業を広報する「ハナサクbiz」の２種類を
発信している。センター事業の参加者が、その後も継続的に学習機会に
触れることができるように情報発信している。
・地域FM番組（FMひがしくるめ）に男女共同参画係、男女平等推進セン
ター職員が出演し、女性弁護士による法律相談や女性の悩みごと相
談、講座開催情報等男女平等センターの各事業を紹介した。また、男女
共同参画情報誌「ときめき」の編集委員と男女平等推進センター職員も
同局番組に出演し、センターや情報誌のPRを行った。

センター事業の周知に
ついて、チラシやホー
ムページなど従来の広
報手段に加え、今回、
初め地域FM番組（FM
ひがしくるめ）への出演
することができた。

男女共同参画に関する情報の収集を図るほか、HPやメールマガジン、SNSの活用など、利
用者に届く情報機能の充実を図ります。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

数値の指標

担当課
生活文化課

1 男女平等推進センターの機能強化
76　男女共同参画に関する情報収集及び提供の充実

取組の方向 1 情報発信の充実（ＳＮＳ等の活用、情報誌の充実）

通し番号 70 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

74　男女平等推進センター機能の充実
75　学習機会の提供の充実

施　策

7
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 19 13

目標値 ― ―

実績値 2 4
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

―

12

―

5

学校や自治会、地域で活動するサークルなどとの
繋がりを大切にして、男女共同参画に関して連携
が可能なネットワークに育てていくことが必要であ
る。

若年層向の取り組みを進めるためにも学校との連
携は重要であり、引き続き連携強化に取り組みた
い。
出前講座を活用して自治会等地域の団体との繋
がりを深めていきたい。

A

生
活
文
化
課

【参考値】出前講座数

【参考値】連携事業の実施数
※H29は沿線3市連携事業を含む

30数値の指標

（説明）

71

生
活
文
化
課

77

71
【ひきこもり関連事業】
・ひきこもりなどの生きづらさを抱えている女性向け事業を、練馬区男
女共同参画センターや保谷駅前公民館などと連携し実施した。講演会、
読書会など広域で情報提供ができると共に、近隣の事業には参加しづら
い方、居場所が沢山欲しい方のニーズにこたえることが出来た。
【女性労働協会との連携】
・女性労働協会の女性就労支援全国展開事業を活用し「もう一度働きた
い女性のための応援セミナー」を開催した。
【東京都労働相談情報センターとの連携】
・東久留米市単独の開催が難しい労働問題、事業所向けセミナー等を共
催で実施した。広報紙、ＳＮＳにより開催情報を広く周知した。
【学校との連携】
・自由学園の高校生とともに映画「ハーヴェイ・ミルク」を上映し感想
を語り合う人権週間特別企画「シネマdeおしゃべり～高校生と考える性
の多様性～」を開催。
・南中学校１年生学級委員会からの要望で出前講座「思春期のトリセツ
～からだと未来を大切にするいのちの話～」を企画。（中止）
【出前講座】
・男女共同参画に関する出前講座を募集。５件の応募があり、中学生の
保護者や自治会などと繋がることができた。

既存の連携先の他、企
画内容により、新たに
連携可能な専門機関と
協働して事業を行うこと
ができた。また、出前講
座で学校やPTA、自治
会などと繋がりを持つこ
とができた。

国、都、他の自治体や学校等関係機関及びNPO等市民活動団体との連携を推進します。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

担当課
生活文化課

1 男女平等推進センターの機能強化

取組の方向 2 他機関との連携強化

通し番号 71 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

77　関係機関、各種団体との連携の推進及びネットワークづくりの促進

施　策

7
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 2 2

実績値 3 4

目標値 25 25 25

実績値 25 集計中
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・新任職員を対象に、男女共同参画を進めることの必要性について考え
ること、男女共同参画の視点を持って業務に取り組むことを目的として、
男女共同参画研修を実施した。女性差別撤廃条約、男女共同参画基本
法の解説、データを利用して人々の意識の変化や政治分野における女
性の参画状況等について男女共同参画施策担当が講義を行った。
・平成30年度に職員課と共催で実施した管理職向け研修は、職員課と
調整を行ったが、令和元年度は実施できなかった。
・男女共同参画情報誌「ときめき」を発行する際は、全管理職向けに配
布した。
・男女共同参画の理解促進のため、新任職員に対してセンターの図書
貸出事業を紹介し、利用を促した。
・職員向けニュースレターは令和元年度中の発行ができなかったため、
令和２年度７月発行に向けて取り組んでいる。

73
職員向け研修については、職員課との共催で行う
ことになるため、必ず毎年度実施できるとは限らな
いが、職員課と協議の場を持ち、男女共同参画へ
の理解促進の機会を確保していく必要がある。

新任職員向け研修は、生活文化課、男女平等推
進センター職員が講師となって毎年度実施できる
状況になってきた。B

生
活
文
化
課

新任職員向け研修は、
毎年度開催ができてい
る一方、管理職向け研
修は隔年開催の状況で
ある。

30数値の指標

72
今後も多様な職種、職場環境において適正な配置
ができるよう検討していく。
市独自研修として、女性の管理・監督職への登用
を含めた女性のキャリアについての意識を醸成す
ること等を目的として、男女共同参画・女性活躍推
進に関する研修を実施する予定である。
育児休業の取得環境の改善を進めていく。

片性だけの人員配置の部署
（課）

男性職員の育児休業取得率 (%)

2

2

25

8.3

職
員
課

78
再
21
79
再
22

73

生
活
文
化
課

78
再
21
再
22

30数値の指標

（説明）

72
・３１年度中の人事異動に際しても、引き続き性差なく人員配置を行っ
た。再任用職員も含めた人員配置において、片性だけの人員配置の部
署は４課である。
・女性職員の活躍は男性職員の働き方の変化を伴うものである。平成
30年1月より男性職員にも育児時間を認めたほか、期間を生後1年から
1年3月に延長。男性職員の育児休業取得率の向上も目指している。
・予防接種若しくは健康診断を受けさせる場合の承認について、「小学
校就学の始期に達するまでの子」と限定した要件を廃止し、子どもの看
護休暇について見直しを行った。
・東京都市町村職員研修所で実施された男女共同参画研修に計画人
数の職員を派遣した。
・市独自研修として、全職員を対象とした女性活躍推進に関する研修
を、生活文化課と共同で実施した。
・女性職員の能力活用に関する管理職研修について、東京都市町村職
員研修所に実施を要望した。

両性が適正に人員配置されることが必要である。
ワークライフバランスの一層の推進。

職
員
課

Ｂ

通し番号

取組状況

研修所の男女共同参
画研修に計画人数を派
遣するとともに、女性活
躍推進に係る市独自研
修を実施。

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

職員一人ひとりが市民の先頭に立って男女共同参画社会を体現できるよう、男女共同参画への理解
促進に向けた研修を実施します。また、男女双方の視点が十分に反映される組織づくりを目指し、女
性職員の登用を進めます。特定事業主行動計画を着実に実行するとともに、長期的な視野で管理職
への登用のほか、監督職への人材育成に注力します。 担当課

職員課 生活文化課 企画調整課

78　男女共同参画への理解促進に向けた職員研修の充実
再21　特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進（再掲）

施　策 2 庁内推進体制の強化

1 男女共同参画視点を持った組織づくり
80　プロジェクトチーム等におけるポジティブ・アクションの推進

通し番号 72-74

79　男女の配置均等化の推進
再22　女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施（再掲）

取組の方向

【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

7
4



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

プロジェクトチームは市政における重要課題を解決するために立ち上げ
ることが多く、その性質上メンバー構成はその課題に関係する管理職に
なることが多い。そのため、女性管理職が少ないことから女性職員をメ
ンバーに登用することが困難であると考える。
プロジェクトチーム設置は経常的なものではないため、事務局にあって
は、メンバー男女構成に配慮するという意識を常に持ち続けている必要
がある。
また、その性質上数値目標を設定することは難しいと考える。

市政における重要課題の解決には、男女双方の視点か
ら見て取り組むことが重要である。そのため、今後のプ
ロジェクトチームを立ち上げる際には、女性職員もメン
バーに登用できるよう、多様な職層・世代の職員をもって
構成するなどの検討を行う。同様に、他課において新規
プロジェクトチームを立ち上げる際、相談があった場合
は上記のような視点からの助言を行っていく。

30

74

B

企
画
調
整
課

市制施行５０周年記念
事業検討委員会専門
部会部会員は11名中４
名が女性部会員であ
り、男女比の均等化に
ついて一定の成果が
あったと考えられるた
め。

数値の指標
企
画
調
整
課

80

・プロジェクトチームを立ち上げる場合には男女平等の視点を取り入れ
るように努めた。
・令和元年度は市制施行５０周年記念事業検討委員会専門部会を立ち
上げ、部会員の選任にあって、男女比の均等化を図った。

74

7
5



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 30 30 30 30

実績値 0 33

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

庁内推進協議会委員
の男女構成について、
ポジティブアクションを
講じ、平成３１年度には
女性委員が３３％に増
加したため。

30

25

25

・市の男女共同参画推進に向けて、男女共同参画施策を総合的に調整
する男女共同参画推進協議会を設置している。推進協議会は副市長、
教育長及び部長級職員の充て職で運用されており、委員は男性のみで
占められてきたが、平成２９年の男女平等推進市民会議の答申を受け、
要綱を改正し女性の課長級職員３名を新たに委員に加えるポジティブア
クションを行った。これにより男女平等推進協議会委員の平成３１年度
の男女比率は３：１となった。
・ポジティブアクションにあたっては、女性委員の孤立を防ぎ、発言がし
やくすくなるよう配慮した。

75
管理職（部・課長）における女性の占める割合に寄
らず、推進協議会の女性委員の割合を一定数以上
確保する必要がある。
そのため、職層や人数に因らず、男女双方が発言
し易く、意見が反映されやすい会議風土を作ってい
くことが求められる。

充て職以外の委員については、引き続き一定数以
上の女性割合を確保するポジティブアクションを行
う。
その上で、会議の場づくりを工夫し、女性委員が発
言し易い土壌を作っていく。

Ａ

生
活
文
化
課

数値の指標

男女共同参画推進協議会委員
に女性の占める割合（％）

（説明）

75

生
活
文
化
課

81

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

施策の総合的、計画的実施にむけて、庁内推進協議会の総合調整力を強化するなど庁内
推進体制の充実を図ります。

担当課
生活文化課

2 庁内推進体制の強化

取組の方向 2 庁内推進協議会の充実

通し番号 75 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

81　男女共同参画推進協議会の充実

施　策

7
6



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

今年度の予算編成を踏まえて、各課の予算要求の
際にジェンダーの視点が定着していくような、動機
づけをヒアリング時に実施していく。

30

A

予算編成過程において
ジェンダーの視点を意
識した編成業務を行え
たため。

各予算については平等性の確保がされていると考
えており、今後も現状況を継続していく。

数値の指標

77

財
政
課

・財政課において「ジェンダー予算」について考え方を認識し、一人ひと
りがそれぞれ意識した上で、予算編成過程における各課との予算ヒアリ
ングに際して、ジェンダーの視点が欠如していないか、それぞれの事業
の性質を見極めながら、より適切な予算とする余地はないか検討しなが
ら予算編成業務を行った。

77

財
政
課

83

男女共同参画の視点に立って、引き続き第５次長
期総合計画の策定を進めていく必要がある。

引き続き、男女共同参画の視点に立った市政運営
における総合調整に努める。

B

企
画
調
整
課

長期総合計画基本構
想審議会委員は１５名
中６名、スポーツ健康
都市宣言起草委員会
委員は８名中４名が女
性委員であり、男女比
の均等化について一定
の成果があったと考え
られるため。

30数値の指標

（説明）

76

企
画
調
整
課

82

男女共同参画の視点に立った市政運営における総合調整に努めた。
令和元年度は、男女比の均等化を図って選任した公募委員・学識経験
者・公共的団体等の代表者からなる長期総合計画基本構想審議会委
員による審議会を運営し、長期総合計画基本構想の策定を進めた。
また、学識経験者・スポーツ又は健康づくりに関する公共的団体等の関
係者からなるスポーツ健康都市宣言起草委員会委員の選任にあって
は、男女比の均等化を図った。

76

各施策・事業をより実効性のあるものとするために、施策実施やその効果を検討できる横
断的組織の検討などにより、庁内実施主体間の連携を強化します。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

担当課
企画調整課 財政課 生活文化課

事業

82　男女共同参画推進のための総合調整機能の強化
83　ジェンダー予算に関する調査研究

施　策 2 庁内推進体制の強化

庁内実施主体間の連携強化

推進体制の整備・強化

通し番号 76-78

取組の方向 3

【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ

7
7



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

講座実施にあたり、テーマに関連する課へ、協力
依頼や情報提供などの働きかけを必ず行う。
引き続き新任職員研修を実施し、PDCAにより内容
改善を図り、男女共同参画施策担当が毎年度実施
できるよう構築していく。庁内LANを活用し、庁内に
向けて男女共同参画関連情報を発信する。企画調
整課、財政課と情報交換の場を設ける。

30

Ｂ

生
活
文
化
課

各課と連携を図りなが
ら、男女共同参画の視
点から見た課題につい
て共有することが出来
た。
また、新任職員向け研修
を実際に行い、一定の成
果を得た。
庁内に向けた男女共同
参画関連情報の発信が
できなかった。
企画調整課や財政課と
の連携については、十分
とは言えず課題が残っ
た。

数値の指標

男女共同参画の視点や横断的組織への意識を保
持してくために、全庁的に男女共同参画施策につ
いて理解促進を図る必要がある。
市の施策の総合調整機能をもつ企画調整課と予算
に関する総合調整機能をもつ財政課との連携を進
める必要がある。

78

生
活
文
化
課

82
83

・男女共同参画促進に向けて、産業政策課や職員課、防災防犯課等関
連各課と連携を図りながら取り組んだ。また、男女共同参画の視点から
事業推進が図られるよう、生涯学習センターや子ども家庭支援センター
等と具体的な内容について調整の場を持った。そのことで、男女共同参
画の視点から見た事業の課題について共有することができ、その後も
定期的に情報共有が行えるようになった。
・職員課で実施している「新任職員フォロー研修」の中で、男女共同参画
や男女共同参画施策への理解促進を図ることを目的に、生活文化課、
男女平等推進センター職員が講義をした。
・ジェンダー予算について課内で情報収集を行った。

78

7
8



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

（説明）

79

生
活
文
化
課

84

事
業
番
号

生
活
文
化
課

数値の指標

次年度の方向性・目標担
当
課

・市民会議への諮問については、「第３次男女平等推進プランの令和元
年度事業進捗状況評価について」の１件について行った。
・これに対し市民会議では、５回の会議及び、３グループ各１回のワーキ
ンググループ会議を開催、審議が行われた。また、職員課との間で意見
交換の場を設けた。その後、令和元年１２月に市民会議より答申をいた
だき、結果を各課へフィードバックした。特に職員課については、意見交
換の後、特定事業主行動計画について情報提供するなど支援した。
・また、評価の結果、特に取り組みが良いとされた生活文化課、児童青
少年課、生涯学習課に対し、市民会議から表彰をいただき、所管課のモ
チベーションアップが図られた。

Ａ

書類上の評価だけでは
なく、市民会議と事業所
管課との意見交換の場
を設け、実態に即した
評価につながった。

進捗状況評価においては、より実態に即した評価
ができるように努める必要がある。

事業所管課と連絡を密にし、調整を行い、市民会
議への事業報告を行っていく。引き続き、必要な課
との意見交換の場を設定するほか、書面等でも積
極的に市民会議への情報提供を行う。

30

79

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題担
当
課

男女平等推進市民会議を設置し、施策をより実効性のあるものとするための評価方法の検
討とともに、毎年、関連する施策・事業の進捗状況の確認・課題の検討を行います。

担当課
生活文化課

2 庁内推進体制の強化

取組の方向 4 市民参加による推進体制の充実

通し番号 79 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

84　男女平等推進市民会議の充実

施　策

7
9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ―

実績値 19 13

目標値 ― ―

実績値 4
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

【参考値】連携事業の実施数
※H29は沿線3市連携事業を含む

―

12

―

5

【ひきこもり関連事業】
・ひきこもりなどの生きづらさを抱えている女性向け事業を、練馬区男女共同
参画センターや保谷駅前公民館などと連携し実施した。講演会、読書会など広
域で情報提供ができると共に、近隣の事業には参加しづらい方、居場所が沢山
欲しい方のニーズにこたえることが出来た。
【女性労働協会との連携】
・女性労働協会の女性就労支援全国展開事業を活用し「もう一度働きたい女性
のための応援セミナー」を開催した。
【東京都労働相談情報センターとの連携】
・東久留米市単独の開催が難しい労働問題、事業所向けセミナー等を共催で実
施した。広報紙、ＳＮＳにより開催情報を広く周知した。
【学校との連携】
・自由学園の高校生とともに映画「ハーヴェイ・ミルク」を上映し感想を語り
合う人権週間特別企画「シネマdeおしゃべり～高校生と考える性の多様性～」
を開催。
・南中学校１年生学級委員会からの要望で出前講座「思春期のトリセツ～から
だと未来を大切にするいのちの話～」を企画。（コロナの影響で中止）
【出前講座】
希望する１０名以上の団体に対して男女共同参画に関する出前講座を実施。
５件の応募があり、中学生の保護者や自治会などと繋がることができた。

学校や自治会、地域で活動するサークルなどとの
繋がりを大切にして、男女共同参画に関して連携
が可能なネットワークに育てていくことが必要であ
る。

若年層向の取り組みを進めるためにも学校との連
携は重要であり、引き続き連携強化に取り組みた
い。
出前講座を活用して自治会等地域の団体との繋
がりを深めていきたい。

A

生
活
文
化
課

既存の連携先の他、企
画内容により、新たに
連携可能な専門機関と
協働して事業を行うこと
ができた。また、出前講
座で学校やPTA、自治
会などと繋がりを持つこ
とができた。

30数値の指標

【参考値】出前講座数

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

80

生
活
文
化
課

85

80

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

関係機関との連携強化を図り、情報収集、調査・研究、及び要請を行っていきます。
担当課

生活文化課

3 関係機関・団体との連携強化

通し番号 80 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ

（説明）

推進体制の整備・強化

事業

85　国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化

施　策

取組の方向 1 国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化

8
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

（説明）

81

生
活
文
化
課

86

・男女平等推進市民会議に第3次男女平等推進プランの平成３０年度事
業の進捗状況評価について諮問した。
・３次プランの進捗状況評価方法については、平成２９年度に市民会議
から答申をいただいた。この答申に基づき、平成３０年度から新たな方
法で担当課の事業報告及び市民会議評価が進められた。
・市民会議では、一部事業所管課との間で意見交換の場を設けるなど
し、より実態に即した評価を行っていただいた。その後、１２月に答申を
いただき、結果を所管課へフィードバックした。
・進捗状況評価において、報告書を作成する作業はプランへの理解促
進につながる重要なものであるが、報告・評価様式が変更したことで同
一事業に取り組む複数課の関連性が分かり易くなった。
・新たな方法での２回目の評価となり、担当課にも男女共同参画に向け
た取り組みの推進への理解が浸透してきた。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

報告における目標の設定や記載について、進捗度
合が分かるようにしていくことが必要である。
職員一人一人が男女共同参画について理解を深
めることが求められるため、よりきめ細やかに
フィードバックを行うことが求められる。

報告、フィードバックに際し、各所管課との調整を
密に行う。
庁内ＬＡＮにてニュースレターを配信し、男女共同
参画や男女平等推進プランに対する各職員の理
解促進を図る。

81

Ａ

生
活
文
化
課

第３次プラン初年度事
業に対して、新たな評
価方法に基づき評価を
行った。
評価方法が新しくなっ
たことで、所管課が行う
報告作業の意義が十
分に果たされた。

30数値の指標

　

担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

評価方法を見直し、数値目標や重点課題を設定することで、プランを実効性のあるものとし
ていきます。

担当課
生活文化課

通し番号 81 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ

4 男女平等推進プランの実効性の確保

推進体制の整備・強化

事業

86　進捗状況の年次報告の実施

施　策

取組の方向 1 確実なＰＤＣＡサイクルの実施

8
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 2 3 3 3

実績値 未設定 0

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

・毎年実施している施策成果等アンケート調査（市民アンケート）では、
男女別に調査を行っているため、男女間の意識による偏りや格差・差別
の現状、その要因や現状が生み出す影響を客観的に把握することがで
きる。プランを推進する際には、アンケートの調査結果も参考にしながら
事業を展開した。
・男女平等推進プランの進捗状況評価に際して、可能な限り数値目標
設定をするよう担当課に依頼した。

82
ジェンダー統計について、単に男女別の数字を追う
だけでなく、背景にあるジェンダー要因等にも目を
向ける必要があることへの理解が不足している。

ジェンダーについて、また、ジェンダーの視点から
統計を読むことについて理解促進を図るため、資
料を作成し庁内ＬＡＮ等により配布する。
男女平等推進プランの数値目標設定等が不十分
な課と調整の場をもち、指標について検討する。

Ｂ

生
活
文
化
課

施策推進のためにジェ
ンダー統計を活用する
ことができた事業もあっ
たが、庁内全体で積極
的に利用できていると
は言えないため。

30数値の指標
男女共同参画やジェンダー等関する庁
内への情報発信回数（男女共同参画
ニュースレター発行回数）

未設定

未設定

（説明）

82

生
活
文
化
課

87

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

男女別統計（ジェンダー統計）を積極的に利用し、現状の把握と今後の施策展開に活かし
ていきます。また、現状で不足している分野についての男女別統計（ジェンダー統計）の整
備を進めていきます。 担当課

生活文化課

4 男女平等推進プランの実効性の確保

取組の方向 2 男女別等統計の充実

通し番号 82 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

87　プランの実効性の向上

施　策

8
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値
目標値
実績値
目標値
実績値
目標値
実績値

83
男女共同参画推進に向けて条例がどのような役割
を果たしているかなど一歩踏み込んだ研究が必要
である。

男女共同参画推進条例を策定している自治体では
条例周知のリーフレットを配布する等、条例を活用
した事業を行っている。このような自治体に直接話
をきき、条例があることによる男女共同参画推進事
業の進めやすさや効果など、実際に条例が果たし
ている役割の具体的内容について研究する。

30数値の指標

男女共同参画推進条
例について、制定状況
や内容の研究にとど
まった。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

83

生
活
文
化
課

88

・男女共同参画推進条例について他自治体の状況や内容等に係る情
報を収集、研究した。

Ｃ

生
活
文
化
課

次年度の方向性・目標担
当
課

事
業
番
号

担
当
課

男女共同参画社会の形成を目指し、プランに掲げる施策を着実に推進していくための指針
とするため、男女共同参画推進条例（仮称）について研究を行います。

担当課
生活文化課

4 男女平等推進プランの実効性の確保

通し番号 83 【令和元年度事業】

目　標 Ⅵ

（説明）

推進体制の整備・強化

事業

88　男女共同参画推進条例（仮称）の研究

施　策

取組の方向 3 男女共同参画推進条例（仮称）の研究

8
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③ 評価書 ―市民会議による評価・提言― 
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Ⅰ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 1 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 ワーク・ライフ・バランスへの理解促進
取組の
方向

1 ワーク・ライフ・バランスの正しい理解促進に向けた啓発、情報提供

事業

1　ワーク・ライフ・バランスに関する啓発
2　両立支援制度や育児休業・育児時間及び介護・看護休業制度の周知と取得に向けた啓発

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

1
専門機関との共催で講座を開催することによって、実のあるセミナーを開催できた
ことは評価できる。今後は、セミナーに参加できなかった方への情報提供が充実
することを期待する。 A

生
活
文
化
課

1
2

A

A

A

86



Ⅰ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 2,3 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進
取組の
方向

1 市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度などに関する情報提供

事業

3　関係法令、各種制度の周知と啓発
4　労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決
5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知
6　ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

担当課
産業政策課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

新型コロナウィルス感染拡大防止で在宅勤務が増えた現在、働き方改革やワーク・ライフ・バランス推進に
関する情報提供は重要であり、力を入れて推進してほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

2
目標値に対して実績が下回っている状況であり、取り組みもチラシや資料の配布
に留まっている。課題把握はできているので、打開策をしっかりと検討して取り組
みを積極的に進めてほしい。 B

産
業
政
策
課

3
4
6

B

B

B

3
市内事業者とのコミュニケーションが取れており評価できる。引き続き、取り組み
を進めてほしい。

A

生
活
文
化
課

3
4
5
6

A

A

A

87



Ⅰ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 4 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進
取組の
方向

2 公共調達時におけるインセンティブ付与の検討

事業

7　公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

4
他市の例を参考にするなど、引き続き方向性を模索してほしい。

B

生
活
文
化
課

7

B

A

B

88



Ⅰ
3

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 5,6 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 男性やシニアの家庭生活や地域活動への参画促進
取組の
方向

1 固定的な性別役割分担意識解消への啓発

事業

8　男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供

担当課
生活文化課 生涯学習課

「取組の方向」全体についての講評・提言

固定的な性別役割分担意識解消への啓発について、生涯学習課や指定管理者事業に対して生活文化課
の積極的な関与を期待する。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

5
講座の実施回数を増やしたり、SNS等を活用した周知に取り組むなど、今後の広
がりに期待したい。ただ、新型コロナウィルスの感染拡大懸念もある中で、オンラ
インを活用した周知などの検討も必要と考える。 A

生
活
文
化
課

8

A

A

A

6
男性の参加を意識して取り組んでいることは理解するが、講座数、参加者数が減
少しており、目標値と実績値にずれが生じている。今後に向けた取り組みに期待
する。 B

生
涯
学
習
課

8

B

B

B
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Ⅰ
3

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 7-10 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 男性やシニアの家庭生活や地域活動への参画促進
取組の
方向

2 男性やシニアが参加しやすい環境作り

事業

9　シニアの経験と知識を活かす活動の推進
10　男性の家事・育児・介護等への参加促進

担当課
生活文化課 介護福祉課 子育て支援課
生涯学習課

「取組の方向」全体についての講評・提言

市立の小・中学校への働きかけがもっとできると、取り組みが広がるのではないか。
この分野について、各課事業に対して生活文化課の積極的な関与を期待する。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

7
子ども家庭支援センターと連携していくとあるが、何を連携していくのかが分かり
にくい。
事業周知ということであれば、アプローチしたいターゲットと上手く結びつけること
が効果的であると考える。

A

生
活
文
化
課

10

A

A

A

8
超高齢社会の中、担当所管が取り組んでいる事業の重要性や有効性は十分理
解するが、施策の取組の方向である「男性やシニアが参画しやすい環境づくり」の
視点からの評価ができるよう、数値の指標等を検討されたい。

課題の把握は適切で、一定の効果を上げていると思うが、男女別何人に助言した
のか、どのような結果につながったのかが見えない。具体的な数値目標を示して
ほしい。

「次年度の方向性・目標」について、具体的に、誰を対象にどのような手段で行う
のか明記されるとより一層よい。

A

介
護
福
祉
課

9

A

A

B
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

9
父親の保育園行事への参加の機会をとらえて、育児・家事に関する意識の醸成を
図ってほしい。

A

子
育
て
支
援
課

10

A

A

A

10
男性の講座参加率の低迷は、講座の内容が影響しているように思われる。講座
について生活文化課から生涯学習センターや指定管理者NPO法人文化協会に対
して情報提供するなどして、事業の内容を再検討してほしい。 B

生
涯
学
習
課

10

B

B

A
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Ⅰ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 11-14 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 両立支援のための子育て・介護の環境整備
取組の
方向

1 多様なニーズに対応する保育、教育、子育て環境の整備

事業

11　子育て相談事業のネットワーク化の推進
12　保育・教育基盤の確保
13　多様な保育・教育の提供
14　学童保育及び児童館の充実

担当課
子育て支援課 児童青少年課 健康課
障害福祉課

「取組の方向」全体についての講評・提言

様々なニーズのある行政分野であるので、ネットワークを活かして一層推進してほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

11
待機児童が減少している点は評価ができるが、解消に向けて引き続き取り組んで
ほしい。

B

子
育
て
支
援
課

12
13

B

B

A

12
新型コロナウィルスの影響があったと思われるが、学童保育の待機児童が発生し
なかった点は評価したい。引き続き取り組みを進めてほしい。

A

児
童
青
少
年
課

11
13
14

A

A

A
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

13
相談件数は増加している一方、他機関との連携回数が減少している。他機関との
連携回が数年々減少している原因を追究してほしい。

A

健
康
課

11

A

A

A

14
相談件数の実績値が減少している点が不明である。原因を追究してほしい。

A

障
害
福
祉
課

13

A

B

A
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Ⅰ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 15 【令和元年度事業】

目　標 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進
施　策 両立支援のための子育て・介護の環境整備
取組の
方向

2 介護支援の充実

事業

15　地域包括支援センターの充実
16　要介護者の家族への支援
17　介護保険制度の普及と啓発
18　在宅サービスの充実

担当課
介護福祉課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

15
取組みの実績が見えづらい。計画に対するアンケート調査の結果など、数値を記
載してほしい。

B

介
護
福
祉
課

15
16
17
18

B

B

B
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Ⅱ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 16,17 【令和元年度事業】

目　標 職業生活における女性の活躍推進
施　策 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進
取組の
方向

1 女性活躍推進にかかる意識啓発や情報提供

事業

19　女性活躍推進に向けた情報提供

担当課
産業政策課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

このようなコロナ禍の中、リアルなイベントを実施することは難しいため、ズーム等を利用したリモートでの情
報提供の方法も考えていってほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

16
課題の認識はできていると思うが、「数値の指標」の「情報提供企業」において、実
績値が平成３０年度の４１件から令和元年度には１５件に減少しており、それに合
わせて令和２年度の目標値が３０件から半分の１５件に下がってしまっている。も
う少し積極的な姿勢がほしい。

B

産
業
政
策
課

19

B

B

B

17
「取組状況」や「次年度の方向性・目標」の内容は良いのだが、「今後の課題」で
「事業所への情報提供や課題把握のためのルートがない」で終わってしまってい
るため、他に解決に繋がるような課題があるのではないか。 A

生
活
文
化
課

19

A

A

A
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Ⅱ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 18,19 【令和元年度事業】

目　標 職業生活における女性の活躍推進
施　策 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進
取組の
方向

2 取組事業所への支援

事業

再3　関係法令、各種制度の周知と啓発（再掲）
再7　公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討(再掲)
再5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知（再掲）

担当課
産業政策課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

行政の資料は理解するのに難しいことがあるため、関係法令、各種制度を周知する際には、要点を踏まえ
た上で分かりやすく、かみ砕いて説明する機会を設けてほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

18
「今後の課題」については認識していると思うが、チラシの配布に終始している印
象であるため、打開策についてもっと検討してほしい。

「数値の指標」の中の「情報提供企業」の数が目標値を下回っているが、事業主
へ具体的な提案をすることは難しいのか。平成３０年度と比較して令和元年度の
情報提供企業が減少したことについて、課題把握を積極的に行っていってほし
い。

Ｂ

産
業
政
策
課

再 3

Ｂ

Ｂ

Ｂ

19
「くるみん」「えるぼし」で公共通達といっても誰もやらないから仕方がないと書いて
あるが、厚労省ホームページを見てもらうと他にもいろいろなメリットがあることが
分かる。その辺を丁寧に説明して欲しい。「東久留米市は公共調達をやっていな
いが、公共調達にとって利益がある」というのでは説明になっていないため、解決
策のある課題を考えてほしい。

Ａ

生
活
文
化
課

再 3
再 7
再 5

Ａ

Ａ

Ａ

96



Ⅱ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 20,21 【令和元年度事業】

目　標 職業生活における女性の活躍推進
施　策 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進
取組の
方向

3 市役所における女性管理・監督職への登用促進

事業

20　職員研修の充実
21　特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進
22　女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施
23　ハラスメント対策の推進

担当課
職員課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

近隣市と比較しても、東久留米市の女性管理職の割合は非常に低い。他市の状況について情報収集する
などして、具体的な取り組みに繋げてほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

20
女性職員の採用、管理職の登用、いずれも競争試験を行っているので目標達成
に向けては難しいところもあるが、更なる受験者の増加へ向けた取り組みを進め
てほしい。

実績値が近隣市と比較しても低すぎるため、研修以外のもっと具体的な取り組み
を検討してほしい。

Ｂ

職
員
課

20
21
22
23

Ｂ

Ｂ

Ａ

21
他の公共団体でも良いと思うので、好事例の周知に努めてほしい。

Å

生
活
文
化
課

21
22

Ａ

Ａ

Ａ
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Ⅱ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 22 【令和元年度事業】

目　標 職業生活における女性の活躍推進
施　策 女性の就労継続とキャリア形成への支援
取組の
方向

1 就労継続とキャリア形成に向けた意識啓発

事業

24　女性の就労継続とキャリア形成への支援

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

22

生
活
文
化
課

24

女性の就労継続とキャリア形成への支援として、男女平等推進センターの主催事
業や他部署・機関と共催して事業を行っており、十分な支援ができている。

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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Ⅱ
3

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 23,24 【令和元年度事業】

目　標 職業生活における女性の活躍推進
施　策 女性の再就労への支援
取組の
方向

1 再就職に関する講座、啓発、情報提供

事業

25　女性の再就職への支援

担当課
産業政策課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

他市では企業と一緒にインターンシップによる支援を行っている。リアルに仕事ができるので本人の自信に
も繋がりインターンシップ先ではないが、実際に就職もしている。このような実際の仕事に繋げる方法を実施
していってほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

23
生産年齢人口が落ち、M字カーブもかなり是正され、求人倍率も上がっている中、
女性で就業を求めている人も多く、結果が出るものなので、もう少し頑張ってほし
い。

託児保育についても生活文化課と連携して行っていい形でできているということな
ので、引き続き行ってほしい。

Ａ

産
業
政
策
課

25

Ａ

Ａ

Ａ

24
新たな連携先と共催で講座を開催したことは評価できるが、講座数が前年度の１
から２に増加したにも関わらず参加者数が５６人から３０人に減少しているため、さ
らに努力をしてほしい。 Ｂ

生
活
文
化
課

25

Ｂ

Ｂ

Ａ
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Ⅱ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 25-27 【令和元年度事業】

目　標 職業生活における女性の活躍推進
施　策 女性の起業と事業継続への支援
取組の
方向

1 起業と事業継続に関する講座、情報提供、関係機関との連携による支援とネットワークづくりへの支援

事業

26　女性の起業に関する情報提供及び支援

担当課
産業政策課 生活文化課 図書館

「取組の方向」全体についての講評・提言

女性が起業するためには、多くの課題がある。東久留米市のみでの開催では予算や参加者にも限りがある
ため、近隣自治体と連携し、広域で事業を行うことなど検討できないか。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

25
昨年度、一昨年度と創業セミナーが実施できていないようだが、平成２９年度の実
績を見てもセミナー開催数が２回であるのに対し参加者が４名と少ない。このこと
から、事業を模索している感があるように思われる。

創業希望者からの相談はあるものの、セミナーの参加者が少ないため、相談者が
求める講座ができているかどうか、もう一度検討してほしい。起業に繋がるようさ
らなる努力を期待する。

Ｂ

産
業
政
策
課

26

Ｂ

Ｂ

Ａ

26
起業している女性や企業を考えている女性向けの交流会を安定的に開催してい
ることは、当事者を勇気づける良い取り組みである。継続して事業を行ってほし
い。 Ａ

生
活
文
化
課

26

Ａ

Ａ

Ａ
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

27
中央図書館に就職・仕事コーナーが常設されているというのは良い取り組みだと
思うが、中央図書館にサービスが集中しているようにも読み取れる。地区館につ
いても同様の取り組みが行われているのか。

大規模改修で中央図書館が閉館していることやコロナ禍における取り組みとし
て、非来館型のサービスを情報提供も含めて検討してもよいのではないか。

Ｂ

図
書
館

26

Ｂ

Ｂ

Ｂ
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Ⅲ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 28 【令和元年度事業】

目　標 あらゆる分野における男女共同参画の推進
施　策 市附属機関や地域活動団体における男女の参画推進と女性の活躍推進
取組の
方向

1 ポジティブ・アクションへの理解促進

事業

27　審議会委員等委員の男女比率の均等化

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

28

生
活
文
化
課

27

審議会委員が充て職であるために女性比率が下がってしまうというのであれば、
課長ではなく女性の係長の出席を可とする、今回女性を出せなければ次回は必
ず女性を出すなどのルールを決めるしかないのではないか。また、そのためには
ルールを徹底させるための司令塔が必要と考える。

「通し番号76」に、長期総合計画基本構想審議会委員の男女比の均等化を図った
旨の報告があるが、そのようなところから地道に取り組んでいくしかないのではな
いか。

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｂ
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Ⅲ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 29 【令和元年度事業】

目　標 あらゆる分野における男女共同参画の推進
施　策 市附属機関や地域活動団体における男女の参画推進と女性の活躍推進
取組の
方向

2 男女が参加しやすい環境整備

事業

28　自治会における男女共同参画に関する啓発及び情報提供

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

29

生
活
文
化
課

28

「数値の指標」の「自治会長における女性の割合」が年々下がっていることが気に
なる。

自治会の方を対象に、防災対策を通して地域活動に男女が共に参加することの
意義を伝えることができたという点は評価できる。

内閣府が全国の女性自治会長を集めた情報交換会を開催したところ、共通の苦
労や取り組み事例などを話し合い、非常に盛況であった。東久留米市でも同様の
懇談会、研修会等を開催することで、女性の自治会長の増加に繋がるのではない
か。

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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Ⅲ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 30 【令和元年度事業】

目　標 あらゆる分野における男女共同参画の推進
施　策 地域におけるリーダーとなる女性の育成
取組の
方向

1 リーダー育成のための講座開催や機会の提供

事業

29　地域におけるリーダーとなる女性の育成

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

30

生
活
文
化
課

29

積極的に取り組んでいることが評価できる。ぜひ、今後も頑張ってほしい。

A

A

A

A
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Ⅳ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 31-34 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 生涯にわたる男女の健康の支援
取組の
方向

1 ライフステージに合わせた健康支援

事業

30　各種健康診査及び健康相談事業の充実
31　発達段階に応じた適切な性教育の推進
32　HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実
33　生涯を通じた健康の保持増進等のための啓発及び情報提供
34　こころの健康支援
35　シニアが自立した生活を送るための支援
36　予防重視のシニア施策の充実

担当課
健康課 生活文化課 介護福祉課
指導室

「取組の方向」全体についての講評・提言

全体的に見てよく取り組みができている。
健康支援について、各課で詳細な部分についていかに充実させていくかが課題になると思うので、今後に期
待したい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

31
受診率引き上げが上手くいっていない理由について分析が必要である。

更年期女性の健康管理の必要性を訴えるような情報提供や教育の機会が少し不
足しているように感じる。

女性の視点として、子宮頸がんや乳がん検診をより充実させていってほしい。

B

健
康
課

30
33
34

B

B

B

32
出前講座を中心に数多くの取り組みをしており、評価できる。
海外の性教育は視覚的に入ってきて分かりやすく、そういうものも参考にするとよ
い。 A

生
活
文
化
課

33

A

A

B
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

33
「取組状況」に「自主グループの立ち上げ」とあり、この点は評価できる。

「次年度の方向性・目標」の中に仕組みを構築するとあるが、もう少し具体的な記
載がほしい。

講座内容や参加者数など具体的な情報を記載してほしい。

A

介
護
福
祉
課

35
36

A

A

A

34
様々な取り組みができており、評価できる。
「今後の課題」の中に、取り組みに関する記載があるとよい。

学習指導要領に基づき適切に計画・実施がされているのはよいが、子どもの反応
や担当した教師の声についても知りたい。

A

指
導
室

31
32

A

B

A
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1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 35 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 生涯にわたる男女の健康の支援
取組の
方向

2 妊娠、出産期における女性への健康支援

事業

37　妊娠中及び出産後の健康管理の啓発及び相談事業の充実
38　出産・育児に関する情報提供と男性の理解の促進

担当課
健康課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

35
「担当課評価」において、プレ・パパママクラスの夫の参加者数や子育て応援メー
ルの登録者数、赤ちゃん訪問実施数をより増加させる必要があると書いてある
が、妊婦面接など新たな取り組みもされており、多様な手段で幅広い支援ができ
ていることを評価したい。

子育て応援メールもよいが、アプリの導入など子育て世代に合わせた情報収集
ツールを取り入れる工夫を期待したい。

Ｂ

健
康
課

37
38

Ｂ

Ｂ

Ｂ
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Ⅳ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 36,37 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
取組の
方向

1 暴力の未然防止や早期発見のための取組強化

事業

39　暴力未然防止のための意識啓発
40　若年層に向けた暴力防止の啓発
41　早期発見のための理解促進

担当課
生活文化課 指導室

「取組の方向」全体についての講評・提言

それぞれの課で適切に事業を行っているのだとは思うが、指導室が事業を行うにあたって生活文化課が必
要な情報を提供するなど、今後は二課で連携して行ってほしい。
特にいじめ問題や暴力行為については未然防止が重要になってくると思うので、関係する課の連携を充実
させてほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

36
幅広く情報・機会の提供ができており、評価できる。

Ａ

生
活
文
化
課

39
40
41

Ａ

Ａ

Ａ

37
道徳教育において思いやりの授業を行ったということで、授業について適切に
行ったことは分かったが、授業以外の学校生活の中でいじめや暴力についてどの
ような指導を行ったのか、もう少し現場の生の声を聞いてみたい。

いじめ問題、暴力行為の防止について適切に指導・研修を実施したとあるが、具
体的にどのような内容であったのかを記載してほしい。

「今後の課題」と「次年度の方向性・目標」に書かれていることが部分的なものな
ので、事業全体についての目標設定をしてほしい。

Ｂ

指
導
室

40

Ａ

Ｂ

Ｂ
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Ⅳ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 38,39 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
取組の
方向

2 安心して相談できる体制づくり

事業

42　相談窓口の周知
43　複合的に困難を抱える人への支援
44　相談体制の整備

担当課
関係各課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

相談体制は出来ている。
連携を図るには職員の育成が不可欠であり、更なる連携強化に努めてほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

38
ＤＶ相談の内容が複雑化・多様化する中で、関係する各課が連携を取りながら対
応している点を評価したい。また、このような相談に適切に対応するためには職員
の資質が重要になるため、職員の育成にも力を入れてほしい。

相談者が相談しやすい体制作りに努めてほしい。

Ａ

関
係
各
課

42
43
44

Ａ

Ａ

Ｂ

39
ＦＭひがしくるめや広報紙で情報提供を行うなど、多様な媒体を使って周知が図ら
れている点を評価したい。

Ａ

生
活
文
化
課

42

Ａ

Ａ

Ａ
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Ⅳ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 40 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
取組の
方向

3 被害者の安全確保のための体制整備

事業

45　被害者や子どもの安全確保
46　情報管理の徹底

担当課
関係各課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

40
「配偶者暴力対策庁内連絡会」が開催出来ていないことは課題として残るが、関
係各課で連携を取りながら被害者や子どもの安全確保と情報管理の徹底が図ら
れている点は評価できる。また、職員の育成にも努めてほしい。 Ａ

関
係
各
課

45
46

Ａ

Ａ

Ａ
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Ⅳ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 41 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
取組の
方向

4 自立のための支援体制の整備

事業

47　自立のための支援体制の整備

担当課
関係各課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

41
庁内外の関係機関と連携を取りながら、それぞれができる被害者の自立支援を
行ってほしい。

Ａ

関
係
各
課

47

Ａ

Ａ

Ａ
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Ⅳ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 42,43 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
取組の
方向

5 関係機関との連携強化及び庁内体制の整備

事業

48　関係機関との連携強化
49　庁内の相談・支援体制の整備と資質向上

担当課
関係各課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

それぞれの部署が他課の事業を把握して、更なる連携を図ってほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

42
庁内での相談・支援体制の整備が十分でないということだが、相談・支援を行うに
あたっては職員の資質向上が重要だと思われるため、その点に力を入れてほし
い。

「今後の課題」「次年度の方向性・目標」に積極性が見えないため、具体的な解決
策を記載してほしい。

Ｂ

関
係
各
課

48
49

Ｂ

Ｂ

Ｂ

43
関係各課と連携は行っているものの連絡調整機能が十分でないということなの
で、今後は十分に果たせるよう努めてほしい。

Ｂ

生
活
文
化
課

49

Ｂ

Ｂ

Ｂ
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Ⅳ
3

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 44,45 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 女性や子どもに対するあらゆる暴力の予防と根絶
取組の
方向

1 性暴力や児童虐待、ストーカー被害の根絶に向けた防止等の啓発

事業

50　メディア・リテラシーの育成
51　暴力の未然防止のための啓発や情報提供

担当課
生活文化課 指導室

「取組の方向」全体についての講評・提言

小・中学校においては、性暴力や児童虐待、ストーカーやデートＤＶについての授業を行っていないというこ
となので、生活文化課と連携するなど実施に向けた取り組みを行ってほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

44
講座の回数が例年に比べて多かった点や１０代の参加も見られた点などが評価
できる。多様な取り組みが出来ており、課題の認識も出来ている。

Ａ

生
活
文
化
課

50
51

Ａ

Ａ

Ａ

45
人権教育の一環として適切に指導が出来てはいるが、内容についてもう少し具体
的に知りたい。

危険に晒されている児童に対しての具体的な指導や他機関との連携が更に強化
されるとよい。

「今後の課題」に対応する「次年度の方向性・目標」についても記載してほしい。

Ａ

指
導
室

50

Ａ

Ａ

Ｂ
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Ⅳ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 46,47 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 ハラスメント等の防止対策の推進
取組の
方向

1 ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

事業

52　ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

担当課
産業政策課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

「次年度の方向性・目標」で具体的な取り組みが見えない。
出前講座のあり方をもう一度見直し、より魅力的あるものにしていく必要があるのではないか。
事業者の関心を集めるような工夫がを各課で考えてほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

46
ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供の取り組みについて、具体性が乏し
い。限られた機会を有効に活用はできたが目標は達成できなかったということだ
が、どんな目標を立て、何が達成できなかったのか、次年度の目標について言葉
が抽象的過ぎて具体性が見えない。

ハローワークや東京しごとセンター多摩などとは連携しているようだが、市内の社
会保険労務士等の専門家とも連携を取ってもよいのではないか。

なかなか実態がつかめないとは思うが、大切な取り組みではあるので更なる充実
に努めてほしい。

B

産
業
政
策
課

52

B

B

B

47
「今後の課題」「次年度の方向性・目標」のところで、どうしたら良いかということが
書かれておらず、工夫が感じられない。また、常に伝えていくことが大切ではない
か。

ハラスメント防止講座を開催できなかったということなので、開催できるよう工夫し
ていってほしい。

B

生
活
文
化
課

52

B

B

B
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5

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 48 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施
取組の
方向

1 性別による役割分担意識解消のための啓発

事業

53　ジェンダー平等を推進するための啓発

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

48
多様な取り組みができており、評価できる。特に視覚から訴えるパネル展示は良
い。

ジェンダー意識の向上が感じられる。担当課の意識の高さが取り組み状況を見て
わかった。

A

生
活
文
化
課

53

A

A

A
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課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 49 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施
取組の
方向

2 発達段階に応じた適切な性教育の実施

事業

再31　発達段階に応じた適切な性教育の推進（再掲）

担当課
指導室

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

49
性教育について適切に取り組んでおり、実施されたことについては非常に評価で
きる。

具体的な取り組みがどのようにされているのかが分かると更に良い。絵や映像を
用いて授業を行えると良いのではないか。

A

指
導
室

再31

A

A

A
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5

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 50 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施
取組の
方向

3 ＨＩＶ／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実

事業

再32　HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実（再掲）

担当課
指導室

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

50
全小学校で４年生を対象に「禁煙キャラバン」を実施しているということで、喫煙に
対する教育は定着していると考える。「次年度の方向性、目標」のところで、具体
性がほしい。

コロナ禍で通常の指導できない状況でどのように授業を行っていくのかが、今後
の課題になるのではないか。学校の教科だけでは限界があると思われるため、粘
り強く努力を続けてほしい。

A

指
導
室

再32

A

A

B
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6

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 51-53 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 困難を抱える女性等が安心して暮らせるための支援
取組の
方向

1 ひとり親家庭への支援

事業

54　女性の人権を守る相談体制及び各種相談事業の充実
55　相談体制及び各種相談事業の充実

担当課
生活文化課 児童青少年課 関係各課

「取組の方向」全体についての講評・提言

全体的にひとり親家庭への支援が良くできている。
今後も各課、他機関との連携を深め、更なる充実に努めてほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

51
相談件数も多く、適切に機会の提供・体制作りがなされている。女性の悩みごとに
対して女性の弁護士やカウンセラーが対応しており、充実した相談事業が行われ
ていることを評価する。

時間的なものや手段など、相談のしやすさが必要ではないか。例えばチャットでの
相談など、スマートフォンを活用した事業は考えられないか。

A

生
活
文
化
課

54

A

A

A

52
利用者数も具体的で非常に良く取り組みができている。
今後も引き続き積極的な活動を継続してほしい。

A

児
童
青
少
年
課

55

A

A

A
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

53
東京都を含めて、他機関と連携を図りながら適切にひとり親家庭への相談体制が
取れてる。今後もケースに応じた適切な対応に努めていってほしい。

A

関
係
各
課

55

A

A

A
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Ⅳ
6

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 54-57 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 困難を抱える女性等が安心して暮らせるための支援
取組の
方向

2 若年者、高齢者、障害者、外国人等、困難を抱える女性が安心して暮らせるための支援

事業

56　相談体制及び各種相談事業の充実
57　自立した生活を送るための就労支援の推進
58　子ども、若者の自立に向けた力を高める取り組み
59　若年層を対象とした啓発
60　障害者に対する就労自立支援

担当課
指導室 生活文化課 福祉総務課

障害福祉課

「取組の方向」全体についての講評・提言

地域全体で支えていく課題であるため、関係機関と更に連携を深めながら取り組みを進めていってほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

54
計画的にキャリア教育を実施していることは評価する。地域と連携しながら実施し
ているということなので、引き続き続けてほしい。

「キャリアパスポート」とは具体的にはどういったものなのかが見えない。

A

指
導
室

58

A

A

B

55
生きづらさを抱える女性に対する取り組みを、他市の男女共同参画センターと連
携するなど広域的に展開できていることを評価したい。
更に生きづらさを抱える女性の居場所作りを進めてほしい。 A

生
活
文
化
課

59

A

A

A
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

56
連携の問題が大きいと思われるため、連携強化を図る必要があるのではないか。
また、保育の問題等、就労阻害要因の解決に努めてほしい。

「次年度の方向性・目標」のところで、ケースワーカーや相談支援員が必要な支援
を行い、ハローワークを活用した就労支援の増加を図っていくとあるが、市内の社
会保険労務士等の専門家とも連携してもよいのではないか。

B

福
祉
総
務
課

56
57

B

B

B

57
各就労支援機関との連携は非常に難しい課題と思われるため、地道に取り組ん
でいってほしい。

「担当課評価」で十二分に行えている状況ではないとあるが、課題把握が不十分
と考えるため、具体案をもっと出してほしい。

B

障
害
福
祉
課

60

B

B

B
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Ⅳ
7

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 58,59 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 男女共同参画の視点を生かした防災と地域づくり
取組の
方向

1 防災分野における男女共同参画の啓発

事業

61　防災活動への男女共同参画の推進

担当課
防災防犯課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

防災分野における男女共同参画は重要な課題となっている。
今後も防災防犯課と生活文化課で連携を図りながら事業を行っていってほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

58
第三小学校の避難所運営マニュアルの中で、女性のための活動を行う班を位置
付けたという点が評価できる。第三小学校のマニュアルを他の避難所にも広めて
ほしい。

今回、女性の視点が取り入れられるなど、取り組みに前進が見られる。徐々にで
もよいので更なる啓発に努めてほしい。

B

防
災
防
犯
課

61

B

B

B

59
近年、自然災害が多発していることもあり、防災対策は非常に重要な課題であ
る。
市民の関心も高く要望も多い分野であるため、重点をおいて事業を行ってほしい。
防災防犯課や生涯学習センターと連携しながら事業を実施している点も評価でき
る。

A

生
活
文
化
課

61

A

A

A
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Ⅳ
7

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 60 【令和元年度事業】

目　標 安心・安全な暮らしの実現
施　策 男女共同参画の視点を生かした防災と地域づくり
取組の
方向

2 防災分野における女性活躍の推進

事業

62　防災分野の意思決定への女性の参画拡大

担当課
防災防犯課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

60
防災分野への女性の参画は難しい課題ではあると思うが、重要な取り組みである
ため、少しずつでも良いので啓発に努めてほしい。

B

防
災
防
犯
課

62

C

B

B

123



Ⅴ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 61-63 【令和元年度事業】

目　標 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備
施　策 男女共同参画社会に対する理解促進
取組の
方向

1 男女共同参画の正しい理解の促進

事業

63　啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実
64　啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実
65　男女共同参画に関する資料の提供
再53　ジェンダー平等を推進するための啓発（再掲）

担当課
生活文化課 秘書広報課 図書館

「取組の方向」全体についての講評・提言

男女共同参画に興味を持ってもらうために様々なアイデアをもって取り組んでいる点は評価できる。新しい
取り組みを期待する。
創意工夫により、必要な情報が市民に届く広報を目指してほしい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

61
市報において「ときめき」やセンター案内のスペースが拡大されたのはよかった。
周知の方法として、パソコンやスマートフォンに触れる機会の少ない方にも届く方
法についても検討してほしい。自主グループの活性化にも取り組んでほしい。

若年層向けの啓発やニュースレターについては次年度期待したい。

A

生
活
文
化
課

63
64
再
53

A

B

A

62
活動の結果どのような成果が得られたのか具体的な報告を記載してほしい。ま
た、評価のために数値の設定をしてほしい。
ホームページを見やすくするなどスキルの向上に取り組んでほしい。 B

秘
書
広
報
課

63

B

B

B
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

63
図書館の取り組みをもっと市民に知ってもらい、活用してもらえるように更なる努
力を期待したい。

担当課評価に「選書等において一定の情報共有はなされているが十分とは言え
ない」とあるが、問題点を掘り下げて、利用者の立場になって提案してほしい。

職員のスキルアップが指定管理者というやり方で可能なのか疑問がある。次年度
は、数値目標の記載をしてほしい。

B

図
書
館

65

A

B

B
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Ⅴ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 64 【令和元年度事業】

目　標 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備
施　策 男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集・提供
取組の
方向

1
男女共同参画に関する法令等や男女共同参画実現に向けた各種制度等の情報収集と
提供

事業

66　関係法令や各種制度等の周知

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

64
事業者向け、労働者向け講座が積極的に開催されている点を評価する。
重要なテーマなので、参加者の人数等を“数値の指標”として設定するとわかりや
すい。 Ａ

生
活
文
化
課

66

Ａ

Ａ

Ｂ
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Ⅴ
3

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 65-69 【令和元年度事業】

目　標 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備
施　策 男女共同参画への意識を育む教育の実施
取組の
方向

1 学校、地域、家庭における男女共同参画意識を育む教育

事業

67　男女混合名簿の使用
68　家庭と一体となった男女平等教育をすすめるための情報提供
69　教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実
70　保育実施上の配慮
71　学習機会や情報の提供
72　キャリア教育の充実
再59　若年層を対象とした啓発
73　女性教員に対する管理職試験への受験奨励

担当課
子育て支援課 児童青少年課 指導室
生活文化課 生涯学習課

「取組の方向」全体についての講評・提言

男女共同参画意識を育む教育とは、どのようなもので、学校、地域、家庭に対してどのように伝えて広げて
いけばよいのか、難しいテーマだが知恵を絞って頑張ってほしい。
LGBTについても、すべての世代に対して積極的に啓発に取り組んでほしい。
指導者の育成は重要な課題である。地域、学校、家庭がどのように連携し、指導者の力がどのように活かさ
れるのか、もう少し踏み込んだ方向性が示されてもよいのではないか。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

65
保育士等への研修によって保育の質や保護者へのアプローチがどのように変
わったのか、具体的に報告があるとさらに良かった。

研修によって、保護者ともしっかり対応できる人材の育成を目指してほしい。

「男は、女は、こうあるべき」という考えが根強く残っているので、保護者の考え方
にも配慮する必要がある。

B

子
育
て
支
援
課

69
70

B

B

B

66
児童厚生全職員会における男女平等に関する説明が不足していることに対して、
フォローしてほしい。

LGBTの理解について、職員側だけでなく子どもたちにも教えていく必要がある。

職員による性加害の研修もあるとよい。

B

児
童
青
少
年
課

69

B

A

B
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

67
【ヒアリングを実施しました】
小学校、高校では男女混合名簿を使用しているのに対し、中学校では男女別名
簿を使用しているようであるが、人権教育や男女共同参画については学校などの
日常生活の中から意識改革や啓発をしていく必要がある。男女別名簿にしてしま
うと、女子は常に男子の次であるという序列意識を生んでしまったり、LGBTの子
が自分が男子・女子どちらに入るのか悩み苦しむことにも繋がってしまう。中学校
でも男女混合名簿使用できるよう、運用を進めてほしい。

中学校で実施されている職場体験の内容をもう少し具体的に記載してほしい。

「担当課評価」にある「年間指導計画」とはどういうものなのか具体的に記載して
ほしい。
また、「全体を見直す」とあるが、具体的にどのように見直すのか記載してほしい。

B

指
導
室

67
68
69
72
73

B

68
おもしろい講座を通して男女共同参画意識を育む教育を実践している点を評価す
る。
保護者とつながるという点、体験型であるという点は評価できる。 A

生
活
文
化
課

再59

A

A

A

B

B

69
性別に関係なく、自立した生活を営む力を身に着け、リーダーシップを育むこと
は、男女共同参画意識を育む上で重要であるという考え方に共感する。
今後も企画立案の段階で男女共同参画の意識を持って取り組んでいただきた
い。

多方面と連携して事業を実施している点を評価したい。
シニア向けに実施する試みにも期待したい。

A

生
涯
学
習
課

71

A

A

B
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Ⅵ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 70 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 男女平等推進センターの機能強化
取組の
方向

1 情報発信の充実（ＳＮＳ等の活用、情報誌の充実）

事業

74　男女平等推進センター機能の充実
75　学習機会の提供の充実
76　男女共同参画に関する情報収集及び提供の充実

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

70
利用者に届く情報機能の充実ということで、ＦＭひがしくるめに出演したことは、興
味深い取り組みである。取り組みの成果として、講座参加者の増加など、数値の
指標に反映していると更によい。

SNSのアクセス数などの分析ができるとよい。また、男女平等推進センターのホー
ムページへのアクセスのしやすさについては改善の余地がある。
情報の発信の仕方については、女性向けと思われないような工夫が必要である。

A

生
活
文
化
課

74
75
76

A

A

B
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Ⅵ
1

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 71 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 男女平等推進センターの機能強化
取組の
方向

2 他機関との連携強化

事業

77　関係機関、各種団体との連携の推進及びネットワークづくりの促進

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

71
関係機関や市民団体との連携した活動を実施されている点を評価する。
今後もさまざまな機関とのネットワークをしっかり育ててほしい。

出前講座については、とても良い講座だと思うが、周知について工夫があるとよ
い。広報紙に掲載するだけでなく、自治会や民生委員などに直接的に働きかける
とより一層利用が増えるのではないか。また、それぞれの活動で得られた成果な
どについても知れるとよい。

A

生
活
文
化
課

77

A

A

A
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Ⅵ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 72-74 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 庁内推進体制の強化
取組の
方向

1 男女共同参画視点を持った組織づくり

事業

78　男女共同参画への理解促進に向けた職員研修の充実
再21　特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進（再掲）
79　男女の配置均等化の推進
再22　女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施（再掲）
80　プロジェクトチーム等におけるポジティブ・アクションの推進

担当課
職員課 生活文化課 企画調整課

「取組の方向」全体についての講評・提言
重要な取り組みテーマに対して、関係する各課が的確な項目を設定し、積極的・具体的に活動し、成果をあ
げていることを評価する。
業務を行う上で男女共同参画が推進されるように、常に意識をしながら企画・運営をしていくことが必要では
ないか。
細かいことではあるが、書類の性別欄に男性・女性だけでなくその他の欄を入れるなどの意識を持つことも
良いのではないか。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

72
改善した数々の取り組みは評価したい。数値目標があることで実行力も高まるの
ではないか。更なる男性の育休取得率の向上を望む。

女性管理職が増えない理由について分析し、改善を進めていくということだが、具
体的にどのように改善をするのか記載されているとよい。

片性だけの人員配置の部署の数に、数値目標を置いているが、片性だけの部署
を作ることの目的はどういったものか。

男性職員の育児休業取得率が集計中なのが残念である。
ワーク・ライフ・バランスの指標があるとよい。

A

職
員
課

78
再
21
79
再
22

A

B

A

73
男女共同参画の考え方が、なぜ重要なのか、明確な認識を持ってもらうための研
修会は重要な機会である。 男女共同参画に対して、男性側、女性側からの忌憚
の無い意見交換の場も必要ではないか。
 
積極的に取り組んでいる数々の事柄を評価する。管理職向けの研修ができな
かったことは残念である。毎年開催できるよう、今後に期待したい。

A

生
活
文
化
課

78
再
21
再
22

A

A

B
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

74
市政施行50周年記念事業検討委員会専門部会に、11名中4人の女性部館員で構
成されたことに対して高く評価する。 今後の取り組みにおいても、男女比の均等
化について同様の配慮ができよう、今後も期待したい。 A

企
画
調
整
課

80

A

A

A
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Ⅵ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 75 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 庁内推進体制の強化
取組の
方向

2 庁内推進協議会の充実

事業

81　男女共同参画推進協議会の充実

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

75
男女共同参画推進協議会の中の女性委員が33％に増加した点を高く評価した
い。
女性委員が会議に参加することで新たな視点が与えられた等、変化した部分の
報告もあるとよい。

A

生
活
文
化
課

81

A

A

A
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Ⅵ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 76-78 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 庁内推進体制の強化
取組の
方向

3 庁内実施主体間の連携強化

事業

82　男女共同参画推進のための総合調整機能の強化
83　ジェンダー予算に関する調査研究

担当課
企画調整課 財政課 生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

審議会や起草委員会等において、実際に男女比に配慮した委員構成により実施されたことによって、どのよ
うな変化が見られたのか、そのことから男女共同参画の意味が見えてきたのではないか、と考える。
どのような取り組みをしたのかをもう少し具体的に知りたい。それによってどのような変化が起きたのか、もう
少しわかるとよい。
これからも更なる男女共同参画の視点をもって連携強化を期待したい。

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

76
審議会委員、起草委員会等において、男女共同参画の視点に立った結果、男女
比の均等化について成果を上げた点を評価する。

「今後の課題」「次年度の方向性・目標」について、具体的に何をするのか記述が
あるとよい。

B

企
画
調
整
課

82

A

B

B

77
予算編成過程においてジェンダーに視点を意識した編成業務をされた点や今後も
ジェンダー予算を定着させたいという目標を高く評価する。
しかしながら、どのような施策にジェンダー予算の視点を入れ、その結果どうなっ
たのかが分からないため、もう少し具体的な説明があるとよい。

B

財
政
課

83

A

B

B
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通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

78
男女共同参画施策の理解促進に向けて、さまざまな課や多方面との連携を具体
的に実行している。今後の課題、次年度の方向性・目標なども明確で具体的に定
められているので、解決に向けての取り組みに期待したい。 A

生
活
文
化
課

82
83

A

A

A
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Ⅵ
2

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

79
市民会議が、男女共同参画の視点から、関係各課の取り組みを評価する中で、
徐々にお互いの活動内容が見えてくるとともに、男女共同参画への理解も深まっ
てきている。
これからも質の高いかつ効果的な取り組みを期待したい。

新型コロナウイルス感染症を踏まえると、市民参加がこれまでのやり方で良いの
か検討が必要ではないか。コロナ禍でも実行性のある会議体を作っていくことを
考えていく必要がある。

A

生
活
文
化
課

84

A

A

A

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

担当課
生活文化課

取組の
方向

4 市民参加による推進体制の充実

事業

84　男女平等推進市民会議の充実

通し番号 79 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 庁内推進体制の強化
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Ⅵ
3

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 80 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 関係機関・団体との連携強化
取組の
方向

1 国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化

事業

85　国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

80
関係機関や市民団体と連携しながら活動を実施している点を高く評価する。より
様々な立場、いろいろな場とつながっていけるとよいのではないか。

各方面と連携して努力していることはよくわかるが、連携事業数が若干減少して
いるため、引き続き取り組んでいってほしい。
　
報告書の内容が、評価通番71「他機関との連携」と同じである点が気になる。

A

生
活
文
化
課

85

A

A

A
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Ⅵ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 81 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 男女平等推進プランの実効性の確保
取組の
方向

1 確実なＰＤＣＡサイクルの実施

事業

86　進捗状況の年次報告の実施

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

81
各項目の取り組みはできている。また、評価方法を変更したことによって男女共同
参画の取り組みへの理解が深まったことは評価できる。

第３次男女平等推進プランにて掲げた目標に対して、どの部分が進展し、どの部
分が進展していないのか、じっくりと確認して、全体をバランス良く進めるよう、次
のステップを考えるべきと考える。

A

生
活
文
化
課

86

A

B

B
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Ⅵ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 82 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 男女平等推進プランの実効性の確保
取組の
方向

2 男女別等統計の充実

事業

87　プランの実効性の向上

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

82
ジェンダー統計にあるような結果を生み出している背景要因を探ることで、対応策
も見えてくる場合があると考える。いろいろな視点で分析を進めてほしい。場合に
よっては、専門家のアドバイスを取り入れるのも良いのではないか。

取り組みが不足していることもあるように見受けられるため、さらなる取り組みに
期待したい。

B

生
活
文
化
課

87

B

B

B
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Ⅵ
4

課別評価

評価

取組状況

課題把握

次年度目標

通し番号 83 【令和元年度事業】

目　標 推進体制の整備・強化
施　策 男女平等推進プランの実効性の確保
取組の
方向

3 男女共同参画推進条例（仮称）の研究

事業

88　男女共同参画推進条例（仮称）の研究

担当課
生活文化課

「取組の方向」全体についての講評・提言

通し番号

講評・提言
年度評価

担
当
課

事業
番号 項目評価

83
取り組みの方向として　「男女共同参画推進条例の研究」　というテーマであるの
で、制定状況や内容の研究を行ったことで一定の評価をしたい。
今後の研究の成果に期待し、成果や計画をしっかりと伝えてほしい。 B

生
活
文
化
課

88

B

Ｃ

B
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２東久市生発第１９４１号 

令 和 ２年 ５月 ２７日 

東久留米市男女平等推進市民会議 

会 長  名取 はにわ  様 

東久留米市長 並木 克巳 

東久留米市男女平等推進プランについて（諮問） 

東久留米市は、平成２９年２月２３日に男女平等推進市民会議よりいただいた答申を踏まえ、平成

２９年３月に計画期間を平成２９年度～令和４年度の６年間とする「東久留米市第３次男女平等推進

プラン」（以下、「プラン」という。）を策定し、男女共同参画社会の実現に向けて取り組みを進めてお

ります。 

プランが掲げる目標の達成に向けて現在の進捗状況を確認するため、東久留米市男女平等推進

市民会議条例第２条に基づき、下記事項について諮問いたします。 

記 

諮問事項 

東久留米市第３次男女平等推進プランの進捗状況評価について（令和元年度事業） 

答申期限 

令和２年１２月２８日 

㊢ 
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２ 東久留米市男女平等推進市民会議条例 

平成８年12月25日条例第23号 

改正 

平成13年３月30日条例第16号 

平成14年12月27日条例第28号 

東久留米市男女平等推進市民会議条例 

（設置） 

第１条 東久留米市男女平等推進プランが目指す男女共同参画社会の実現に向けて、その課

題の解決を図るため、市長の附属機関として、東久留米市男女平等推進市民会議（以下「市

民会議」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 市民会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について協議し、報告する。 

(１) 東久留米市男女平等推進プランの推進にかかわる事項

(２) 前号のほか、男女共同参画社会の実現のために解決が必要な課題に関する事項

（組織） 

第３条 市民会議は、次に掲げる者につき、市長が委嘱する委員10人以内で組織する。 

(１) 学識経験を有する者 ２人以内

(２) 東京都等関係行政機関が推薦する者 ２人以内

(３) 市民公募による者 ４人以内

(４) 市職員で市長が推薦する者 ２人以内

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 市民会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 
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３ 会長は、市民会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 市民会議は、会長が招集する。 

２ 市民会議は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 市民会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

４ 市民会議は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は

意見を徴することができる。 

（部会） 

第７条 市民会議は、特定事項又は専門的事項について調査及び検討を行うために必要があ

ると認めるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 前２条の規定は、部会の運営について準用する。 

（庶務） 

第８条 市民会議の庶務は、市民部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、市民会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成13年３月30日条例第16号） 

この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

付 則（平成14年12月27日条例第28号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成15年４月１日から施行する。 
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３ 東久留米市男女平等推進市民会議委員名簿（第１０期） 

区 分 役 職 等 氏 名 

◎ 学識経験者 
・学校法人 日本社会事業大学理事長

・元内閣府男女共同参画局長
名取 はにわ 

学識経験者 ・一般社団法人 ひきこもりＵＸ会議 代表理事 林 恭子 

東京都等関係

行政機関の推薦 

・東京都生活文化局都民生活部男女平等参

画課長
折原 健太 

東京都等関係

行政機関の推薦 
・北多摩北地区保護司会　東久留米分区 澤田 さなえ 

公募市民 有賀 千歳 

公募市民 岩崎明子 

○ 公募市民 本田 純 

公募市民 山本 桂子 

市職員 ・東久留米市子ども家庭部長 長澤 孝仁 

市職員 ・東久留米市教育部長 森山 義雄 

＊◎は会長 ○は副会長 

＊区分は東久留米市男女平等推進市民会議条例第３条による 

＊任期は令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで 
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４ 東久留米市男女平等推進市民会議検討経過 

回 数 開 催 日 会 議 内 容 

第１回男女平等推進
市民会議 

令和 2年 5月 27日 

書類発送 

 諮問書の交付
 令和元年度事業の進捗状況評価に

係る表彰について（報告） 
 東久留米市第３次男女平等推進プ

ランの進捗状況評価について（令和
元年度事業）

ワーキンググループ
会議*

令和 2年 7月 16日 
 令和元年度事業進捗状況評価につ

いて（評価作成：目標Ⅰ～Ⅲ）

ワーキンググループ
会議*

令和 2年 7月 21日 
 令和元年度事業進捗状況評価につ

いて（評価作成：目標Ⅴ、Ⅵ）

ワーキンググループ
会議*

令和 2年 7月 27日 
 令和元年度事業進捗状況評価につ

いて（評価作成：目標Ⅳ）

第２回男女平等推進
市民会議 

令和 2年 9月 1日 
 東久留米市第３次男女平等推進プ

ランの進捗状況評価について（令和
元年度事業）

第３回男女平等推進
市民会議 

令和 2年 10月 30日 

 進捗状況評価に係る担当課との意
見交換について

 東久留米市第３次男女平等推進プ
ランの進捗状況評価について（令和
元年度事業）

令和 2年 11月 20日 

書類発送 

 東久留米市第３次男女平等推進プ
ランの進捗状況評価について（令和
元年度事業）

＊ワーキンググループ会議（担当委員） 

グループ１（目標Ⅰ～Ⅲ） ：名取会長、岩崎委員、長澤委員 

グループ２（目標Ⅳ） ：有賀委員、澤田委員、森山委員 

グループ３（目標Ⅴ、Ⅵ） ：本田副会長、林委員、折原委員、山本委員 
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Ⅳ 東久留米市男女共同参画都市宣言
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東久留米市男女共同参画都市宣言 

わたしたちは 

生まれたときから平等です 

性別に関係なく 

年齢に関係なく 

わたしたちは 

互いに人権を尊重し 責任を分かちあいます 

家庭でも 

学校でも 

職場でも 

地域でも 

わたしたちは 

さまざまな分野に参画して 

個性と能力をいかし 

一人ひとりが輝く 

差別のない社会をきずきます 

わたしたちは 

水と緑に恵まれた このまちを受けつぎ 

地球の環境をまもり 平和の輪をひろげて 

男女がいきいきと暮らす社会をつくります 

２０００（平成１２）年１０月１日 
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